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ある。確実 に改俊 した こ とが,犯 罪 者が特赦 を得 る決定的 な条件 である
。
③ 特赦 された犯罪者 に対 しては,そ の犯罪行為 の軽重 と悔悟 の態度 によ
り区別 して対処す る。釈 放 される者 もあれ ば
,減 刑 される に止 まる者 も
ある。④特 赦 は,刑 罰 を免 除す るだけで あ り
,そ の犯罪行為 を免 除す る
ので はない。⑤ 特赦 は,党 中央 または国務 院の建議 に基づ き,全 人代 常
務委 員会 に よる審議i・決定 を経 て,中 華 人民共和 国主席が特赦令 を発 布
し,最 高 人民法 院及 び高級 人民法 院 によ り執行 され る
。
以上の特 徴は,わ が国の特赦 に対す る厳粛 な態度 を示 してい る
。
(1)『 最高 人民 法院広 報』(1985年 第3号)25頁 。
(50s) 何乗松編著 ・刑法教科書(総 論編19章 ～23章)
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第二回の特 赦 につ いて,国 務 院が1960年11月17日 に全 入代常務委 員会
に対 し建議 し,全 入代常務 委員会が 同年11月19日 に特 赦 を決 定 して,同
日,中 華 人民 共和 国主席が上述 の決定 に基づい て特赦令 を発布 した。 こ
の際 に特赦 され た犯罪者 は次 の通 りであ る。
(1)拘 禁が満10年 に達 して確 実 に改俊 した蒋 介石集 団及 び非 合法満
州 国の戦 犯は,釈 放す る。(2)死 刑 を言渡 され て執行 を2年 猶予 された
蒋 介石集団及 び非合 法満州 国の戦犯 は,猶 予期 間が満1年 に達 して確 実
に改俊 の情が認 め られ る場 合 は,無 期懲役 または15年 以上の有期懲役 に
減刑す るこ とがで きる。(3)無 期懲 役 を言渡 され た蒋 介石集 団及び非 合
法満州国 の戦犯 は,服 役期 間が満了年 に達 して確実 に改俊 の情 が認 め ら
れる場合 は,10年 以上 の有期懲役 に減刑す る ことが で きる。
第三回の特 赦 につい て,1961年12月 に国務院が建議 し,全 国人民代 表
大会常 務委 員会が決定 して,中 華 人民共 和国 主席 が特赦 令 を発布 した。
特赦 の対象 ・方式 は第二 回の特赦 と同 じである。
第四回の特赦 について,1963年3月30日 に全人代 常務委 員会が決定 し,
中華 人民共和 国主席 が特赦 令 を発布 した。 この際 の特赦 の対 象 はs一 定
期 間の改造 を経過 して確実 に改俊 した非合法 蒙 自治政府 の戦犯 の釈放 が
増加 した。その他 は第二回 ・第三回 と同 じであ る。
第五 回の特赦 は,1964年12月12日 に行 われ,特 赦 の対 象 は第四回 と同
じである。
第六 回の特 赦 は,1966年3月29日 に行 われ,特 赦 の対象 は第五 回 と同
じで ある。
第七 回の特赦 は,1975年3月19日,最 高 人民法院が 毛沢東主席 と党 中
央 の指 示 に従 い,全 人代常務委 員会の決定 に基づ いて,拘 禁 されていた
戦犯計293名 全員 を特赦 によ り釈放 した。
わが 国が既 に行 った七 回の特赦 の情 況か ら見 る と,わ が国の特赦 には
以下の特徴が ある。① 特赦 の対 象 は,一 種 または数種 の犯罪者 とされ て
お り,個 別 の犯罪者 に対 してで はない。② 赦 免 された犯罪者 は,全 て一・
定期 間の拘禁 または改造 を経過 してお り,か つ確実 に改俊 した犯罪者で
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わが国最初 の憲 法であ る1954年 憲法 で は,大 赦 と特赦 の規定があ った
が・大赦が実際 に行 われた こ とはなかった。その後の憲法 で も
,全 て特
赦 の規 定 があ るだけで,再 び大赦 が規定 された こ とは ない
。 この ため,
刑 法65条 ・66条に定 める赦免 とは,全 て特赦 を指 す。
2.わ が国の特赦 とその特徴
わが国 は・1959年 か ら1975年 まで に合計7回 の特 赦 を行 って きた
。
第一回の特赦 につ いて,中 華人民共和国成 立十周年の直前
,中 国共 産
党 中央委 員会主席毛沢東 は中国共産党 中央委員 会 を代表 して,全 国人民
代 表大 会常務委 員会 に対 し 「確実 に改俊 した戦 犯 ・反革命 犯及 び普通刑
事犯 の特 赦」 を建議 した。第二期 全人代常務委 員会は 中共 中央 の特赦 の
建議 を審議 した後,同 年9月17日 に可決 し,満 場一致 で 「一定 時間 の労
働 改造 を経 て確i実に改俊 した蒋介石集 団お よび非合法満州 国の戦犯.反
革命犯 ・普通刑事犯 に対 して特 赦 を行 うこと」 に賛成 した。同 日,中 華
人民共和 国主席 に よ り特赦令が発 布 され た。特赦令 は以 下の よ うに宣告
している。
「(1)拘 禁が満10年 に達 して確 実 に改俊 した蒋 介石集団及 び非合法満
州 国の戦 犯は・釈放す る。(2)懲 役5年 以 下を言渡 され(懲 役5年 も含
む。)服 役期 間が刑期の2分 の1以 上 に達 し,確 実 に改俊 した反革命犯,
及 び懲 役5年 以上 を言渡 され服 役期 間が刑期 の3分 の2以 上 に達 して確
実 に改俊 した反革命犯 は,釈 放す る。(3)懲 役5年 以 下 を言渡 され(懲
役5年 も含 む。)服 役期 間が刑期 の3分 の1以 上 に達 して確実 に改俊 し
た普通刑事犯,及 び懲役5年 以上 を言渡 され服役期 間が刑期 の2分 の1
以上 に達 して確 実 に改俊 した普通刑事犯 は,釈 放す る。(4)死 刑 を言渡
され執行 を2年 猶予 され た犯罪者 は,猶 予期 間が満1年 に達 して確 実 に
改俊 の情 が認め られ る場合 は,無 期 懲役 または15年 以上の有期懲役 に減
刑す る こ とがで きる。(5)無 期懲役 を言渡 された犯罪 者 は,服 役期 間が
満了年 に達 して確実 に改俊 の情が認 め られ る場 合 は,10年 以上の有期懲
役 に減刑す るこ とがで きる。」
(510) 何乗松編著 ・刑法教科書(総 論編19章 ～23章)
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る。 こ こでの 「被 害者」 とは,犯 罪行為 による侵害 を受 けた自然人及 び
法 人 をい う。 また 「告訴」〈控告 〉とは,被 害 者が 自己 または法 人 の権
益 を侵 害す る犯罪行為 に対 して司法機関 に訴 えて侵害者 の刑事責任 の追
及 を求 める ことをい う。「立件すべ きではあ るが立件 しなかった」 とは・
刑事訴訟 法86条 が規定す る 「犯罪事実 があ り,刑 事責任 を追及す る必要
があ る」 とい う立 件条件 に符合 す る事件 につ いて,提 訴 すべ きであ り・
かつ 同条が規 定す る 「犯罪事実 が な く,又 は犯罪事実 が極 めて軽微 で,
刑事責任 の追及 を必要 と しない」 とい う立件 しない事情 には該 当 しない
に もかか わ らず,人 民法 院 ・人民検 察院 ・公安機 関が 立件 してい ない こ
とをい う。被害者 か ら訴追期 限内 に告訴 がな され,訴 追すべ きだが訴追
しない とい う事情 が あ りさえす れば,犯 罪者 に対す る訴追 は,訴 追時効
の制限 を受 けない ことになる。 こ うした規定 は,罪 が あれば必 ず追及す
る ことを保障 しy直 ちに有効 に公民 の合法 的 な権利 を保護 しr同 時 に民




赦免 とは,国 家が犯罪者の罪 と刑の免除 を宣告す る法律制度 をい う。
赦免 は,大 赦 と特赦 の二つ に分 け られ る。一般 的 には,大 赦 は国家が
一定 時期 に数種 または一般 の犯 罪者 に対 して同 じように赦免 す る。その
赦 免内容 は,罪 と刑 の両方 に及 び,罪 も刑 も許す ものであ る。大赦 を宣
告 され た者 は,再 び犯罪者 と されず,刑 事 責任 を もはや追 及 され ない。
特 赦 は,国 家が特定犯罪者 の刑罰 の全部 または一部 の執行 を免 除す る も
ので ある。大赦 と特赦 は,前 者 は罪 も刑 も許 され るが,後 者は刑 だけが
許 され罪 は許 されない点 において主 に区別 される。
大赦 と特赦 は,国 家行為 であ り,通 常 は全 て国家元首 または国家最高
権 力機関 に よ り命令 の形式 を以 て宣告 される。 この命令 は,そ れぞれ大
赦 令 ・特赦令 と呼 ばれる。
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る」 と規定 してい る。 この規定 は,わ が国 にお いて,時 効 中断の法定事
由が 「再 び罪 を犯 す こ と」で ある ことを示 している。 こ こでの 「再 び罪
を犯す」 とは・故意犯罪 ・過失犯 罪,重 罪 ・軽 罪,前 罪 と同種 異種 の罪,
どんな罪 で も再 び罪 を犯 しさえす れば,前 罪の訴追期 限は中断 し,訴 追
期 限 は後罪 を犯 した 日よ り改め て起算す るこ とをい う。同時 に後罪 の訴
追期 限 もまた起算 す る。
訴追時効 の延 長 とは,法 定事 由が発生 した こ とに よ り,訴 追期 限 を無
期 限 に延長 す る制度 であ る。刑 法88条 は次 の よ うに規定 してい る
。 「人
民検察 院 公安機 関若 しくは国家安全機 関が立件 して捜査 を開始 した後
,
又 は人民法 院が事件 を受理 した後,捜 査若 しくは裁判 を逃避 した場 合 に
は,訴 追期 限の制限 を受 け ない。被害者が訴追期 限内 に告 訴 したが
,人
民法 院 ・人民検 察院又 は公安機 関は これ を立件すべ きであ るに もかか わ
らず,立 件 しなか った場 合 は,訴 追期 限 の制 限 を受 け ない」
。 この規定
は,わ が 国の訴 追時効 延長の法定事 由が二つあ るこ とを示 している
。
第一一は,人 民検 察院 ・公安機関 ・国家安全機 関が立件 して捜査 開始後
,
または人民法 院が事件 受理後,犯 罪者が捜 査または裁判か ら逃避 した場
合である。 この 「立件 して捜査 を開始 した後」 とは,人 民検 察院 ・公安
機関 ・国家安 全機 関が刑事訴訟法 の規定 に基づ き自己の管轄範 囲 にお い
て犯罪事実 または被 疑者 を発 見 した事件 に対 し捜査 して有罪無罪 ・罪 の
軽重 に関わ る証拠資料 を収 集調査 した 日よ り後 の こ とをい う
。「事 件 を
受理 した後」 とは,人 民法院が刑事訴訟法 の裁判管轄 に関す る規 定 に従
い・人民 検察院 または被 害者が提 訴 した事件 を受 理 した 日よ り後 の こ と
をい う。 「捜査 若 しくは裁判 か ら逃避」 とは,主 に逃亡 ・潜伏 その他 の
方法 に よ り,刑 事 追及 を免 れる ことをい う。犯罪被疑者が
,検 察院.公
安機 関の立件捜査 開始 後 または法院 の事件受理 後 に拘 置所 ・看守所 か ら
逃走 し,家 に隠れ て逃亡 し,あ るい はその他 の方法 によ り刑事追及 を免
れ た場 合には,全 て訴追時効 の制 限 を受 けない こ とになる。
第 二 は,被 害者 が訴 追期 限 内 に告 訴 した とき,人 民法 院 ・人民 検察
院 ・公安 機関 はこれ を提訴 すべ きで はあ るが,提 訴 しなか った場合 であ
(512) 何乗松編著二・刑法教科書(総 論編19章 ～23章)
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第二 は連続犯 と継続犯 の訴追期 限の計算 であ る。
(1)即 成 犯の訴 追期限の計算
わが 国の刑法89条1項 は,即 成犯 の訴追期 限 について 「犯罪 の 日よ り
起算 す る」 と規定 してい る。 この犯 罪 の 日は,「 犯 罪成立 の 日」 と理解
すべ きで ある。法律 の各犯罪の構成 要件規定 は異 な り,実 際 に現れ る犯
罪形 態 もまた異 なるので,0犯 罪成 立の基準 もまた異 なる こ とになる。
行 為 犯 ・危 険 犯お よび危 害結 果 の発 生 を以 て既 遂 とす る犯 罪 につい て
は,そ の犯罪成立 の 日は犯罪行 為実施 の 日とな り,そ の訴 追期限 は犯罪
行為実施 の 日 より起算す る。結果犯 と結果 的加重犯 につ いては,そ の犯
罪成 立の 日は結果お よび加重結 果発 生の 日とな り,そ の訴追期 限は結 果
お よび加 重結 果発 生 の 日 よ り起算 す る。共 同犯 罪 〔共 犯〕 につ い ては,
その犯罪 成立 の 日は共 同犯罪行為 が実施 で きた 日とな り,そ の訴追期 限
は共同犯罪行 為実施 の 日よ り起算 す る。 予備犯 ・未遂犯 ・中止 犯 につい
ては,そ の訴追期 限はそれぞ れ犯罪予備 ・犯罪未遂 ・犯罪 中止成立 の 日
よ り起算す るべ きであ る。牽連犯 については,重 い行 為が成立 した 日よ
り起算す るべ きであ る。
(2)連 続犯 と継続 犯の訴 追期限の計算
刑 法89条1項 は,「 犯 罪行 為が連続 又は継続 す る状態 にあ る と きは,
犯罪行 為終了 の 日よ り起算す る」 と定 め る。 この 「連続 又は継続す る状
態」 とは,連 続 犯 お よび継続犯 の形態 をい う。 この二 つの犯罪形 態 は・
全 て行 為終 了の 日よ り訴追期 限 を起算 す る。連続犯 の 「行為終 了 の 日」
とは,最 後の一 回の犯罪 日をい う。継 続犯の 「行 為終了 の 日」 とは・犯
罪の持続 状態の終了 日をい う。
4.訴 追時効 の中断 と延 長
訴追時効 の中断 とは,訴 追時効の進行 期 間において,法 定事 由の発 生
に よ り既 に経過 した時効 を無効 と し,訴 追期 限 を法 定事 由が発 生 した 日
よ り改 めて起 算す る とい う制度で あ る。刑 法89条2項 は,「 訴 追期 限内
に再 び罪 を犯 した ときは,前 罪 の訴追期 限は後罪 を犯 した 日よ り起算す
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罪行為 の不 訴追 に関す る公 告」お よび 「台 湾去来者の 中華 人民共和 国成
立後 に当地 の人民政 ㈱ 拉 前 にT7っ た犯罪行 為 の不訴追 に関す る公告」
を公布 した。
磐 公告 は・次 の ように宣乱 て いるO「 台湾へ行 った者の 中で沖
華 人民 共和国成立前 に大陸で罪 を犯 した者 に対 しては
,中 華 人民 共和 国
刑法 第76条(1979年 刑法 第76条 を指 し,1997年 刑法 では87条)の 犯罪訴
追時効 に関す る規定 の精 神 に基づ き
,そ の当時の犯罪行為 については も
はや訴追 しない ことを決定 す る。」
第二公告 は,次 の ように宣言 している。
「(1)台 湾へ行 っ堵 が 嘩 人民 共禾咽 成立後
,犯 罪地 の地方 人民政
権樹 立前 に行 った犯罪行為 は もはや訴追 しない
。
(2)台 湾へ 行 った者 が 中華 人民 共和 国 成立後
,犯 罪地 の地方 人民 政
権樹 立前 に行 い・かつ当地の 人民政権樹立 後 まで連 続 または継続 してい
る犯罪 の訴追期 限 は,犯 罪行為終 了の 日よ り起算す る。お よそ 中華 人民
共和国刑法 第76条(1979年 刑法第76条 を指 し
,1997年 刑法 では87条)の
規定 に符合す る もの は・ もはや訴追 しない。 その中で法定最 高刑が無期
懲 役'死 刑 である もの は,20年 経過後 は もはや訴追 しない
。 も し訴 追の
必 要があ る とされた場 合は,最 高人民検 察院の審査 ・許可 に よる。
(3)台 湾以外 の地 区お よび国家へ行 った者 が
,中 華 人民 共和 国成 立
前 にまたは 中華人民共和 国成立 後で犯罪地 の地方 人民 政権樹 立前 に行
っ
た犯罪行 為 については,そ れぞ れ最高人民 法院 ・最高 人民検 察院が 「台
湾 へ行 った者が 中華 人民 共和 国成立前 に行 った犯 罪行 為 は二度 と訴追 し




訴追期 限 を何 時か ら起算す るか は,国 家が訴追権 の運用 を何 時 か ら開
始す るかに関 わって くる。 わが国 の刑法89条 の規定 に よる と
,訴 追期 限
の計算 は次 の二 つの場 合 に分け られ る
。第一は即成犯 の訴追期 限の計算 ,
(514) 何乗松編著 ・刑法教科書(総 論 編19章 ～23章)
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前述 の規 定 は,わ が国 が犯罪 の訴 追期 限 につ き長 短5年 ・10年 ・15
年 ・20年 の区別 を示 してい る。犯 罪行為が重 くなれ ば,そ の法定刑 も重
くな り,訴 追期 限 もまた長 くなるのである。
刑法 各則 は一定 の罪 につ いて異 なる条項 または同一 の法 条内で複 数の
刑幅 を規定 したので,刑 法の規定す る 「法定最高刑」 を どの ように理解
す るかで意見 の不一致 が生 じた。見解 を統 一す るため,最 高 人民法 院は
1985年8月21日 に発布 した 「人民法 院が重大 な刑事 犯罪案件 の審判 にお
いて実際 に用い る法律 の若干 の問題 につい ての 回答」 の中で,こ れ につ
い て明確 な解釈 を示 した。すなわ ち,刑 法76条(1979年 刑法71条 を指 し,
1997年 刑 法で は87条)は,罪 刑相 当原則 に照 らして訴追期 限 を長短異 な
る四段階 に規定 してい るので,犯 罪行為 の軽重 に従 い刑 法 に定め る個別
の条項 または相応の量刑 の幅 を適用 し,そ の法定最高刑 に基づ いて訴追
期限 を計算すべ きであ る。犯罪行為の刑罰が複数 の条項 に別 々に規定 さ
れてい る場 合 には,そ の犯罪行為 に適 用 され るべ き条 または項の法定最
高刑 に基づい て計算す る。刑罰 が同一条文 中に規定 され複 数の量刑 の幅
が ある場合 には,そ の犯罪行為 に適用 され るべ き量刑 の幅 の法定最高刑
に基づい て計算す る。量刑 の幅 が一つ しか ない場合 には,そ の法 条の法
定最高刑 に基づい て計算す る(1)。
わが 国の刑法 には,犯 罪の訴追期 限 につい て さらに特別規 定が あ る。
す な わち法定最 高刑 が無期 懲役 ・死刑 であ る犯罪 は,「20年 経過後 で も
訴 追の必 要があ る と認 め られる と きは,最 高人民検察院 に申請 して許可
を得 なければ な らない」 とい う もので ある。 この規定 は間違 い な く必 要
な ものであ りs同 犯罪が闘争 的な厳粛 な対 立 を体 現 してい るので・ この
補 充規定 に よって罪悪 重大 な犯罪者が法の 間隙 を縫 って制裁 を免 れ る と
い う極稀 な事態 も避 ける ことが で きる。
祖国大 陸 と台湾地 区 との経 済文 化交流 と人員往来 をさらに発展 させ て
祖 国の和平統 一の大 業 を促進す るために,最 高 人民法 院 と最高 人民検察
院 は,中 華人民共和 国刑法 の規定 に基づ き,1988年3月14日 お よび1989
年9月7日 に相次 いで 「台湾去来者 の中華 人民 共和 国成立前 に行 った犯
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す。その者 の訴追 を止 め たな らば,同 人はその恩 恵 に感激 して 自己 を改
善 し続 ける はず であ る。 その者 の刑 事責任 を引 き続 き追及す るな らば
り
特 別予防 か ら して も実際の議 は失 われ,ま た一般予防 か ら して も社会
の不穏分子 に警戒 し大衆 を教育 す る作用 を果 たす こ とがで きな くなる
。
反対 に負 の効果 を もた らす か も知 れず,犯 罪者の反発 ・犯罪 者 に対 す る
社 会の同情 ・司法機 関 に対す る反感 を引 き起 こ しかねない
。
2)司 法機 関が現行の犯罪活動 に力 を集 中 して打撃 を与 えるの に有利
であ るこ と
犯罪後 の法定訴 追期 限 を経 過 して も未 だ に追及 され てい ない犯 罪 は
,
時 と共 に事情が変 わ り,罪 跡が消滅 し,証 拠 も既 に散 逸 し,事 件 を解 明
す る方法 が ないか も知 れない・訴追時効 を規定 しておけば同 法機 関は
}
そ れ らの長年 にわた る事件の拘束 を免 れて
,現 行 の犯罪へ の攻撃 と処理
に力 を集 中す るこ とがで きる。
3)社 会 の安定団結 に有利 である こと
犯罪者の社会 に対 す る危害 には,一 定の期 間が過 ぎれば回復 しうる も
の も回復 しえない もの もあるが
,被 害者 は これ を時 間の推 移 と共 に次第
に忘れ て落 ち着 くはずであ る。 こ う した情 況下で再 び古い問題 を蒸 し返
して犯罪 者の刑事責任 を追 及すれ ば,か えって人民 内部の団結 と社会 の
安定 に影響 を与 えかね ない。
2.訴 追時効の期限
刑 法87条 は・犯罪 が次 の期 限 を経 過 した後 は二度 と訴追 され ない と定
める。
① 法定最高刑 が5年 未満 の有期懲役 である犯罪 は,5年 。
② 法定最 高刑 が5年 以上10年 未満の有期懲 役で ある犯罪 は
,10年 。
③ 法定最高刑が10年 以上 の有期懲役 である犯罪 は,15年 。
④法 定最高刑 が無期懲役 または死刑 で ある犯罪 は,20年 。20年 経過後
で も訴 追の必 要があ る場合 は,最 高 人民 検察院 に報告 ・申請 し,審 査 の
上許可 を得 なけれ ばな らない。
(516) 何乗松編著 ・刑法教科書(総 論編19章 ～23章)
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1.時 効 の概 念
刑法上 の時効 とは,犯 罪者 に対 して刑法の定 め る国家の刑事訴 追権 と
刑罰執行権 を 一定期限内 に限 り有効 とす る制度 をい う。 一定期 限内 に国
家が刑事 訴追権 または刑罰執行 権 を行 使せず に期 限 を過 ぎたな らば・ こ
の権力 は直 ちに消滅 し,犯 罪者 を訴追 しえず刑罰 も執行 しえない
刑 法上 の時効 は,訴 追 時効 と行刑 時効 に分 け られ る。訴 追時効 とは,
犯罪者 に対 して刑法 が定 め る刑事責任追 及の有効期 限 をい う。訴 追期限
内 において,国 家司法機関 は犯罪者 の刑事責任 を追及す る権限 を有す る・
時効 期限 を過 ぎる と,司 法 機関の犯罪者追 及権 は直 ちに消滅 す る。行刑
時効 とは,刑 罰 を言渡 した犯罪者 に対 して刑 法が定め る刑罰執行 の有効
期 限 をい う。 その有効期 限内 において,刑 罰執行機 関は刑罰執行権 を有
す る.有 効期 限を過 ぎる と,行 刑権 は直 ちに消滅す る・
わが国の刑 法で は,訴 追時効 が規定 されてい るだけで,行 刑時効 は規
定 されていない。 わが刑法 にお ける訴追時効 とは,犯 罪者 に対 して刑 法
が定 める刑事 責任 追及 の有効期 限 をい う。特 別規 定 を除い て,法 定訴追
期 限 を過 ぎる と,も はや犯罪者 を訴追 してはな らず ・既 に捜査追 及 した
事件か ら も撤去 し,事 件 を不起訴 と し,そ の審理 を打 ち切 らなけれ ばな
らない。
刑法の訴追時効 の規定 には,次 の ような重要 な意義があ る。
1)わ が 国の刑罰 の犯罪予防 目的に合致す る こと
犯罪者が,犯 罪 の後,法 定訴 追期 限内 に再 び犯罪 を行 わなか った こ と
は,そ の者が既 に改俊 して再 び社 会に危害 を及ぼす はずが ない ことを示
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同時 噺 罪 ・余罪 に対 す る判決 を下す.こ の新罪 ・余罪 の刑 と前罪 の残
余刑期 ない し前罪の判決 に基 づ き,刑 法69条 に従 って執行すべ き汗u罰が
決定 され る。
観察期 間 に犯罪 を行 っては いなレ・が仮釈放 を取消すべ き場 合 には
,監
醐 察 の責務 を担 当す る公安機 関が仮 釈放裁定 の人民 法院 に仮 釈放取 消
の建議 を行 う。審理 の結 果,人 民法院が仮釈放取 消の裁定 を下 した な ら
ば・公安機 関は・その犯罪者 をその所 在 していた刑執行機 関 に移送す る
とと もに,仮 釈 放取 消の書面 ・資料 を送付す る
。
q)『 最 高 人民 法 院 広 報』(1985年 第3号)25頁 参照
。
(2)『 司法 文 書選 』(1993年 第7巻)33頁
。
(518) fr1∫兼松編 著 ・刑 法教科書(総 論 編ユ9章～23章)
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仮 釈放 の適用 は,次 の手続で行 われ る。
第一 に,刑 の執 行機関 は,犯 罪者 が仮 釈放の要件 を充足す ると認 め る
場 合,仮 釈放意 見書 を作 成 ・申謝 る・ この と き・犯罪者が改俊 して再
び社 会 を害 さない と認め る理 由が明記 され る。その後,有 期懲役 に処せ
られ た犯罪者 の仮釈放意 見書 は,管 轄の 中級以上 の人民 法院 に提 出 され
る。無期 懲役 に処 せ られ た犯 罪者 の仮釈 放 意 見書 は,ま ず本 省 ・自治
区 ・直轄市 の司法庁(局)に 報告 され,審 査 の結果 同意 を得 た上で,管
轄の 中級以 上の 人民法院 に提 出 される。
第二 に,人 民法院 は,仮 釈放 事件 の受理後,刑 執行機 関の報 告 した仮
釈放意見書 その他 の手続 につい て審査 し,資 料 と手続が完備 している と
認め るな らば,合 議 廷 を構成 して審理 を行 う。審理 に際 しては主 に,そ
の犯罪者が改俊 した具体 的 な事 実態度 お よび再 び社会 を害 さない と認 め
る理 由が審査 され る。審理 して仮釈 放要件 を充足 す る と認め る と きは,
仮 釈放裁定が 下 され る。 そ こで作 成 され た仮釈放裁定 書 は,そ の犯罪者
の所在す る監獄 その他 の刑 執行機 関,原 判決 を下 した人民法 院,お よび
犯罪者 の刑執 行 機 関 につ き検 察任 務 を担 当 した人民検 察 院 に送 達 され
る。人民検察 院は,そ の仮 釈放の適用 を不 当 と認 め る ときは・審判監督
手続 に基づ いて是正 を申請 しうる。
刑執行 機関 は,入 民法 院か らの仮釈放裁定書 を受理 後 に公告 しなけれ
ばな らない。仮 釈放 される場合,監 督観 察 を行 う公安機 関が犯罪者 の情
況 を理解す る必要が あ るので,そ の公安機 関に仮釈放 の関連 資料が転送
される。
(2)仮 釈放 の取消手続
仮釈放 された犯罪者 は,仮 釈 放の観察期 間 に法 定の仮釈放取消事 由が
発生す る と,そ の仮釈放 が取消 される。
観察期 間中に再 び新 た な罪 を犯 しまたは判決宣告前 の余罪が発覚 した
犯罪者 に対 して は,そ の事件 に適用 され る関連規定 に基づ き捜査 ・公 訴
提起 ・審判が行 われる。 自訴事件 は,人 民法 院が直接 その訴 えを受理す
る。人民法院 は,そ の判決書 にお いて犯罪者 の仮釈放取消 を宣告 す る と
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関がその監督観察 を行 う法的根拠 で もある。
公安 機関 に よ り仮釈放観 察の行 わ れた被仮釈 放者 に再犯 ・判 決宣告前
の余罪 と違法行 為が発見 されない ときは
,そ の犯罪 者は改俊 して再 び社
会 を害 さない ことが示 されてい る。 したが って
,仮 釈 放の観 察期 間が満




仮釈放 の 重要 な特徴 は,刑 に処せ られた犯罪者 に条件 つ きで釈放時期
を繰 り上げ る点 にあ る。 この条件 の内容 は
,確 実 に改俊 して再 び社会 を
害 さない こ とであ る・仮 釈放 され 堵 に改俊 の ない こ とが発 覚す れば
}
その仮釈放 は取 消 される。改俊 の具体 的態 度が なければ
,刑 法 に定め る
仮釈放 取消 事由が発生 する。刑法86条 は,次 の仮釈 放取消の 三要件 を定
める。①仮 釈放 され た者 が仮釈放 の観察期 間中に新 た な罪 を犯 した とき
は,仮 釈放 が取消 され刑 法71条 に よ り数罪併 罰が な される
。 この新 た な
罪 には,故 意犯 ・過失犯 の双方 が含 まれ る。刑法71条 によ り数罪併罰 が
な される場合 ・ この新 たな罪 につ き判 決 を下 した後 に
,こ の刑 と原判示
の罪の残 余刑期 とに基づ き,刑 法69条 の原則 によ り執 行すべ き刑罰 が決
定 され る。②仮釈 放 された者 に,仮 釈 放観察期 間中 に判決宣告前の余罪
が発 覚 した場合,仮 釈 放が取 消 され70条 によ り数罪併罰が な され る
。 こ
の と き・発 覚 した余罪 に判決 が下 され た後
,こ の刑 と原宣告刑 の残余刑
期 とに基づ き刑法69条 に よ り執行すべ き刑罰 が決定 される。③ 仮釈放 さ
れた者が仮釈放観 察期 間中 に法律 ・行政法規 ・国務院公安部 門の仮 釈放
管理規定 に違 反 したが新 たな犯罪 を構 成 しない場合
,法 定手続 に従 って
仮釈 放が取消 されrそ の犯罪者 を収監 した上 で未執行刑 が執行 され る
。
6.仮 釈放の手続
(1)仮 釈放 の適 用手続
刑法82条 ・79条,刑 事訴訟法お よび最高 人民法 院の司法解釈 に よれ ば
,
(520) 何乗松編著 ・刑法教科書(総 論編19章 ～23章)
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代 金略取 等の暴力 的犯罪 を犯 して無期懲 役 ・10年以上 の有期懲 役 に処せ
られ た犯罪者 には,仮 釈放 を行 いえない・
3.仮 釈放 の観 察期間
仮釈放 は,条 件 を付 して釈放時期 を繰 り上 げるだけであ って,未 執行
の刑期 を免除す る もので も,犯 罪者 の刑執行 を終結 させ るもので もない。
それゆ え,仮 釈放 を決定す る際 には,同 時 に仮釈 放の観察期 間 を宣告 し
なければば な らない。刑法83条 に よれ ば,有 期懲役 の仮釈放観察期 間 は
執行 未終了期 間,無 期懲 役 の仮 釈放観察期 間は10年 で ある。 「執行 未終
了期 間」 とは刑 の残余期 間の ことであ り,有 期懲 役 に処せ られた犯罪者
の仮釈放 では残余期 間が観 察期 間になる。司法実務 では,有 期懲 役 に処
せ られた者 の仮釈 放観察期 間は,一 般 的 に最低 で も6箇 月 を下 回 らない
期 間 と解 されてい る(2)。
4.仮 釈放 の観察期 間におけ る観察
仮釈放 され た者 の観察期 間 にお ける観察 は,重 要性 が極 めて高 く政策
性 の強 い任務 で もあ る。適切 な観察 は犯 人の改造 と犯罪の予防 に効果が
あ るが,不 適 切 な観察 は犯 人 を改造 しえず再犯率 を高 め法律 の尊厳 と司
法機関 の威信 を害 して しまう・
仮 釈放 され た者 を観察す る機関 と観察 の内容 につい て・刑 法85条 は・
「仮 釈放 され た犯罪者 は,仮 釈放 の観 察期 間内,公 安 機 関が これ を監督
す る。 ・… 」 と定め,公 安機 関が仮釈放観察 を行 う機 関である と してい
る。 さらに,観 察 の内容 につい て,刑 法84条 は,「 仮 釈放 を宣 告 され た
犯罪者 は,次 の各号 に掲 げ る規定 を遵守 しなければ な らない。① 法律及
び行政法規 を遵守 して監督 に服す るこ と,② 監督 機関の規定 に従 って 自
己の活動状況 を報告す るこ と,③ 監督機 関の面 会 に関す る規 定 を遵 守す
る こと,④ 居住 す る市 若 し くは県 を隔離転居 す る ときは監督機 関 に報告
して承認 を受 けるこ と」 と定 め る。 これ らの規定 は,仮 釈放 され た者 が




(3)仮 釈放 被適 用者 に改俊 が認 め られ再 び社会 を害 しな い と認 め ら
れる こと これ は・仮釈放適用 の実質白勺条件 であ る
.「改俊 が認め られ」
とは・犯罪 者が労働 改造 ・ti.想教育 を通 じて泊 己の犯行 を深 く議 し
,
罪 を認 めて法 に服 し・徹底 して前 非 を改 め
,新 た な人間 と して更生 す る
態度行 動が示 される こ とをい う.「 改俊 力ご認 め られる」 の議 は減 刑
に関す る第2節 で既 に述べ た・「再 び室桧 を害 しない」 の意義 につ いて
,
最高 人民法 院 「規定」 に よれば,犯 罪者 の受刑態度 が 一貫 して良好 な こ
と・ 「改俊」 に関す る四事情 を充足 す る こ と
,違 法行為 噺 た に重大 犯
罪 を行 わ ない こ と・犯罪実行 能力 を喪 失 した老人 ・身体 障害者(自 傷者
を除 く。)で ある ことをい う。
ここでは,実 質的条件 の解釈 にあた って
,次 の諸 問題 に注意す る必 要
のあ るこ とを指摘 してお く。
1)国 家の安 全 を害 す る重大 な罪 を犯 した者 お よび犯罪 集 団 の首謀
者 ・主 犯 を仮釈放す る場合 ,厳 格 に処理 しなければ な らない。
2)犯 罪時 に未成年 の犯 罪者 を仮釈放す る場合
,そ の基準 を緩 やか に
解 して成年 犯罪者 よりも適度 に寛大 な処理 を行 い うる。 未成 年犯罪者が
罪 を認め て法 に服 し収監規則 を遵守 して積極 的 に学習 ・労働 に参加 すれ
ば,改 俊 があ る もの と認 め,釈 放 後 に再 び社 会 を害 しない限 り,仮 釈放
が な され うる。
3)死 刑執行 猶予後 に無期懲役 ・醐 懲役 に減刑 され た犯罪者 も
,仮
釈放の法定条件 を充足 すれ ば,仮 釈放 が な され うる。 しか し,累 犯 お よ
び殺 人 ・爆破 ・強盗 ・強姦 ・身代 金略取等 の暴 力的犯罪 を犯 して死刑 執
行 を猶予 された犯罪者 には,仮 釈放 を行 い えない。
4)犯 罪者が老 人 ・身体 障害 者(自 傷 者 を除 く
。)で あ る場 合 の仮釈
放 では,悔 悟 の事 実 に特 に注 意 しなけれ ばな らない
。犯罪者が 老人 ・身
体 障害者 で悔悟 の態度 があ り,犯 罪実行 能力 を喪失 し,ま たは単独 生活
が で きない場 合,仮 釈放後 の生活の確 実 な見込 みがあ る限 り
,法 によ り
仮釈放が な され うる。 しか し,累 犯 お よび殺 人 ・爆破 ・強盗 ・強姦 ・身
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懲役 に処せ られ 諸 が実際 に10年 以 上の刑期 を執行 された場合 に・イ反釈
放 を適用 しうる と定 め る。無期懲 役が有期懲役 に減刑 後の仮釈放 につ い
て,1979年11月23日 の最高 人民法 院 ・最 高人民検察院 ・公安部 「無期懲
役 に処せ られ た犯 罪者 の仮 釈放 に関す る回答」 に よれば・ 「なお宣 告刑
の無期懲役 に照 ら して実際 に10年 以上執行 された後,初 めて仮釈放の可
否 ・釈放 期の繰 り上 げが考慮 され うる」 としてい る。 この 「実 際 に執行
され た刑期」 には,判 決確 定後 の執行刑期 ・判決前 の拘 禁期 間が含 まれ
る。 なぜ な ら,先 行す る拘禁期 間は,犯 罪者の 人身の 自由 を剥奪 する点
で,ま た犯罪者 の懲罰 ・教 育 ・改造 に作用す る点で,刑 の執行期 間に等
しいか らである。
死刑執 行被猶予 者が減刑 され る場合 または減刑 後仮釈放 され る場 合,
その減刑 の回数 に関わ りな く実際 の執行刑期 は,12年 を下 回ってはな ら
ない。死刑執行被猶予者 の実 際の執 行刑期 は,死 刑執行猶予2年 満了 日
の翌 日か ら起算 され る。す なわち,実 際 に執行 され る12年 には,死 刑執
行猶予 の2年 は含 まれ ない。
宣 告刑 の有 期懲 役2分 の1以 上の執行 に関す る起算 日の計 算 につ い
て,刑 法47条 は,「 有 期懲役 の刑期 は,判 決執行 の 日か ら起算 す る。予
め拘 禁 されていた期 間は,1日 の拘 禁 を1日 の刑期 と して算 入す る」 と
定 め る。 したが って,有 期懲役 に処せ られ た者の仮 釈放で は・宣告刑期
の2分 の1以 上の執行 につ き,そ の起算 日は拘 禁の 日よ り計算 され る。
刑法81条 は,「 特殊 の事情が あ る場 合,最 高 人民法 院の許可 を経 れば,
既述 の執行刑 期 は制 限 を受 けない」 と定 め る。す なわち同条 は,無 期懲
役 ・有期懲役 に処せ られ た者 に特殊 の事情が あ り,最 高 人民法 院の許可
を得 れば,有 期懲 役の実際 の服役期 間が2分 の1に 満 たず,無 期懲役 の
実際の服役期 間が10年 に満た ない場 合で あって も,仮 釈放 が適用 され う
る とす る。 犯罪者 自身 の事 情 と改造 事情 が極 めて複雑 で あ り・ また社
会 ・国家か らの特殊 な要請 ゆ えに,刑 法 は,こ の ように弾力 的な規定 を
設 ける必要 があ った。 この特殊事情 とは,最 高 人民法 院の司法解釈 に よ
る と,国 家の政治 ・国防 ・外交 な どの面 で特 に仮釈放が要 請 され る事 情
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執行期 間の全部が宣告刑期 に算 入 され る。
2.仮 釈放適 用の条件
刑法81条 に定め る仮釈放 の適用 は,次 の要件 を充足 しなければな らな
いo
(1)仮 釈放 の対 象 は無期懲 役 ・有期懲 役 に処 せ られ た犯 罪者 であ る
こと 仮釈 放 はs管 制 ・拘留 に処せ られた者
,死 刑執 行 を2年 猶予 され
た者 に適用 しえない。 この条件 は,仮 釈 放 制度 の本 質 によって決定づ け
られ る。仮釈放 の最 も本質 的な特徴 は,条 件 つ きで釈放時期 を早め る こ
とであ る。 しか し,管 制 に処せ られた犯 罪 者は,そ の 人身の 自由が剥 奪
され ていないの で,釈 放 時期 の繰 り上 げがあ りえ ない。 また,犯 罪者 が
拘 留 に処せ られ て も拘留 の長期 は6月 で数罪併罰 で も1年 で あ り,そ の
刑期 は非常 に短 いので,拘 禁 された期 間が刑 期 に算 入 され る と執行 刑期
が 一段 と短 くなる。 この よ うに実際 の執行刑期 ・仮釈放 の観察期 間が著
しく短 くなる結 果,拘 留 に処せ られ た犯罪者 の仮釈放 は現実的 な意義 を
失 う。 さらに,死 刑執 行猶予犯 罪者 に もr仮 釈放 は適用 しえない。 なぜ
な ら,死 刑執行猶予 は,独 立の刑種 では な く死刑執行 の過渡 的方法 だか
らであ る。 しか し,2年 満 了 して無期懲役 ・有期懲 役 に減刑後 は
,仮 釈
放が適用 され うる。
刑 法81条2号 に よれ ば,累 犯 お よび殺 人 ・爆破 ・強盗 ・強姦 ・身代 金
略取 な どの暴力的犯罪 を犯 して無期懲役 ・10年以上の有期懲役 に処 せ ら
れた犯 罪者 には,仮 釈放 が適用 され ない。 なぜ な ら,こ れ らの者 は,重
大 な犯罪行為 の主観的悪性 ・人身危険性 が極 めて大 きいの で改造 が困難
であ り長期刑 に服 す る必要が あるか らであ る。仮釈放 して も再 び社会 を
害 しな い保 障 が非 常 に困難 で あ るか ら,仮 釈放 を適 用 しない と して い
る。
(2)仮 釈放被 適用 者が一定期 間の刑 を既 に執行 されて いる こ と こ
れ は,仮 釈放適用 の制約条件 である。刑 法81条1項 は,有 期懲 役 に処せ
られ た者が宣告刑 の刑期 の2分 の1以 上 を執 行 された場 合,ま たは無期
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に処 せ られ た犯罪者 が一定 の刑 期 を経過後 に改俊 して再 び社会 を害 しな
い と認め られ る場合 に,条 件つ きで釈放時期 を早める刑罰制度 をい う。
仮釈放 は,刑 の執行 猶予 とは異な る。①適 用対 象の範囲が異 な る。仮
釈放 は,主 に無期懲役 ・有期懲役 な ど長期 自由刑 に処せ られた犯罪者 に
=適用 され る。刑 の執行猶予 は,短 期 自由刑す なわ ち拘留 または3年 以 下
の有期懲 役 に処せ られた犯罪者 にのみ適用 される。②適 用事 由が異 なる。
仮釈放 の根拠 は,刑 の執行過程 での犯罪 者の改俊 で ある。刑 の執行 猶予
の根拠 は,犯 罪者の情状 ・悔悟 で ある。③適 用時期 が異 なる。仮釈放 は,
一定の刑 執行後 に裁判所 の裁 定 に よ り実施 される。刑 の執行 猶予 は,判
決時 に宣告 される。④法 的効 果が異 なる。仮釈放 は,宣 告刑の一部執行
後,な お執行 未満了の刑期 を条件 つ きで執行 しない ものである。刑 の執
行猶予 は,宣 告刑期 の全部 を条件 つ きで執行 しない ものであ る。
仮釈放 は,監 獄外執行 〈監外扶行 〉 とも異なる。監獄外執行 とは,懲
役 ・拘留 に処せ られ た犯罪者が一定 の法定事情 に該当 して許可 を得 た場
合 に,そ の刑罰 が監獄外 で執行 される もの をい う。両者の相違 は,次 の
点 にあ る。①適用 対象が全面 的 に異 なる。仮 釈放 は無期懲役 ・有期懲 役
に処せ られ た者 のみ に適 用 され るが,監 獄 外執 行 は無 期懲 役 ・有期懲
役 ・拘留 に処せ られた者全員 に適用 され うる。② 適用 条件 が異 なる。仮
釈放 は犯罪者 が一定 刑期執行後 に改俊 お よび社会的無害 と認 め られた場
合 に行 われ るが,監 獄外執行 は犯罪者 に法定の特 殊事情,例 えば重大 な
疾病 の治療保釈 ・懐 胎 中ない し犯罪者の嬰児授 乳期 な どの場 合 に行 われ
る。③収 監条件 が異 なる。仮釈放 され た者 が,仮 釈放期 間 に新 たな罪 を
犯 した場合,判 決 を経 てい ない余罪が発覚 した場 合,法 律 ・行政法規 ・
仮釈放 に関す る監督管 理規定 に違 反 した場合 には,仮 釈放 が取 消 され,
それぞれ新 罪の刑 と原宣告刑 の残余 との併 罰,余 罪の刑 と原宣告刑 との
併罰,宣 告刑 の残余刑期 の執行が行 われる。これ に対 し,監 獄外執行 は,
監 獄外執行 の法定条件 が消失 す る と,未 満了刑期執行 の ため再収監 され
る。④ 期 間計算が異 なる。仮釈放取消 の と き,釈 放 され ていた期 間は執
行 すべ き刑期 に算 入 され ない。監獄外執行 の期 間は,収 監 されて いない
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た結果,是 正 された原判決 の刑 に軽重 の変更が生 じて も
,そ の減刑 自体
は なお有効 であ る。具体 的 に どの ように減刑 後 の刑期 を計 算す るか は
,
判決変 更の事情 が比較 的複雑 であ るため,事 情 に応 じて関連規定 に従 い
計算す る必 要が ある。
第3節 仮 釈 放 〈假経 〉
仮 釈放の制度 は,現 在,世 界 各国で普遍 的 に採 用 され ている刑罰執行
制度 の 一一つであ る。 この制度 の起 源 は,18世 紀 末の イギ リス に遡 る。 当
時 の イギ リスで は,植 民地 オース トラ リアの ニューサ ウス ウェールズ州
が流刑地 とされていたが,同 州 の フ ィリップ州長 官 は
,条 件付恩赦 の方
式 と して 「釈放票」制度 を1791年 に創設 して,態 度 が良好 な受刑者 の釈
放時期 を繰 り上げ た。 イギ リスが流刑 制度 を廃止 した後,ア イルラ ン ド
監獄局の クロフ トン局長が,1855年 に釈放票 制度 を補 充改 善 して イギ リ
ス本土 で も施行 した こ とに よ り,こ の制度 は 「ア イル ラ ン ド仮釈放制度」
へ と発展 変化 を遂げ た。 ア メ リカ も
,こ の ア イル ラン ド制 を受 け入れて
1869年 に 「仮釈放 法」 を制 定 し,近 代仮釈 放制度 が法 的 に確立 され た。
その後,1910年 お よび1925年 の 国際監獄会 議の後,世 界 各国 は,自 国の
法律 に仮釈 放制度 を規 定 した。
わが国 で最初 に仮釈放 制度 が採用 され たのは,1911年 の 「大 清新刑律」
であ る。1912年 の 「中華民国暫行新刑律」 も,こ の規定 を継承 した。そ
の後,1928年 と1935年 の旧 中国r中 華民 国刑法」 は
,こ の規定 に若干 の
修正 を加 えた上で,こ れを継承 し続 けた。新 中国 の成立後 には,1954年
の 「中華 人民共和 国労働 改造条例」 が,被 拘 禁犯罪者へ の仮釈 放適用 を
最 も推 奨すべ き制度 と して定 め た。 さらに,1979年 刑法,特 に1997年 の
改 正刑法 は,全 面的で系統 的 な仮釈放 に関す る規定 を設 けている。
1.仮 釈 放の概 念
わが国の刑法81条 に定 め る仮釈放 〈假経 〉とは,有 期 懲役 ・無期懲役
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人民法 院が,執 行 機関か ら減刑建議書 を受理 した後 に,合 議 廷 を構成 し
て減刑事件 を審理す る。 この審理 は,… 般 に書 面審理 であ り,主 に執行
機 関 申請 手続 の違 法 ・不 備,減 刑 建議 され た犯罪 者 にお け る改俊 ・立
功 ・重大 な立功 の存 否が審理 される。審理 の結 果,合 議 廷が犯罪者 の改
俊 ・立功 の事実 と減刑 の法定要件充 足 とを認 め る と,減 刑が裁定 され る。
逆 に,こ れ らが認 め られなけれ ば,減 刑 され ない。減刑す る場合 または
減刑 され うる場合 には,裁 定書が作成 されて減刑 建議書 を提 出 した執行
機 関 に送達 され る。 また,そ の副本 が,原 判 決 を下 した裁判所,労 働改
造 を担 当 した単位,検 察任務 を担 当 した人民 検察 院に送達 される。減刑
の裁定 につ いて,人 民法 院の長 または上級 人民法 院が明確 な誤 りを発 見
した場合,も しくは人民検察院が抗告 した場 合 には,審 判監督手続 に よ
る処理が な される。
(5)減 刑後 の刑 期の計算
原判決 で宣告 され た刑種 の違 いに応 じて,減 刑 後の各犯罪者の刑期計
算方法 も異 なる。原判決で管制 ・拘留 ・有期懲 役 に処せ られた犯 罪者 は,
原判 決の刑期 か ら裁定減刑 された刑期 を差 し引 いた期 間が,そ の減刑後
の刑 期 となる。 さらに,減 刑前 に執 行 され た刑期 がs減 刑 後の刑期 か ら
差 し引 かれる。例 えば,甲 が原判決 で15年 の有期懲役 に処せ られ3年 服
役後 に2年 の減刑 を裁定 され た場合,甲 の残 余刑期 は13年 となるが ・既
に服役 した3年 は13年 の刑期 に算 入 され るので,甲 が さらに服役すべ き
刑期 は10年 となる。 また,無 期懲 役 に処せ られた犯罪者 の減刑 後の刑期
計算 につ いて,刑 法80条 が 「減刑 を裁定 した 日か ら起 算す る」 と明定す
るが,既 執行 の刑 は減刑後 の刑期 に算 入 され ない。例 えば,乙 が無期懲
役 に処せ られ5年 執行後 に15年 の有期懲 役 に減刑 された場合,既 執行 の
5年 は15年 に算 入 され ないので,乙 は さらに15年 の有期懲役 を執行 され
る。無期懲役 が有期懲 役 に減刑後 さらに減刑 され る場 合 にはsそ の刑期
の計算 は,有 期懲役 に関す る刑期計算 と同様 に処理 され る。
実 務上,あ る犯罪者 が服役期 間内 における改俊 ・立功 に より減刑 され
た後 に,人 民法院が原 判決 の誤 りを発 見 し審 判監督 手続 に従 って再審 し
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功 があれ ば,2年 の服役 後 に減刑 がな され うる。無期懲役 に処せ られ た
犯罪者 が執 行期 間内 に新 た な罪 を犯 して有期懲 役以下の刑 に処せ られた
場合,こ の新 罪の判決確定 日か ら起 算 して2年 間は減刑 されない。新罪
で無期懲役 に処せ られ た場合 には,初 回の減刑 時期が適度 に延期 されね
ば ならない。
無期懲役 に処せ られた犯罪者 に改俊 または立功 があ り,2年 を経過す
る と,一 般 に18年 以上20年 以下 の有期懲役 に減刑 され うる。重大 な立功
があ った場合 には,13年 以上18年 以下 の有期懲役 に減刑 され うる。
無期 懲役 に処 せ られ た犯 罪者 が減 刑 され有 期懲 役 に引 下 げ られ た場
合,政 治的権利 の終 身剥奪 が3年 以 上10年 以下の剥奪 に変更 される。
(4)減 刑の手続
刑法79条 は,「 犯罪者 に対す る減刑 は,刑 の執行 機 関が 中級 以上 の人
民 法院 に減刑建議書 を提 出す る。人民法 院は,合 議 廷 を構城 して審理 を
行 い,確 か に改俊 又 は立功 の事実 があ る ときは,裁 定 によ りこれ を減刑
す る。法定 の手続 を経 ない場 合は,減 刑 してはな らない」 と定 め る。 こ
の条文 は,減 刑 の手続 を明定 してい る。 この規定 に よる減刑 の手続 は
,
次 の よ うになる。第 一 に,刑 の執行機 関が 中級 以 上の 人民 法院 に減刑 建
議書 を提 出す る。 この減刑建議 書は,執 行 機関 が人民 法院 に減刑 を建議i
す るため に作 成す る正式 の書面 であ るが,人 民法 院はsこ れ に基づい て
減刑裁定書 を作成す る。執行機 関の減刑建議書が なければ,人 民法 院は,
減刑事件 を受理 しえず,減 刑 裁定書 を作成 す るこ ともで きない。 この減
刑建議書 を提 出す る 「執行機 関」 は,犯 罪 者に よって執行場 所が異 なる
ので,こ れ を提 出す る機関 も具体 的 に異 なる。無期懲役 ・有期懲 役の減
刑建議書 は,所 在監獄 ・労働 改造隊 に よ り提 出 される。 この うち無期 懲
役 に処 せ られた犯罪者 の減刑 建議書 は,予 め本 省 ・自治区 ・直轄市 の司
法庁(局)に 報告 し審査 ・同意 を得 た上で,人 民 法院 に報告 して裁定 を
申請 しなけれ ばな らない。拘留 に処 せ られた犯罪者 の減刑 建議書 は,拘
留所 ・その代行施 設 よ り提 出 される。管制 に処せ られた犯罪 者の減刑建
議i書は,管 制 を執行 す る公安 機関 よ り提 出 され る。第 二に,中 級以 上の
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らない」 と定 める。す なわ ち同条 は,減 刑後実際 に執行 され る刑期 につ
い て,減 刑 の回数 に関 わ りな く,管 制 ・拘留 ・有期懲役 に処せ られた犯
罪者 の場 合 には原判決 の2分 の1を,無 期懲役 に処せ られた犯罪者 の場
合 には10年 を,下 回 っては な らない としてい る。
(4)減 刑の開始時期 ・間隔 ・幅
犯罪者 は どれだけの期 間 を服役す れば減刑 されるか。また,減 刑 の幅,
前後 二回の減刑 の 間隔 は どの程 度か。 これ らは,解 決の必 要があ る司法
実務 上の問題 である と同時 に,減 刑 制度が機能 を最大 限 に発揮 して最大
限の効果 を上 げる ことに も関 わる問題 である。 これ について,最 高 人民
法 院10月28日 「規定」 は,犯 罪者 の原判決 の刑種 ・刑期 と服役態度の違
いに応 じて,異 なる期 間 と幅 を定 め る。
1)有 期懲 役 に処せ られた犯罪者の初 回の減刑 時期 と間隔 は,次 の通
りで ある。5年 以上 の有期懲 役 に処せ られた犯罪者 は,一 般 に1年 半以
上 を執行 され る と減刑 が な され うるが,二 回 目の減刑 との間隔 は,一 般
に1年 以 上開 けね ばな らない。10年 以上の有期懲 役 に処せ られた犯罪者
は,初 回 に2年 ない し3年 を差 し引い た有期懲役 に減刑 後,再 び減刑 さ
れ るため には,そ の間隔 を少 な くとも2年 開けねば な らない。5年 未満
の有期懲役 に処せ られ た犯罪者 は,初 回の減刑 時期 と間隔が今述べ た規
定 よ り適度 に短縮 され うる。重大 な立功 があ った場合,初 回の減刑時期
と間隔 に関す る制 限 は,こ の限 りで ない。
有期懲 役 に処せ られた犯罪者が刑執行期 間中 に減刑 され る幅 は,次 の
条件 に則 して定 まる。改俊 または立功が あ った者 は,一 般 に初 回の減刑
で1年 を超 えない刑 期 を差 し引 いた有期懲 役 とな り,そ の双方 があ った
者 お よび重大 な立功が あった者 は,一 般 に2年 を超 えない刑期 を差 し引
い た有期 懲役 となる。10年 以上の有期懲 役 に処せ られた犯 罪者 は,著 し
い改俊 または立功 があ る場合,初 回に2年 を超 えない刑 期 を差 し引 いた
有期懲役 とな り,そ の双方があ る場 合 または重大 な立功 があ る場合 には,
初回 に3年 を超 え ない刑期 を差 し引いた有期懲役 となる。
2)無 期懲 役 に処せ られた犯罪者 は,そ の執行期 間 中に改俊 または立
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活 で他人 を全力 で救助 した とき,⑤ 自然 災害の救済 または重 大 な事故 の
排除 に著 しい働 きが あった と き,⑥ その他 国家 ・社 会の ために重大 な貢
献 を した ときであ る。同条 に よれば,そ こに定 める事情 の一つ に該 当す
る犯罪 者 は,そ れだけで必 ず減刑 され る。刑法78条 は,減 刑 につ き前 記
二つ の事情 を定め ている。 それゆ え
,犯 罪者 に減刑 を適 用す るか否 か を
決定す る際,減 刑 が必 要的 な重大 な立功 と裁量的 な通常 の改俊立功 とを
明確 に区別 す る ことが,実 務 には求め られる。 これ を明確 に区別 して初
め て,減 刑が適切 に適用 され うるか らである
。
ここで は,最 高 人民法 院 「規定」 に よる と
,減 刑 要件 の理解 にあ たっ
て次 の諸 問題 に注意す る必 要のあ るこ とを指摘 してお く
。① 犯罪時 に未
成年の犯罪者 を減刑 す る場合,先 の基準 を緩 やか に解 して,法 に よ り成
年 犯罪者 よ りも適度 に寛 大 な処理 を行 い うる。 未成 年犯罪者が罪 を認 め
て法 に服 し収監 規則 を遵守 して積極 的 に学習 ・労働 に参加す れば
,改 俊
と認め て減刑 しうる。② 犯罪者が老 人 ・身体 障害者(自 傷者 を除 く)で
あ る場合 の減刑 は,現 実 の悔 悟 の態度 に特 に注 意 しなけれ ば な らない
。
③ 仮釈放 された犯罪者 は,特 殊 な事情 のあ る場 合を除 き
,一 般 的 に減刑
しえず,仮 釈放 の観 察期 間 も短縮 しては な らない。 また,司 法 実務 に よ
る と・国 家の安 全 を害 す る重 大 な罪 を犯 した者 お よび犯罪 集 団の 首謀
者 ・主 犯 ・累犯 の減刑 は,厳 格 に処理 しな けれ ば な らない とされ てい
る。
(3)減 刑の限度
減刑 に も一定 の限度が なければな らず,こ れが減刑適用 の制約的要件
となる。減刑 に一定 の限度が ある と して も
,そ れは適 切 な限度 でな けれ
ばな らない。 減刑の幅が小 さす ぎる と犯罪者 の改造促 進 に不利益 を及ぼ
し,逆 に大 きす ぎる と原判決の厳 格性 ・安 定性が害 されかねず
,犯 罪者
の改造 にな らず,罪 刑 相当が困難 になる。
刑 法78条2項 は,「 減刑 した後,実 際 に執 行 され る刑期 は,管 制,拘
留又 は有期懲役 に処せ られ た場合 は,原 判決刑 期の2分 の1よ り少 な く
して はな らず,無 期懲役 に処せ られ た場合 は,10年 よ り少 な くしては な
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則 を真摯 に遵守 して改造 を受 け入れ改俊 立功 のあ った者 に対す る減刑 で
あ る。刑法 は,改 俊 立功 の意味 について,具 体 的な規定 を設 けていない。
そ こで,1997年10月28日 の最高 入民法 院 「減刑 ・仮釈 放事件 にお ける若
干 の法律 適 用 の問題 に関す る規 定(以 下 で は,最 高 人民 法 院10月28日
「規定」 と略称 す る)」 によれ ば,次 の四事情全部 に該 当す れば,改 俊 が
あった と認 め られ る。す なわち,① 罪 を認め法 に服す る ことi② 犯罪者
改造 の行 為規範 を一貫 して遵守 す るこ と,③ 政治 ・文化 ・技術 の学 習 に
積極 的 に参加 す るこ と,④ 積極 的 に労働 に参加 し,公 共物 を大切 に し,
かつ労働任務 を完 遂す るこ とである。 ここで はs犯 罪者が刑 の執行期 間
内 に減刑 を申請す る場 合,そ の 申請権が法 に よ り保護 されるべ きこ とを
指摘 してお く。犯罪者 がその 申請 を行 うときには,そ の事情 を具体 的 に
分析 して,罪 を認 めて法 に服 してい るこ とが確認 され ねばな らない。 ま
た,次 の一事情 に該 当す れ ば,立 功 が あ った と認 め られ る。す なわ ち,
① 他の犯罪者 による監獄 内外の犯罪活動 を摘発告 発 し,ま たはその犯行
計画 を防止 す る重要 な手掛 りを提供 して調査 に よ りその事実が判 明 した
こ と,② 他の犯罪者 の犯罪活動 を阻止 したこ と,③ 生 産 ・科学研究 で技
術革新 を行 い著 しい成績 を収め たこ と,④ 緊急措置 ・被 災者救済 に著 し
い働 きがあ ったこ と,⑤ その他 国家 ・社 会の利 益の ため に著 しい貢献が
あ った こ とであ る。
労働改造単位 によ り省級 の積極的労働者 と評価 され た犯罪者 も,立 功
があ った と認 め られる。
こ こで は,既 述 の改俊立功 が認 め られて も,「 減刑 しうる」 に とどま
るこ とを指摘 してお く。減刑 され るか否 かは,改 俊 の程 度 ・立功 の大小
な どの事情 を総合 的 ・全面 的 に考察 して初 めて決定 される。
第二の減刑 は,重 大 な立功 のあ った犯罪者 に対す る減刑 であ る。刑法
78条 は,次 に掲 げ る重大 な立功の一つ に該 当す れば,減 刑 しなけれ ばな
らない と定 め る。 す なわ ち,① 他 人の重 大 な犯罪活動 を阻止 した とき・
②監獄 内外 での重大 な犯罪活動 を摘発 し,調 査 に よ り事実 が判 明 した と
き,③ 発明創造 または重大 な技 術革新 があ った とき,④ 日常の生産'生
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減刑 は・わが国の刑事立法 初めての試み である。刑 の執行期 間の犯罪
者の態度 はそれぞれ異 なる。真摯 に改造 を受け 入れ る者
,明 らか に改俊
す る者,さ らに立功 のあ る者 までい る。 それに よ り,人 身の危険性 の減
少が示 される。 これ に基づ き刑 を適度 に軽 くす れば
,犯 罪者 の改造 を促
進 す るこ とが で き,他 の犯罪者の改造 を促進 す る積極的 な作 用 も得 られ
る。 この こ とは,懲 罰寛大結 合 と懲罰改造結合 の政 策 を貫徹 し
,消 極的




刑法78条 に定め る減刑 は,管 制 ・拘 留 ・有期懲役 ・無期懲役 に処せ ら
れ た犯罪者 に適用 され る。国家 の安全 を害 す る罪 を犯 した者
,そ の他 の
刑事 犯 を犯 した者,故 意犯 ・過失犯,累 犯 ・常 習犯 を問わず
,減 刑 の法
定要件 さえ充足す れば足 りる。
死刑執行猶予後2年 満了者 に対す る減刑 は,死 刑 執行猶 予制度 の…部
であ る。死 刑執行 を猶予 された者 は,そ の執行猶予期 間 に故 意犯 を犯 さ
ず2年 を満 了す る と無期懲役 に減刑 され,重 大 な立功 があ る と2年 満了
後 に15年 以上20年 以 下の有期懲 役 に減刑 される。 この減刑 は
,法 律 の特
殊規定 に従 って期 日通 りに行 われ る。 これ は,一 種 の特殊 な形式 に よる
減刑であ り,刑 法78条 の減刑 に含 まれない。
(2)減 刑 の要件
刑法78条 に定め る減刑 は,刑 罰執行 過程 で改俊 ・立功 ・重大 な立功 の
あ った者 にのみ適用 され る。 これが,減 刑適用 の実質的要件 であ る。刑
罰執行 過程 の犯罪者 に改俊 ・立功 ・重大 な 立功 のあ るこ とは,一 定期 間
の改造 を通 じて主 観的悪性 または人身の危険性が徐 々 に減少 ・除去 した
こ とを示す。この場 合,原 判 決の刑期 による改造 は もはや必要 ないの で,
わが国の刑 罰の 目的趣 旨か らして,原 判決 の刑期 の適 度 な短縮,す なわ
ち減刑が求め られる。
刑法78条 に定 め る減刑 の要件 は,二 種 に分 け られ る。第一 は,監 獄規
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告刑が減軽 され る制度 をい う。 これには,刑 法78条 の減刑以外 に・50条
の死刑執 行猶予の減刑,53条 の罰金刑 の減刑 免除,さ らには無期懲役 を
有期 懲役 に引下 げる と きに,政 治的権利 の終 身剥奪 を3年 以上10年 以下
の剥奪 に変更す る場 合の ような主刑 変更時の付 加刑減刑 も含 まれる。本
節 でい う減刑 は,刑 法78条 の狭 義の減刑 であ る。
1.減 刑の概念
刑 法78条 は,「 管 制,拘 留,有 期懲 役 又 は無期懲 役 に処せ られ た犯罪
者 は,刑 の執行期 間 に,監 獄規則 を真摯 に遵 守 して教育 及 び改造 を受 け
入れ,改 俊 の情があ り,又 は立功 のあ る ときは,減 刑す るこ とがで きる。
次 の 各号 に掲 げる重大 な立功 の 一つが ある ときは,減 刑 しなけれ ばな ら
ない。 … ・」 と定 め る。 この規定 に よる と,減 刑 とは,管 制 ・拘留 ・有
期懲役 ・無期 懲役 に処せ られた犯罪者 に対 し,そ の刑 の執行期 間中に改
俊 ない し立功 の態度 が明 らか になった場合,原 宣告刑 を適 度 に減 軽す る
制度 をい う。
原 宣告刑 の減軽 には,そ の刑期 を短 縮す る場 合(有 期懲役 ・拘留 ・管
制の刑期 を短 くす る こと)と 無期懲 役 を有期懲役 に引下げ る場 合 とが あ
る。有期懲役 を拘留 ・管制 に,ま た拘留 を管 制 に引下 げるこ とはで きな
い。 なぜ な ら,こ れ ら三つの刑種 は,そ の執 行場所 ・執行方式 ・犯 罪者
の処遇 がそれぞれ異 なるか らであ る。
減刑 は,判 決の変更 〈改判 〉で はない。判 決の変更 〔再審〕 とは,既
に法的効 果 〔確定力〕が生 じてい る犯罪事 実 ・犯罪性 質の認定 ない し法
適用 に誤 りの ある判決 を是 正す るこ とをい う。判決 を変更 す るには・裁
判監督手続 によ り原判決 を取消 し,改 めて審 判 しなけれ ばな らない・判
決 の変更 には,罪 名 ・刑罰 を変更 す る場 合 もあ る。罪名 の変更 とは・あ
る罪 を他 の罪 ない し無 罪 に変更す るこ とをい う。刑罰 の変 更 とは・原判
決 の重 い刑 を軽 い刑 ない し刑免除 に,ま たは原判 決の軽い刑 を重い刑 に
変 更す るこ とをい う。他方,減 刑 は,改 め て判決 を下す のでは な く,原
判決 を基礎 として宣 告刑 を適 度 に軽減す るにす ぎない。
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場 合s刑 法78条 によ 喧 告刑 を減升llする と定め ているので
,そ の観察期
間 も短 縮 され る・減刑後 の刑期 は原宣箭IJ期 の2分 の1を 下 回
っては な
らないため誠 刑 に応 じて脇 された観察鯛 も源 判 決の観 察鯛
の
2分 の1を 下 回ってはな らない。 さらに,拘 留被 猶予者の観察期 間は2
箇月浦 期 懲役被猶予者の鱒 期 間は1年 を下回 っては な らない
。
刑 法72条2項 は・ 「刑 の執行 猶予 を宣告 され た犯罪者 が
,付 加刑 に処
せ られ ている ときは・付 加刑 はその まま執 行 しなけれ ばな らない」 と定
める。 この規定 は・刑 の執行 猶 予の効力が付 加刑 に及ば ない ことを示 し
て い る。 執行 猶予 の取 消 ・減刑 の場 合 に も
,付 加刑 の執 行 に影響 は な
いo
第2節 減 刑 〔原宣告刑の減軽〕
わが 国の減刑 制度 はs犯 罪者 に対 す る刑 の執行 と改造 の長い実務経験
の上 に徹 され・絶 えずその完全化力ごめ ざ されて きた.わ が国 は
,こ の
制度 を刑罰執行 制度 の 一つ と して刑 法 に明確 に位置づ け
,㍊ 去実務 で も
頻繁 にICJし ている・ この制度 は,わ 力咽 の刑 法の独 創で ある.外 国の
刑 事立法 には・少数の国家(例 え1ま1985年 ベ トナム刑法)を 除 くと
,わ
が国の ような減刑制度 が ない・ 日本 ・イギ リスな どの国家 は
,刑 脚 こ減
刑 を定 めてはい る とはいえ冴ll罰 執行 制度す なわ ち刑赦免 の一方式 と し
て規 定 してい るにす ぎない。例 えば,日 本 の赦 免 〔恩 赦〕 には
,大 赦.
特 赦 減 刑 ・執行 免除 ・復権 の碓 があ り
,さ らに の減刑 は,一 般減
刑 と特 別減刑の 腫 に分け られ る.こ の ように旧 本 とわが 国の漸1」制
度 は・概念 的 に異 なっている・ また,こ れ らの国家 の減刑 はド 般 的1こ
行政 機関 に よって行 われ るが,わ が国 の減刑 は,裁 判所 の裁定 によらね
ばな らない。
わが国の刑法の規定 を総 合す る と一 域刑 には広 狭二義が ある
.狭 義 の
減刑 とは薄 ら刑 法78条 の定 める減刑 のみ をい う.こ れ に対 し,広 義 の
減刑 とは・お よそ受刑 者が刑 の執 そ沖 に法定軸 を充足す る場合 に演
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に基づ き刑法69条 によ り執行刑 が決定 され る。 この とき・既 に執行 され
た執行 猶予観察期 間は,新 た に言渡 され る刑期 に算 入 され ない。被 猶予
者が観察期 間中 に犯 した新罪が期 間満了 後初めて発 覚 した ときは,新 罪
の公訴 時効 が完成 していない限 り刑 法76条 が適用 され,前 後両罪 の刑 に
基づ き刑法69条 に よ り執行刑が決定 され併罰が行 われる。
2)執 行 猶予 を宣告 された者 の観 察期 間中に判決宣告 以前 に犯 した判
決 を経 ていない余罪 が発 覚 した場合,執 行猶予取消 とともに余罪 の判決
が下 され,前 後両 罪の刑 に基づ き刑 法69条 に よ り執 行刑 が決定 され る。
既 に執行 された観察期 間 は,そ の刑期 に算 入 され ない。 なぜ な ら,被 猶
予者 が 自己の余罪 を隠 していた ことは,決 して真摯 な悔悟 では なか った
こ とを示 し,執 行猶予適用 要件 を充足 していなか ったので 当然 に執行猶
予 は取 消 され るべ きだか らであ る.し カ・し,新 た に発 覚 した罪(余 罪)
が なお要件 を充足 して執行 猶予 を宣告 しうる場 合 には・既 に執行 された
観察期 間 は漸 た に決定 された執行X酋予 の観 察期 間に算 入 され る・ なぜ
な ら,新 たに発覚 した罪(余 罪)が 執行 猶予 の要件 を充足す る こ とは・
犯罪 者の 隠 していた罪 もその主観 的悪性 も重 大で ない こ とを示す ので ・
同人 を拘 禁 しな くとも社 会が害 され ないか らであ る。
3)執 行猶 予 を宣告 され た犯罪 者 の執行 猶予期 間 中の法律 ・行 政法
規 ・国務 院公安部 門の執行猶予 監督 管理規定違 反の情状 が重い場 合,執
行猶予が取消 され宣告刑 が執行 され る。刑法75条 は,被 猶予者が観察期
間中 に遵守すべ き事項 を明定 してい る。それ ゆえ,法 律 ・行 政法規'国
務院公安部 門の監督 管理規 定の遵守 は,被 猶予 者 に とって必須事項で あ
り,罪 を真 摯 に悔 い積極 的 に 自己 を改造す るための基本 的態度 であ る。
被 猶予者 の観察期 間中の法律 ・行政法規 ・国務 院公 安部 門の監督管理規
定違 反の情状 が重い ことは,執 行猶予 の適用 要件 を充足 していなか った
証 明で ある。 それゆ え,刑 の執行猶予 は当然 に取消 され宣告刑 が執行 さ
れる0
執行 猶予 を宣告 された犯罪 者が,観 察期 間中に執行猶予 監督管理規定
を真摯 に遵守 し教育 改造 を受 け入れ,改 俊 立功の態度 が明 らか になった
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者の観察 について・ もう一つの重 要な内容 を定め ている
。す なわ ち,観
察期 間中 に被猶予者が噺 た な罪 を犯 したか否 か,そ の判決以前 に判1央
を経 ていない余罪 があ ったか否 か,法 律 ・行政法規 ・国務 院公安部 門の
執行猶予 に関す る監督管理規 定 に違 反す る情状 の重 い行為が あったか否
か な どの事情 につい て,観 察す る ことであ る。被猶予者 の観察 を行 うに
あた って,公 安機 関は,被 猶予 者の報告 を聴取 し,そ の所 在単位 ・末端
組織 ・大衆 の態 度 を理解 して教 育 を行 い,猶 予者へ の援助活 動 を組織 し
なけれ ばな らない。観 察期 間中 に刑法77条 に定め る事情 が ない まま観察
期 間 を満 了すればs宣 告刑 は執行 されず,そ の 旨が公 告 され る。
厳 しす ぎる観察 と寛大す ぎる観察 のいず れ も,回 避 されね ばな らない。
放任 は勿論 許 されない。 管制 を観 察 に代 替 して被猶予 者の人身の 自由 を
制約す る こと も許 されず,被 猶予者 が法 によ り享有す る権利 は保障 され
ねば な らない。
戦時執行猶予 の被宣告者 について は,戦 争 中の立功態度 の存 否が主要
な観察事 項 となる。立功 が明 らかになれば
,原 判 決 を破棄 し犯罪 と して
処理 しない ことがで きる。
(4)刑 執行猶予の取消
刑 法77条 は・「刑 の執行 猶予 を宣告 された犯罪 者 は
,刑 の執行 猶予 の
観察期 間内 に,さ らに新 たな罪 を犯 した場 合,又 はその判決 宣告 以前 に
余罪が あった ことが発覚 した場 合 は,刑 の執行猶予 を取消 し,新 たな罪
又 は発 覚 した余 罪 について判決 を下 し,前 罪 と後罪 で処せ られ た刑 につ
い て,第69条 の規定 に従 って,執 行 すべ き刑 を決定 しなければな らない。
刑 の執行 猶予 を宣告 された犯罪者 は,刑 の執行猶予 の期 間内,法 律,行
政法規又 は国務 院公安 部 門の制定 した執行 猶予 に関す る管理 規定 に違反
し,そ の情状が重 い ときは,刑 の執行猶予 を取 消 し,原 判決 を執行 しな
ければな らない」 と定 める。 この規 定 に よれば
,わ が国の刑法 には,刑
の執行 猶予取消事 由 と して次 の三つ があ る。
1)執 行 猶予 を宣告 され た者 が観察期 間中 に新 たに罪 を犯 した場合
,
執行猶予 が取 消 されiそ の罪 について判決が下 され
,こ の刑 と前罪の刑
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(3)執 行猶予被宣告者の観 察
執 行猶予被宣告者 の観察 とは,公 安機関が執行猶予 を宣告 され た犯罪
者 に対 し,そ の所 在単位 ・末端組織が協 力 して観察 ・教 育 を行 って,そ
の改心 ・更生のため に援助 す るこ とをい う・
観察 機関 刑 法76条 は,「 刑 の執 行猶予 を宣告 された犯罪者 につ いて
は,刑 の執行 猶予期 間内,公 安機 関が これ を観察 し・そ の者 の所在 する
単位 又 は末端組織が それ に協 力す る」 と定め てい る。 この規 定 は・公安
機 関が被猶予 者の観察 を行 うことを示 してい るが,公 安 機関 は・被猶予
者 の所在単位 ・末端組織 の協 力 に よ り,そ の監督管理 を強化 しうる。 ま
た,被 猶予者 は,拘 禁 され ないので,そ の所属単位 に戻 って職務 を継続
した り,農 村 に戻 って生 産労働 に従事 す る こ とが で きる。 したが って・
所在単位,町 内委 員会 ・村 委員会 な どの末端組織 は,公 安機 関 に よる被
猶予者 の管理 に積 極 的に協 力 して,法 制 の宣伝 や良好 な改造教育 を行 う
こ とが求め られ る。
観察 内容 公安機 関は,刑 法75条 ・77条 に定 め る内容 に従 って観察 し
なければ ならない。刑法75条 は,執 行 猶予被 宣告者の遵守すべ き事項 と
して,次 の ことを定 めてい る。① 法律 ・行政法規 を遵守 して監督 に服す
る こと。被猶予者 は,国 家の法律 ・国務 院の行 政法規 を遵守 し,公 安機
関 ・所在単位 ・末端組織 ・大 衆の監督 を自覚 して服従 しなければ な らな
い。② 観察機 関の規定 に従 って 自己の活動状況 を報告 す るこ と。被 猶予
者 は,公 安 機 関の規定 に従 って定 期 的 また は不 定期 に 自己の思想'改
造 ・職務 ・労働,法 規遵守 の状 況 な ど自己の活動状況 を報告 しなけれ ば
な らない。③ 観察機関の面会 に関す る規定 を遵守す る こと。被猶予 者は・
来客 ・接客 に関す る公安機 関 の要求 ・規定 を遵守 しなければ な らない。
④ 居住す る市 ・県 を離 隔転居す る時 に観察機 関 に報告 して承認 を受 ける
こと。被猶予 者は,公 安機関 の承認 を受 けず に居 住す る市 ・県 を離 隔転
居 す る ことはで きない。同条が被猶 予者の観察期 間中の遵守事項 を明定
したので,被 猶予 者 には遵守すべ き行動規範 が与 え られ,被 猶予者 の観
察管理 には明確 な法的根拠 が提供 され た。 さらに,刑 法77条 は,被 猶予
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合的 に評価 しなけれ ばな らない。
(2)刑 の執行猶予 の観察期 間
刑 の執行猶予 の醸 鯛 とは,輔 テ猶予 を宣告 された犯罪 者の醸 が
行 われる一定 の期 限 をい う。
わが 国の刑法73条 は・ 「拘留 の執行 猶予 の観 察期 間は源 判決 研 り期
以上1年 以 下 とする・但 し,そ の鯛 は2箇 月 よ り少 な くて1まならない。
醐 懲役 の執行 猶予 の観 察期 間 は丁原 判決 の刑 期以 上5年 以下 とす る。
但 し・その期 間 は1年 よ り少 な くして1まな らない」 と定め る
.こ の規定
による と・執行猶予 の醸 期 間は,そ の前提 となる宣告刑 と肌 期 間 に
も・ よ 帳 い期 間 に もで きる・ しか し
,拘 留 の執 行猶予 期 間は2箇 月,
醐 懲 役の執行猶予輔 は1年 よ り短 くしえない
.こ の ように観察輔
を定 めるのは・犯罪者 の観鰍 育 のためであ る
.醸 鯛 が短 す ぎる と,
観 察教育 に役 立たず執行 猶予 を行 うことカごで きな くなる
.逆 に襯 察期
限 が長 す ぎる と・犯罪者 の改造 の積 極性 に糖 が生 じる
.一 般 的 に漢
務 で は源 判決 の刑期 以上で その二倍 を超 えない観察期 間が適切 であ る
と考 え られている。
執行 猶予 の観 察期 間の計算 につ いて,刑 法73条3項 は,「 刑 の執行 猶
予 の観察期 間 は・判決 を確 定 した 日か ら起 算す る」 と定 めてい る
。す な
わ ち,判 決の法的効力 〔確定力〕が発生 した 日か ら起 算 され る
。
判決確 定 日以前 に犯罪 者が拘 禁 され ていた期 間は
,執 行 猶予の観察期
間 に算 入 されない・ この こ とは,刑 の執行猶 予の拘 禁 を伴 わない性 質か
ら決定づ け られ る・執行猶予 を宣告 され た犯罪者 が
,一 審判決後 な耕 句
禁 されてい る場 合 には,ま ず強制措置変 更の決定 を行 って住居 監視 ない
し保釈 に改め,関 係公安機 関 に通知 して判決確 定 を待
った後 に,法 によ
りこの犯罪 者 を執行 猶予担 当部 門の観 察 に移 し
,通 知 を受 けた所 在単位
〔居 住す る地域共 同体〕 ・末端組織が これ に協 力す る(11
。
戦時 中執行猶予 につ いて,刑 法 は観 察期 間 を定 めてい ない。 この執行
猶予 は識 時 にお ける特 定の時 間白勺性質 に よ り決定 されるか らであ る
。
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の態度 か ら再 び社 会 を害す る可能性が ある と認 め られ る ときは・刑 の執
行 猶予 を宣告 しえない。犯 罪者 が再 び社 会 を害 しない との確認 は,将 来
に対す る裁判 官の予測判断で ある.法 は,こ の ような予 測判断 を・犯罪
の情 状が比較 的軽 く悔悟 の態度 が比較的 良好 な者 についてのみ許 してい
る。犯罪 の情状 が比較的軽 い とは社会危害性が小 さい こ とを示 している
が,そ の判定 には主観 的悪性 と客観 白脆 害の双方 を総 合的 に評価 しなけ
ればな らない。その悔悟 の態度が比較的 良好 とは,犯 罪者の再犯の可能
性 が比較的小 さい ことをい う。その判定 は,犯 罪者 の犯罪後 の多様 な態
度 か ら犯 罪者 の一貫 した態 度 で あ る と関連づ けて評価 されね ば な らな
い0
3)犯 罪者 が累犯で ない こ と 累犯 に対 しては,科 され た刑 種 に関 わ
りな く,刑 の執行猶予 を適用 しえない・ なぜ な ら・累犯 は・い くら戒 め
て も改 めず,そ の主観 的悪性 が根深 く人身の危 険性 も大 きいので,再 犯
の可 能性 が高 いか らであ る。
既述 の三要件 を充 足 して初め て,刑 の執行猶予 が適 用 され うる。 これ
らの要件 を充足 しない者 に,法 律 を無視 して執行 猶予 を宣告 しては なら
ないが,条 件 を充足す る者 には刑の執行猶予 を適 用 しない わけにはいか
ない。法定 条件の堅持 を前提 に適切 に刑 の執 行猶予 を適用 して,執 行猶
予制度 の積極的作 用が発揮 されねばな らない。
刑 法449条 に よる戦時執行猶 予 の適 用 には,次 の諸 要件 が充 足 され ね
ばな らない0
① 適用 時が戦時 中で ある こと したが って,平 和 時 ・非戦時下で適用
してはな らない。
② 適 用対 象 が3年 以下 の有期 懲役 に処せ られ た犯 罪軍 人で あ る こ と
犯罪 を犯 していない軍人お よび犯罪 を犯 して3年 以上 の有期懲役 に処せ
られた軍 人 には,戦 時執行猶予 を適用 しえない。
③ 戦時 に刑執行猶予 を宣告 して も現実 の危険が ない こと これが,戦
時執行猶予適用 の最 も本質 的な要件 となる。現実 の危険判断 は,犯 罪軍
入が犯 した犯罪の性 質 ・情状 ・悔悟 の態度 ・一貫 した態度 に基づい て総
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年 と法定 され てい る・④ 法的効 果が異 なる.刑 執行 猶予 の法的効 果 は,
犯罪者 の観察期 間 にお ける法定事情 に応 じて区別 され
,宣 告刑 が執行 さ
れない場 合・ または執行 猶予取消1こよる前 罪 と後 罪 との 数罪併罰 〔併合
罪〕 ない し宣告刑 の収騨 行 が なされ る場 合が ある
.死 刑執行 猶予 の法
的効果 は,2年 満了後 の犯罪 者の態度 に応 じて
,減 刑(無 期懲役 ない し
15年 屍2・ 年以 下の醐 懲役へ の減升り)・ 死刑執行
,ま たは法定条件違
反 による猶予期 間内死 刑執行 の場 合があ る。
刑 の執行猶予 制度 は蓮 要 な意義 を有 す る.こ れは,懲 罰寛大結合政
策 懲 罰教 育改造結合 政策 を実施す る重 要 な制度 であ り
s刑 罰 の具体 的
適 用時 に専門機 関 と人民 大衆 との一体 的犯罪闘争方針 を体現 す る もので
ある・犯罪 者 に対す る刑 の執行 猶予 の適用 は
,犯 罪者の教敵 造 過 剰
拘 禁抑 制 〈少捕 〉政策の貫徹 短期 舳 刑の弊害 聴
,刑 罰 の社会化実
現 刑罰 の 目的実現 ・社会の安定維持 。こ役立つ。
2.刑 の執 行猶 予の適 用
(1)刑 の執行猶予の適用条件
刑 法72条 ・74条に よる刑 執行 猶予 の適用 には,一 般的 に次 の諸 要件 が
充足 されねばな らない。
1)適 用対 象が拘留 または3年 以 下の有期懲 役 に処せ られ る犯罪 者 で
あ る こ と この こ とか ら して刑 の執行猶予a)適 用 は
,犯 罪が比較的軽 く
社 会危害性が比較 的小 さい犯罪者 のみ に限 られ る ことがわか る
。 ここで
い う拘留 また は3年 以 下の有期懲 役 とは
,宣 告刑 を意味 し法定刑 では な
い。犯罪者 の犯 した罪の法定刑 が3年 以上 の有期懲役 であ
って も,処 罰
減軽 の情状 ゆ えに3年 以 下の有期懲役 または拘留 が宣告 されれば
,刑 の
執行 猶予が適用 され うる。
2)犯 罪者の情状悔悟 の態 度 か ら刑 を執行 猶予 して も再 び社 会 を害 し
ない と判断 され るこ と これが,刑 の執行猶予適用 の最 も本質的 な要件
とな る。これが確認 で きる場 合 に初め て
,刑 の執行 猶予が宣告 され うる。
3年 以 下の有期懲 役 または拘留 に処せ られた と して も
,犯 罪の情状悔悟
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これ に対 して,刑 の執行 猶予で は,人 民法 院が被告 人 に有罪判決 を下す
と同時 に一定の刑 とその執行猶予 を宣告 して,刑 の執行 の可能性 を保留
す る。犯罪者が執行 猶予期 間内 に これ を取消 され る と,宣 告刑が執行 さ
れ るが,執 行 猶予 期 間を満了す れば宣告刑 は執行 されない。 しか し,こ
の場 合 も,そ の被 告人 は前科者 になる。
刑 の執行猶予 は,刑 の監獄外 執行 とも異 な る。刑 の監獄外執 行 とは・
犯罪者が法定条件 を充足す る場合 に,そ の刑 を しば ら く監獄外 で執 行す
る ことをい う。両 者 は,主 に次 の点 で区別 され る。①性 質が異 なる。執
行猶 予 は,条 件つ きで宣告刑 の執 行 を猶予す る制度 であ るが,監 獄外執
行 は,そ の執行 場所 が監獄 外 で あるだけで,な お宣告刑 は執行 される。
②適 用対 象が異 なる。刑 の執行猶予 は拘留 ・3年 以上 の有期懲役 に処せ
られた犯罪者 に限 られ るが,監 獄外執行 は無期懲役 ・有期懲 役 ・拘 留 に
処せ られ た全犯罪者 に適用 され うる。③適 用条件が異 なる。執行猶予 の
根 拠 は,犯 罪者 の犯 罪情状 と悔悟 か ら再 び社 会 を害 しない と認 め られる
ことであ る。監獄外 執行 は,犯 罪者 の重 大な疾病治療保釈 ・懐胎 中 ・嬰
児授 乳期等 のため,監 獄外執行 が妥当 な場合 に行 われ る。④適 用方 法が
異 なる。刑 の執行猶予 は,刑 の言渡 と同時 に執行 猶予観察期 間を宣告す
る。監獄外執行 は,判 決宣告 時 ない し刑の執 行過程 で適用 され,そ の期
間 を確定す る必 要が ない。監獄外執行の要件 が消滅 す る と,執 行未満 了
の刑 が犯罪者収 監の上で執行 され る。
さらに,刑 の執行 猶予 は,死 刑の執行猶 予 と も異 なる。両者 は・主 に
次 の点 で区別 され る。① 適用対象 が異 なる。刑 の執行 猶予 は拘留 ・3年
以上の有期懲役 に処せ られ た犯罪者のみ に適用 されるが,死 刑 の執行 猶
予 は処せ られた死刑 の即時執行 を必要 と しない犯罪者 に適用 され る。②
執行方 法が異 なる。刑執行猶予 の宣告 者 に対 しては,公 安機 関が その者
を拘禁 しないで観察 を行 い,犯 罪者 の所在単位 ・末端 組織が これ に協 力
す る。 これ に対 し,死 刑執行猶予 では,そ の犯罪者 を拘禁 して労働改造
を実行 す る。③ 観察期 間が異 なる。執行猶予 の観察期 間 は人民法院が刑
種 と刑期 に基づ き情状 を酌量 して決定 す るが,死 刑執行猶予 の期 間 は2
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第22章 刑の執行猶予 ・減刑 ・仮釈放(耳 登民)
長井 圓
共訳藤井 学
第1節 刑 の執行猶予 〈緩刑 〉
1.刑 の執行猶予 の概念
刑 の執行猶予 〈媛刑 〉は,一 定 の刑 に処 せ られた犯罪者 に対 し
,一 定
の法定条件 下で刑 の執行 を猶予 して執行 しない制度 であ る
。
刑法72条 に定め る刑 の執行猶予 とは,人 民法院が拘留 また は3年 以下
の有期 懲役 に処す る犯 罪者 に対 し
,そ の犯 罪の情状 と悔悟 か ら判 断 して
刑執行 を猶予 して も確実 に再 び社 会 を害 しない と認 めた場 合 に
f一 定 の
観察期 間 を定 めて執行 を猶予す る制度 をい う。その犯罪者 は,観 察期 間
中 に再 び罪 を犯 さず,判 決宣告 以前の余罪が発覚 して有罪判決 を受 ける
こ とな く,あ るいは,法 律 ・行政 法規 ・国務院公安部 門の執行 猶予 に関
す る監督管理規定 に違 反す る情状 の重 い行 為 を行 う ことな く
,執 行猶予
の観 察期 間 を満了す ればa宣 告刑 が執行 されない。 これがfわ が国の刑
法 に一般的 な刑 の執行猶 予制度 である。
さらに,刑 法449条 は,特 殊 な刑 の執行 猶予制 度
,す なわ ち戦 時執行
猶予制度 を定め てい る・ これ に よる と,戦 時執行 猶予制度 とは,戦 争 中
3年 以下の有期懲役 に処せ られ現実 の危険が な く執行 猶予 を宣告 された
犯罪軍 人 について,立 功 に よる購罪 を許 され て立功 した こ とが明 らか と
なった場 合・原 判決 を破棄 し犯罪 と して処理 しない制度 をい う
。
刑 の執行 猶予 は,独 立 の刑種 で はな く,科 され た刑 罰 を前提 とす る。
その特徴 は,刑 罰 と同時 にその執行猶予 が宣告 され
,宣 告刑 の執行 され
る可 能性 が一定期 間保留 され る点 にある。
刑の執行猶予 は・刑 の免 除 〈免予刑事処 罰 〉と異 な る。刑 の免除では,
人民法 院が被告 人 に有 罪判決 を下す際 に,刑 の免除 を宣告す る。す なわ
ち・罪 を認定 して も刑 を科 さないだけであ り
,刑 罰執 行の可能性 はない。
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せ られ4年 を執行 後 に,そ の判決宣告 以前 に強姦罪 も犯 していた ことが
発 覚 して8年 の有期懲役 に処せ られ た。 この場 合,刑 法70条 によ り10年
以上18年 以下 の範 囲で執行 すべ き刑罰が決定 され る。 これ に対 して,乙
は,前 判 決で10年 の有期懲役 に処せ られ4年 を執行 後 に,新 た に強姦 罪
を犯 して8年 の有期懲役 に処せ られ た。 この場合,刑 法71条 に従 い二つ
の刑期 の総和14年 よ り軽 く最 も重 い8年 よ りも重い範囲で執行 すべ き刑
罰 が決定 され る。前者 の刑 の下 限は10年 であ るが,後 者 の下 限は実際 に
は12年 になる。比較 的重い刑 に処せ られ,原 判決 の執行 か ら比較的長期
間が経過 した後 に新罪 が犯 され る場 合,こ の ような帰結 になる。第二 に,
犯罪者が 実際 に執行 され る刑 は,「 先滅後併 」 の場合,有 期懲 役 は最 高
20年,拘 留 は最高1年,管 制 は最 高1年 を超 える こ とがで きるが・ 「先
併後 減」 の場合,そ の上 限 を超 えるこ とがで きない。
(1)周 振想 『刑罰適用論 』328～329頁 参照。
(2)1993年4月16日 『判決宣告後 に判決 を経 て いない同種の余罪が発覚 した犯
罪 者 に数罪併罰 を行 うか否かの問題 に関す る回答』 参照。
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重 な り合 い を回避 しうるか らである。
犯罪者が服役期 間中 に再 び罪 を犯 したが,後 罪の判決宣告時 に前 罪の
刑 の執行 が既 に満了 していたのであ れば,法 に よ り新 罪 に判決 を下 して
これ を執行す れば足 り,刑 法71条 によって併罰 を行 う必 要は ない。 しか
し,新 罪 の判 決執行 以前 の拘禁期 間が前 罪の刑期 に含 まれ る ときは,新
罪 に科すべ き刑期 は短縮 されない。
前罪で執行猶予宣告以前 に拘禁 されていた犯罪者が,そ の執行猶予期
間 中に再 び罪 を犯 した場 合,ど の よ うに併 罰 され るのか。 あ る見解 はr
刑法71条 によ り前罪 に科 された刑 に拘 禁期 間を算入 した上 で,刑 法69条
に よ りその刑 と新 罪 に科 され た刑 か ら執 行 刑 を決定 す るrと 考 え る。
我 々は,執 行猶予 は条件 を付 して原 判決の刑 を執行 しない こ とであって,
前罪 に執行猶 予が宣告 され る以前の拘禁期 間は決 して前罪 に執行 された
刑期 では ないか ら,刑 の執行過程 で再 び罪 を犯 した者 に併 罰 を行 う方法
を当てはめて はな らず,前 罪 ・新罪 に科 され た二つ の刑 を基礎 に刑 法69
条 に よ り執行 すべ き刑罰 を決定 した上で,拘 禁期 間の算 入 を行 うべ きで
あ る,と 考 える。
犯罪者が服役期 間中 に再 び犯 した新罪 の裁判段 階で,さ らに前判決 で
審理 され ていない 「余罪」 が発 覚 した とす る。 この ように刑 法70条 ・71
条の両規定 の事 情が 同時 に備 わ る犯罪事 件での併罰 の方法 につい て,現
行刑法 は明文 を設 けてい ない。我 々はrま ず刑 法70条 に よ り 「余 罪」の
判決 を下 し,こ の余罪 の刑 と前判決 の宣告刑 を基礎 に,刑 法69条 によ り
執行刑 を決定 した上 で新 罪 に判決 を下 し,こ の新 罪の刑 と最初 の宣告刑
の未執行 の刑 を基礎 に刑法69条 に よ り執行刑 を最終 的 に決定すべ きであ
る,と 考 える。 この考 え方 はs服 役期 間に再 び罪 を犯 した犯罪者 をさら
に重 く処罰 する刑法71の 精神 を体現 した ものであ る。
刑法71条 に定 め る 「先減後併」 の刑期計算 方法 に よる と,刑 法70条 に
定め る 「先併後減」 の方法以上 に,犯 罪者 を重 く処罰 しうる。具体 的 に
述べ る と,第 一 に,一 定の条件 下 では,実 際 の執行 刑期の 下限,す なわ
ち起刑 点が よ り高 くなる。例 えば,甲 は,前 判決 で10年 の有期 懲役 に処
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に よ り原 判決 に確 定力が生 じていない場 合,第 二審 ・人民法院 の審理 中
に第一審 判決宣告以前 に犯 された判 決 を経 ない被告 人の同種余 罪が さ ら
に発覚 したの であれ ば,第 二審 ・人民法 院 は刑事訴 訟法189条3項 に よ
り原判決 を破棄 し原審 に差戻 して再度審判 させ ねば な らない。 こ うして
第YJiが 再度 審判 す る場 合 には,刑 法 の数罪併罰 に関す る諸規定 は適用
されない(2)。
(3)判 決宣告以 後刑執行満 了以前 に犯 された新 犯罪 の併罰
刑法71条 は,「 判決宣告 後,刑 の執行満 了前 に,そ の犯 罪者が さらに
罪 を犯 した と きは,新 たに犯 した罪 につ いて判決 を下 して,前 罪の執行
していない刑 と後 罪で科 され た刑 につ いて,第69条 の規定 に従 って,執
行すべ き刑 を決定 しなけれ ばな らない」 と定 めてい る。 この場合 の数罪
併罰 適用の特 徴 は,次 の通 りであ る。① 判決宣告以後刑執行満 了 までの
間 に犯罪者が再 び罪 を犯す こ と。② 新罪 と旧罪 とが同種 の罪 である こと。
③ この新 罪 に判決がFさ れる こ と。④ 前罪 の執行 してい ない刑(「 残余
刑」 とも呼 ばれ る。)と 後 罪 に科 され た刑 か ら,69条 によ り執行刑 罰が
決定 され るこ と。例 えば,甲 は,判 決 宣告前 に強姦罪 と乱 闘挑発罪 を犯
して各10年 ・5年 の有期懲役 に処せ られ,14年 の有期懲役 の執行 が決定
され た。 この刑 の5年 執行 後,甲 は さらに窃盗罪 を犯 して3年 の有期懲
役 に処せ られ た。 この場 合,刑 法69条 に よ り,執 行前 の判 決の9年 の有
期懲役 と新罪 で科 され た3年 の有期懲役 の総和12年 よ りも軽 く二つの刑
の うち最 も重 い9年 の有期懲役 よ りも重 い範囲で,情 状 を酌量 して執行
すべ き刑期 が決定 される。刑法 は,執 行前 の判決の刑期 につ いて,そ の
起 算点 を明定 していないので,裁 判実務 には,① 罪 を犯 した 日,② 捜査
機 関が立件 した 日,③ 捜査機 関が特 別 な拘禁措 置 を した 日,④ 検 察機関
が 公訴 提 起 した 日,⑤ 人民 法 院 の判決 確 定 日とい った考 え方 が あ る。
我 々は,新 判決宣 告 日か ら起算す るのが運用 上便利であ る と考 え る。 な
ぜ な ら,犯 罪者が服役期 間中に再 び罪 を犯 して公訴提起 され た段 階で は,
前 罪の刑執行 は停止 せず,犯 罪者 は刑罰執行施設 に収容 されてい るので,
判 決宣告 日か ら起算す れば,刑 期 の計算 に便利 であ るばか りか,刑 期 の
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その判決宣告の以前 に犯 していた残余 の二罪が発覚 したので
,こ れ らは
各5年 お よび7年 の有期懲役 に処せ られ,11年 の有期懲役 の執 行が決定
され た。 これが後の判決 になる。 この前後 二つの判決 で科 された刑期 の
総和 は24年 になるが,数 個 の刑 の うち最重刑が13年 であ るので
,刑 法69
条 の規定 によ り13年 以上20年 以 下の有期懲 役の範 囲で執行 すべ き刑 罰が
決定 され る ことになる。例 えば,20年 の有期懲 役 の執行 を決定 しうる
。
⑤既 に執行 した刑期 が,新 判決で決定 した刑期 に算 入 されね ばな らない
こと。今 の例 で,甲 は有期懲役 を既 に5年 執行 されているので,新 判決
で決定 した20年 の有期懲 役 にこの5年 を算 入 しなけれ ばな らず
,こ れ を
差 し引い た残余の15年 の有期懲役 が さらに執行 されるべ き甲の刑期 とな
る。 この ような方法 は,「先併 後減」 と呼 ばれている。
数罪併罰 の事件 では,刑 の執 行期 間中 に,法 によ り判決が部 分的 に変
更 され て・刑期 が改 め られ るこ とが ある。例 えば,甲 は,強 盗 罪 ・窃盗
罪 を犯 して各10年 ・6年 の有期懲役 に処せ られ た結果15年 の有期懲 役の
執行が決定 されたが,6年 服役後 の請求 を受け て審判監督手続 で再 度審
査 した上級 法院が,強 盗罪 に関 しては原判 決 を維持 したが窃盗 罪 に関 し
ては4年 の有期 懲役 に原判決 を変 更す る場 合であ る。 この ような事件 に
つい て,あ る者 は,判 決宣告後 に刑執行期 間が変更 され たので あるか ら,
刑法70条 の定め る 「先併 後減」 の方法 に よ り併罰すべ きであ る
,と 主張
す る。 しか し,判 決変更 に よ り刑期 が改め られ た当該犯罪 は
,判 決宣告
以前 に発覚 してお り,か つ既 に判決 が下 されてい るか ら
,刑 法70条 規 定
の条件 には符 合せず,し たが って刑 法69条 を適用 して執行 すべ き刑罰 を
決定すべ きである,と 我 々は考 える。
ここでは・次 の ことを指 摘 してお く。 人民 法院が判決 を宣 告 して既 に
法 的効 力 〔確定力〕が生 じてか ら刑 執行満 了 までの間 に,そ の刑 を科 さ
れた犯罪 者 につ いて,そ の判決宣告 以 前の判決 を経 てい ない他 罪が さら
に発覚 した場 合 には,新 たに発覚 した罪 と原 判決の罪 との同一性 に関 わ
りな く・すべ て刑法70条 によって数罪併罰 を行 わねばな らない。しか し,
第ccAM・ 人民 法院の判決宣告後,被 告 人の上訴 または人民 検察院の抗訴
(546) 何乗 松編 著 ・刑法教 科書(総 論編19章 ～23章)
91
意見 に従 って処 理すべ きで あ る。す なわ ち,「 後罪 に科 され た有期懲役
ない し拘留 の執行 満了後 に,ま だ執行満 了 してい ない前 罪の管制 を執行
す る」 のであ る。管制 に処せ られた犯罪者が判決時 に未発覚 の罪 をその
管制期 間中に発覚 して拘留 ない し有期懲役 に処せ られた場 合・その執行
の問題 について も,そ の意 見に従 って処理 すべ きであ る」 と指摘 されて
い る。
既述の三見解 は,い ずれ も一定の根拠 が あ り検討探究 に値 す る。 しか
し,新 刑法 は これ につい て規定 を設けてお らず丁立法司法機 関 も新 たな
解釈 を示 して いない。 それゆ え,司 法 実務で は,先 の 回答 におけ る最高
人民法院の意見 に従 って執行 が な され るべ きであ る。
(2)判 決宣告以後刑の執行満 了以前 に発覚 した 「余罪」の併罰
刑 法70条 は,「 判 決宣告後,刑 罰執行 満 了前 に,そ の犯人 にその判決
宣告前 に余罪が あった こ とが発 覚 した ときは,発 覚 した罪 について判決
を下 し,前 後二 つの判決で科せ られ た刑 につ いて,第69条 の規定 に従 っ
て,執 行 すべ き刑 を決定 しなければ な らない。既 に執行 した刑期 は,新
たな判決 で決定 した刑期 に算入 しなけれ ばな らない」 と定 め る。 この数
罪併罰 の特徴 は,次 の通 りであ る。① 一 人が犯 した犯罪行 為の全部が判
決宣告 以前 に行 われ たこ と。② 一部 の犯 罪が既 に判決宣告以前 に発覚 し
てい て,か つ法 に よ り定 罪量刑 が なされ てい る こと。数罪 の一部 につい
ては,既 にそれぞれ定 罪量刑 が な され,刑 法69条 によ り執行 すべ き刑 罰
が決定 されてい た ところ,そ の判決宣告前 に未発 覚の残 りの数罪が,刑
執 行期 間 中に初 めて発覚 した場合 で ある(「 余罪」 は,先 罪 と同種 か異
種か に よって制限 され ない)。 ③ 判決宣告後 に発覚 した罪(余 罪)に 判
決が な され るこ と。④ 前後二つ の判決 で科 された刑 につい て,法 に よ り
執行 すべ き刑 罰が決定 され るこ と。例 えば,甲 は,判 決宣告以前 に四罪
を犯 していたが,判 決宣告 以前 には=二罪のみ しか発覚 してい なか った と
き,こ れ らの罪 は,各7年 お よび8年 の有期懲役 に処せ られ,こ の二つ
の刑 の総和15年 よ りも軽 く最 も重 い8年 よ りも重い範囲で,13年 の有期
懲役 の執行 が決定 された。これが前 の判 決 になる。この刑 の執行5年 後,
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罪が死刑 ・無期懲役 ・有期懲役等 に処せ られる場合 の数罪併 罰 は
,数 罪
中に死刑 ・無期懲役 に処せ られる罪 があれば,死 刑 ・無期懲役 のみ を執
行 し,他 の罪 に科 された主刑 は執行 しない。 各数罪 が有期懲 役 ・拘留 ・
管制 に処せ られ る場 合の処理 について,刑 法 は具体 的規定 を定め ていな
いので,学 説 ・司法実務 の認識 に相違 があ る
。 これ らを概括 する と,次
の三つの見解があ る。① 換算 説 この見解 は
,判 決執行 に先立つ拘 禁期
間を刑期 に含め るとす る刑法41条 ・44条 ・47条 を根 拠 に,2日 の管制 を
1日 の拘 留 ・有期懲役 と し,1日 の拘留 を1日 の有 期懲役 とす る方 法 に
よ り,最 初 に言渡 される管制 ・拘留 の刑期 を有期懲役 の刑期 として換算
す る。例 えば,数 罪がそれぞ れ管制 ・拘留 ・有 期懲役 に処せ られ る とす
れば,今 述べ た方法 によって管制 ・拘留 を有期懲役 に換 算 した上 で
,制
限的加 重原 則 に よ り情状 を酌量 して執行すべ き刑罰 が決定 され る
。② 吸
収説 この見解 は,一 人の犯 した各数罪が有期 懲役 ・拘 留 ・管制 に処せ
られ る場 合,重 刑軽刑吸収 の原則 に よ り処理 す る。 よって,有 期懲役 の
みが執行 され,拘 留 ・管制 は執行 され ない ことにな る
。③個別 執行説 な
い し別異執行説 この見解 は,一 人の犯 した数罪がそ れぞれ有期懲 役 ・
拘留 ・管制 に処せ られ る場 合,最 初の有期懲役執行 後 に,拘 留 ・管制 と
順次執行 してい く。最高 人民法院 は,1957年2月16日 ,1958年4月7日,
1963年7月27日 の回答で,管 制 の性 質は拘留 ・有期懲 役 と異 な るので相
互 に換算 しえず,ま ず最 初 に有 期懲役 ・拘留 を執行 し
,そ の刑期が満 了
して社 会復 帰 後 に改 め て管 制 を執 行 す べ き,と の 指摘 を繰 り返 した。
1979年 に刑法 が公布施行 され た後 ,最 高 人民法院 は,1981年7月27日 法
研 字X18号 の回答 で,再 び同様 の意見 を述べ ている。そ こで は
,「管 制
に処せ られた犯罪者が その管制期 間中に再 び新 た な犯 罪 を犯 して拘留 な
い し有期懲役 に処せ られ た場 合,そ れ をどの ように執行す るかの問題 に
つい て,我 々は,検 討 の結果次 の ように考 える。管制 と拘留 ・有期懲 役
とは同一の刑種 では な く,そ れ らの執行方法 も異 なる。 しか し,刑 法 は,
どの数罪併 罰の原 則 に従 って執行 すべ き刑罰 を決定す るか具体 的 に定 め
てい ないので,な お本院が1957年2月16日 の法研 字第3540号 で回答 した
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る とき,制 限的加 重原則 が採用 される。執行すべ き刑 期 は・数個 の刑 の
総和 よ りも軽 く数個 の刑 の最重刑 よ りも重い範囲で,情 状 を酌量 して決
定 され る。 ただ し,管 制 は最高3年,拘 留 は最高1年,有 期懲役 は最高
20年 を超 えてはな らない。
3)数 罪の うち付加刑 を科す罪 があ る とき,付 加刑 はその まま執行 さ
れ る。す なわち,罰 金 ・政治的権利剥奪 ・財産没収 などの付加刑 が,一
人の犯 した数 罪の各罪毎 に科 される ときは,合 併 原則 に従 って処理 され
全部 が執行 され る。付 加刑 と主刑 とは,そ の性 質が 異なるので相互 の換
算 がで きない。
以上 の ように,わ が国の刑 法で は,総 合原則 ・混 合原則 とも呼 ばれる
折衷原則 が数罪併罰 の原則 と して採 用 されてい る。
3.数 罪併罰の適用 に関す る異 なる事情
刑法69条 ・70条 ・71条に定 める数罪併罰 には,具 体 的 な特徴 を有す る
三つの場 合があ る。
(1)判 決宣 告前 に一人が犯 した数罪の併罰
判決宣告前 に一人が犯 した数罪 の併罰 とは,一 人の行為者が判決宣告
前 に実行 して判決宣 告前 に発 覚 した数罪 の併 罰 をい う。 この場 合 には,
刑法F9条 に定 める数罪併罰 の原 則 に従 って処理 される。具体 的 には,次
の ようになる。
1)一 人の犯 した数罪が 同種 の刑 に処せ られ る場合 例 えば,数 罪 の
全部 が死刑 ・無期懲役 ・有期懲 役等 に処せ られる場合 であ る。 この場合
の数罪併罰 は,数 罪全 部が死刑 に処せ られる者 には死刑 を,数 罪全部 が
無期懲役 に処せ られ る者 には無期懲役 を,各 執行 す る。 また,数 罪全部
が有期懲 役 ・拘 留 ・管制 のいず れか に処 せ られ た者 には,数 個 の刑 の総
和 よ り軽 く数個 の刑 の うち最重刑 よ りも重 い範 囲で情状 を酌量 して執行
刑期が決定 される。ただ し,有 期懲 役 は最高20年,拘 留 は最高1年,管
制 は最高3年 を超 えてはな らない。
2)一 人の犯 した数罪が 各異 なる刑 に処せ られ る場 合 例 えば,各 数
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い・ その最 も重 い罪の最重刑 を基礎 として他罪 に言渡 され る刑 も考慮 し
て→定の刑 を加重 し・これ を執行すべ き刑 とす る原則 をい う
。あ るいは,
数個 の刑 の総和 よ りも軽 く数個の刑 の うち最重刑 よ りも重 い範 囲で執行
すべ き刑期 を決定 し,か つ,執 行すべ き刑期 の上 限 を定め る原 則 をい う。
この原則の 欠点 は,有 期懲 役 ・拘留 ・管制 な ど人身の 自由が剥 奪制 限 さ
れ る期 間 に限度 のあ る刑 に処せ られ た場 合 にのみ適用 す る こ とが で き
,
数罪 の うち死刑 ・無期懲役 に処せ られ た罪が含 まれ る場 合 には適用 で き
ない点 にあ る。
(4)折 衷原則
折 衷原則 とは,総 合原則 ・混合原則 とも呼 ばれ,犯 罪者 の犯 した数罪
毎 に定罪 量刑 の宣告 を行い,事 情 の相違 に応 じて既述 の合併原 則 ・吸収
原則'制 限的加重原則 を採 用す る原則 をい い,各 原則 の長所 を生 か し短
所 を避 け ようとす る。現 在,こ の原 則は,世 界の大 多数の国家で採用 さ
れてい る。
わが国の刑法 は・建 国以来 の数罪併罰運用 の経験 を総括 す る とともに
,
国外 の.LiL法経験 を批 判的 に吸収 して,刑 法69条 に数罪併罰 の具体的原則
を定め た。 それ によれ ば,「 判決 の宣 告以前 に ・人で数罪 を犯 した者 は
,
死刑 又は無期懲 役 に処すべ き場 合 を除 いて,合 算 した刑期以下で あって,
数個 の刑 の内で最 も重 い刑期 以上 にお いて,情 状 を酌 量 して執行すべ き
刑期 を決定 しな ければ な らない。 ただ し,管 制の場合 は最 高3年,拘 留
の場 合は最高1年s有 期懲 役の場 合 は最高20年 を超 えてはな らない
。数
罪の 中 に付加刑 を科す ものがあ る場 合 は,付 加刑 はその まま執行 しなけ
れば な らない」 とされ る。 その要点 は,次 の通 りであ る。
1)一 ・人が犯 した数罪の うち死刑 ・無期懲 役 に処せ られた罪があ る と
き,吸 収原則 が採用 され る。数罪 中の各犯罪 に対 す る主刑 は死刑 ・無期
懲役 に吸収 され るので,こ れのみが執行 され,そ れ以外 の主刑 は執行 さ
れ ない。死刑 ・無期懲役 の性質 に よ り,こ の原則 の採用 が決定づ け られ
る。
2)一 一人が犯 した数罪 の各刑 が有期懲役 ・拘留 ・管制の いず れかであ
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つ いて,犯 罪者の犯 した数罪の個 別 に定罪量刑 の宣告 を行 い,各 刑 期 を
加算 した総和 を執行すべ き刑期 とす る原則 をい う。例 えば,甲 が三つ の
罪 を犯 して各3年 ・4年 ・5年 の有期懲 役 に処せ られる とき,こ れ らを
加算 した総和 は12年 の刑期 にな り,甲 にはこの12年 の有期懲役 が執行 さ
れ る。 この方法 は一見合理 的で あるが,犯 罪者 が比 較的重い数個 の犯行
を犯 した場合,各 罪 の刑 の総和 を現実 に執行 す るこ とは,困 難 であ るば
か りか不 可能 なこ ともある。例 えば,ア メ リカのセ ン トル イスで男性 ト
ーマ スが通勤 途 中の女性 ばか り多数 を襲 った事件 で,1989年4月28日 の
判決 は,同 人に1002年 の有期懲役 を言渡 した。巡回裁判所 は,同 人に暴
行 ・誘拐 ・強 盗 ・強盗未遂 な どの罪 を認 定 した上 で,重 大 な累犯で悪 質
極 ま りな く最 低で も刑期 の80%を 服役 しない限 り仮釈放 の機 会 を与 えな
い と判示 した。 しか し,人 間の生命 には限 りがあ るので,現 実 にこの刑
を全部執行す るのは不 可能で ある。特 に,一 人の犯 した数罪 に言渡 され
た数種 の刑 に死刑 ・無期懲役 が含 まれ る場 合 には,こ れ らの刑 を執行 す
る と他 罪 に言渡 された刑 を執行 しえない。 この点が合併原 則の弊害で あ
る。
(2)吸 収原則
吸収原 則 とは,重 刑へ の軽刑吸収 の原則 に基づ いて,犯 罪者 の犯 した
数罪 に定 罪 ・刑 の宣告 を個 別 に行 って,そ の最 も重 い刑 を執行 すべ き刑
とす る原則 をい う。比 較 的軽 い刑 は,最 も重 要 な刑 に吸収 され るの で,
執行 され ない こ とになる。例 えば,甲 が三罪 を犯 して,そ の最 も重 い刑
が5年 の有期懲役 で あ るな らば,こ の5年 の有期懲 役 のみが執行 され7
他 の二罪 に言渡 された3年 ・4年 の有期懲役 は執行 され ない。 この方法
の弊害 は,一 定 の条件 下で犯罪 闘争 に不利益 を及 ぼす ばか りか,犯 罪 を
客観 的 に助 長 して しまう点 にあ る。なぜ な ら,最 も重 い犯罪 よ りも重 い
罪 を犯 さない限 り,別 罪 を何度重 ねて も全 て最 も重 い刑 に吸収 され る結
果,処 罰 され ないか らで ある。
(3)制 限的加重原則
制限的加重原 則 とは,犯 罪者 の犯 した数罪毎 に定罪 ・量刑 の宣告 を行
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罪量刑が な されるが,こ の別罪 による累犯の成立 はない。
(3)犯 罪 者の 犯 した数罪 は各定 罪量刑 が な され て刑 法 の併 罰原則 に
よ り執行刑 が決定 される こと 犯 された数罪 は
,刑 法 各則の規定 に依拠
して 一罪 ごとに罪名が確定 され量刑 された後 に
,刑 法総則 に定め る数罪
併 罰の原則 に従 って執行 刑が決定 されて判 決文 に明記 される
。一 人の犯
した数罪 か ら一部の罪 を除外 して しまうのは
,そ れぞれ定 罪量刑 した こ
とにはな らない。 そ うで はな く,総 括 的総 合的 な考慮 に よ り執行刑 を決
定 す る 「一括 評価」 の方法 が とられ る。 この ような方法で数罪併罰 の問
題 を解 決すれば・裁判官が 各犯罪 につ きどの ような定罪量刑 を行 い
,最
終的 に執行 され る刑 罰が どの ように確定 されたのかが 明確 にな り
fま た,
上級 の法 院 に よる監督審査 ,上 訴抗 訴事件 の処理 に有益 で もあ る。数罪
中の一罪 につい て,犯 罪不成立,定 罪不 明 で量刑不 当,公 訴時 効完成等
が発覚 して原判 決 を部分 的 に是正 す る必 要 があ る場 合
,上 級 の法 院は,
原判決 の どの部分 を維持 しどの部 分 を破 棄す るか を直接 決定 して
,原 判
決の 一部変 更の判 決 ・裁定 を下す ことがで きる。 これ に対 し,数 罪 中の
一罪が赦免 され た場 合 には
,赦 免 されたその罪 の刑 を原判決 の定 めた執
行刑 か ら除外 す れば足 り,原 判 決の変更 まで は必 要 ない。 この よ うに,
原判決 の法的効 力 に干 渉 しないこ とは,判 決 の安 定性 の保持 ・被 告人の
合法利益 の保障 ・社 会主義 法制の維持 に とって有利 である。
2.数 罪 併罰 〔併合罪 〕の原則
数罪併 罰 〔併合罪〕 の原則 とは,一 人 で犯 した数罪 に執行すべ き刑罰
を定 める際 に遵 守すべ き準則 をい う。 一人の犯罪者が 数罪 を犯せ ば
,併
合処罰が な される。 どの よ うに処罰 を併合 し,ど の ような原則 ・方法 に
従 って併 合処 罰す るか は,刑 罰 の正確 な適用 ,犯 罪の予防打撃 の問題 に
関 わるので・各国の刑法 学 と刑事立法 に共通す る問題 関心 となってい る
。
各異 なる学術 的観 点 と刑法立法例 は,次 の ように概括 しうる。
(1)合 併原則
合併原則 とはr相 加原則 とも呼 ばれ,有 罪必 罰 ・一罪 一刑 の原理 に基
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して,異 なる性 質の数個 の直接 客体 を侵害す るこ とに よ り・刑法 に定め
る異 なる罪名の数罪 を犯す ことをい う。す なわち,罪 名の異 なる数罪 で
あ る。例 えば,甲 が,部 屋 に侵 入 して比較 的多 額の現金 を盗取 した後 に・
熟睡 している若 い女性 を発見 したので,同 女 を強姦 した場合 である。 こ
の甲 は,二 つの故 意 に基 づ き二 つの独立 した犯罪行 為 を実行 してい る。
これ らは,窃 盗罪 ・強姦 罪の異 なる二つ の罪 名 に触 れ るので,異 種の二
罪 を犯 した ことにな る。
数罪併 罪 にい う数罪 とは,同 種 数罪 ・異 種数罪 の いず れで あろ うか,
あるい は,そ の両者 を意味 す るの だろ うか。 この問題 はTこ れ まで の刑
法理論 で激 し く議 論 されて きたq/。 現在 では,一 一般 的 に次の ように考 え
られ てい る。 判決 の言 渡 しか ら刑 の執 行 満 了 まで に発 覚 した 「余 罪」
〈漏 罪 〉,お よびその間 に犯 された新 たな犯罪 は,そ の判決で認定 された
犯罪 と同種 ・異種 の区別 な く,全 て数罪併 罰が適用 される。 それ以外 の
場 合 には,同 種数罪 に併罰 原則 は適用 されず,同 種 数罪は重 く処罰す る
量刑 の情状 となる。 したが って,数 罪併罰 が通常 適用 され るのは,異 種
数罪 のみ に限 られ る。
(2)犯 罪 者が判 決の宣告 または刑 の執行 満了 以前 に≡数罪 を犯す こ と
す なわ ち,併 罰 が適用 される数罪 は,判 決宣告 以前 または刑執行 中の段
階で行 われね ばな らない。 これ には,次 の二つの場合が ある。①判 決宣
告以前 に全数罪 が犯 され る場合。本罪 の公訴時効 が別罪の判決時 に既 に
完成 してい る場 合,ま たは,本 罪 の公 訴時効 は別罪の判決時 に完成 して
い ないが,本 罪 の発 覚時 にそ の公 訴時効 が既 に完 成 してい た場 合 には,
両 罪の併罰 は ない。② 判決宣告後刑執行満了 以前 に刑 を言渡 され た犯罪
者 が新 た な罪 を犯 した場合。 この数罪 は,一 罪 または数罪が判決宣告以
前 に行 われ,一 罪 または数罪が判決宣告以後刑執行 満 了以前 に行 われ る
場合で ある。刑 の執行 満了後 に行 われた新 た な罪 につ き定罪量刑 がな さ
れ る場 合,累 犯の条件 をに符 合す れば重 く処罰 され るが,既 に執行 の満
了 した刑罰 との併罰 は な しえない。刑 の執行満了後 に判決宣告 以前の 別
罪が発 覚 した場 合,そ の公訴時効が完成 してい なけれ ば別罪 について定
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(3)立 功 を示 した犯罪者の処罰
立功 の種類 の相違 は,犯 罪者の悔 悟の程度 ・社 会 に対す る危 害の程度
に も違 いがあ るこ とを反映 す るので,原 則 と してその処罰 に も差異 が生
ず る。刑法68条 は,一 般立功 の場合 には,軽 罰 または刑 の減軽 をな しう
る と し・重 大立功 の場 合 には,刑 を減軽 または免 除 しうる,と 定 め る。
また・犯罪後 に 自首 かつ重大立功 があ った ときは
,そ の刑 を減軽 または
免除 しなけれ ばな らない,と 定め る。
第3節 数罪併罰 〔併合罪〕
1.数 罪 併罰 〔併合罪 〕の概 念
裁判実務 にお いては,一 人の犯罪者が数罪 を犯す事件が常 に出現 す る
。
この ような事件 にどの よ うな刑 を科 すべ きかが
,数 罪併罰 〔併 合罪〕の
解 決す る問題 であ る。
数罪併罰 とは,一 人の犯罪者 によ り犯 され た数個 の犯罪 をそ れぞ れ定
罪量刑 した後 に,人 民 法院が法定 の原則 と方 法 に従 って執行 すべ き刑罰
を決定す ることをい う。
数罪併罰 には,次 の特徴 があ る。
(1)→ 人で数罪 を犯す こ と これが数罪併罰 の前提 で あ り,こ れが
欠け る と数罪併罰 はあ りえない。数罪 には,同 種 数罪 ・異種数罪 の二種
が ある。同種 数罪 とは,数 個 の故 意 ・過失 に基づ き
,独 立 した数個 の犯
罪行為 を実行 して,同 一性 質の直接客体 を侵 害す る ことによ り,刑 法 に
定 め る同…罪名 の数罪 を犯す こ とをい う。す なわ ち,罪 名の同一 な数罪
である。例 えば,甲 が,恨 み を晴 らす ため に乙 を殺 害 したが
,そ の行為
が 丙に 目撃 されたので 口封 じのため に丙 も殺害 した場 合であ る
。 この甲
は,二 つの殺 人の故意 に基 づ き二つ の殺 人行為 を実行 して
,他 人の生命
権 とい う同一性 質の直接客体 〔法益 〕 を侵害 してい る。 これ らは,同 一
罪名 の故意殺 人罪 に触 れるので,同 種 のこ罪 を犯 した こ とになる。異種
数罪 とは・数個 の故 意 ・過失 に基づ き,独 立 した数個 の犯罪行 為 を実行
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り明 らか になるか,又 は重要 な手掛 りを提供 して,こ れ に よ り他 の事件
が検挙 され た等の立功が あ った ときは,そ の刑 を軽 くし,又 は免 除す る
こ とがで きる。重大 な立功 があ った ときは,そ の刑 を減軽 し,又 は免 除
す る ことがで きる」 と定め る。 これ によれば,立 功 は 〔一般 〕立功 と重
大立功 の二種 に分 け られ る。
1)立 功 最高 人民 法院 「自首 ・立功 のある者 に対 す る法律 の具体的
適用 の若干 の問題 に関す る解釈」5条 は,次 の事情 の一つ に該当すれば,
立功 を認 定す る,と 定 め る。す なわ ちa① 犯罪者が 出頭後 に他 人の犯 罪
行 為 を告発 ・摘発す るこ と。共犯事件 の犯罪者 は,同 事件 の共犯 以外 の
犯罪 を摘発 して,調 査 に よ りその事実 が判 明す る と,こ れ に該 当す る。
②他 の事 件 を阻止す る重 要な手掛 りを提 供す る こと,③ 他 の犯罪者 の犯
罪活動 を阻止 する こ と,④ 司法機関 に よる他 の被疑者(同 一事件 の被 疑
者 を含 む。)の 逮 捕 に協 力す る こ と,⑤ その他 国家 ・社 会の利益 に著 し
い貢献 があ ることであ る。
共犯事件 の犯罪者 が,出 頭 後同一事件の共 同犯罪 を摘発 す るに とどま
り,同 事件 の共犯 以外 の犯罪 を摘発 しない場 合,立 功 にはな らない。 し
か し,情 状 を酌量 して軽 く処 罰す るこ とがで きる。
2)重 大立功 最 高人民 法院 「自首 ・立功 のあ る者 に対 す る法律 の具
体 的適用 の若干の問題 に関す る解釈」7条 は,次 の事情 の一つ に該当す
れば,重 大立功 を認定す る,と 定 め る。す なわち,① 犯罪者が他 人の重
大犯罪 を告発 ・摘発 し調査 によ り事 実 と判 明す るこ と,② 他 の重大事件
を阻止す る重 要な手掛 りを提供 して,調 査 に よ りその事 実が判明す るこ
と。③ 他 人の重大 な犯罪活動 を阻止す るこ と,④ 司法機関 に よる他 の重
大 犯罪の被 疑者逮捕 に協力 す るこ と,⑤ その他 国家 ・社会 のため に著 し
く重大 な貢献 があ るこ とで ある。
この 「重大犯 罪」お よび 「重大犯罪 の被疑 者」の基準 につい ては,被
疑 者 ・被 告 人の犯罪が無期懲役 以上の刑 に処せ られる こと,ま たはその
犯罪が本省 ・自治区 ・直轄市 ・全国規模 で重大 な影響 を与 えるな どの事
情 とされ るのが一般的 である。
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確実 な証拠 を 目前 に して供 述す る しかなか った場合 には
,そ の供述 は 自
白にな らない・犯罪者が犯罪後 。こ醸 にその犯行 を舶 したの であれ1ま
,
刑 法61条 の規定 によ り自白の程度 に応 じて情状 を酌量 し寛 大 に処理 す る
ことが で きる。
5.立 功
「立功 は犯罪 を償 い,大 きな立 功 は褒賞 を受 ける」。 これ は,我 々の
党お よび国家 の一貫 した刑事政策 であ り,懲 罰寛大結 合の基 本刑事政策
の重 要部 分 をなす。 わが国の1979年 刑法 は
,死 刑 執行 猶予 ・自首 ・減刑
等 の制度 に関す る規定 にこの刑事 政策 を体現 していた。 しか し,新 刑 法
は・一つの独立 した刑 罰制度 と して,こ れ らを専 門に定 め る特 別の条文
を設 けた。 これは,わ が国の刑 法史上初 の ことであ る
。刑事裁判 実務 の
経験 を科学 的 に総 括 し基礎 と して新 た に確立 された本 制度 は
,犯 罪者 に
よる他人 の犯行 の摘発 ・告発 を推進 し,事 件 を迅速 に解決 し,犯 罪者が
罪 を認 め て法 に服す る よう促 し,犯 罪者 を教育改 造す る上 で重 要 な意義
を有 している。
(1)立 功 の概 念
立功 とは・犯罪 者が検 挙逮捕後 に他 人の犯行 を摘発 す る こ とをい う
。
例 えば,共 犯事件 の犯罪者 が他 の行為 者の関与共 犯以外 の犯罪行為 を摘
発 し調査 して事実 と判 明 した場合,重 要 な手掛 か りの提供 によ り他事件
が解決 しえた場 合,司 法機 関 に よる他 の(共 犯者 を含 む)犯 罪者逮捕 に
協 力 した場合,拘 禁 中に他人 の犯罪 活動 を制止 した場 合 な どが
,こ れ に
あた る。立功 は,犯 罪 者 に よって行 われ る社会 に有益 な行 為であ る
。犯
罪者 の立功 を認定す る際 には,そ の発言 を聞 くだ けで な くその行動 を見
なければな らない。その 口先 だけでは足 りず,他 人の犯罪行為 を告発 し
な ければ な らない。他 人の犯 罪行為 を摘 発 す る実 際の行動 が な けれ ば
,
立功 を認 める ことはで きない。
(2)立 功の種類
刑 法68条1項 は,「 犯 罪者 がr他 人の犯行 を摘 発 して これが調査 に よ
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危 害結果 の大小 ・出頭 の時期 ・出頭 の動機 ・出頭 の客観 的条件 ・犯罪供
述 の程 度 な どを考慮 して区別 を行 い,軽 い刑 か刑 の減軽が決定 され る。
この うち,犯 罪が比較 的軽 い者 には,そ の刑 が免除 され うる。
自首 は,軽 罰 または減刑 され うるが,常 に軽 く処罰 され るわけで も刑
が減軽 され るわけで もない。 同様 に,犯 罪が比較的軽 ければ刑 を免 除 さ
れ うるが,常 にその刑 が免 除 され るわけで もない。僅 少ではあ るが特殊
な事情下 では,軽 く処 罰 されず刑が減軽 されず,犯 罪が比較的軽 くて も
刑が免 除 されない場合 もあ る。
(4)自 首 と自白 〈坦 臼 〉
通常,自 白 〈坦 白〉 とは,そ の犯行が既 に関係 組織 ・司法機 関に発覚
して,か つ審問 ない し強制措置 を受 け た後 に,被 疑者 ・被告 人がその犯
罪行 為 につい て事実 の ままに自供す る ことをい う。 自白 と自首 は・犯行
後 におけ る犯 罪者 の悔悟 の態度 とい う点 では同 じであ るが,悔 悟 の程度
に差異 があ るので,両 者 は刑 法理論 上異 なる概 念 である。両者 は,主 に
次の点で 区別 される。① 自首は 自発 的 な出頭供述 であ るが,自 白は受動
的 な供述 であ る。② 自首 は,犯 罪事実 ない し犯罪者が 司法機 関に未発覚
の段 階,あ るいは発 覚後 もなお審 問 ・強 制措 置 を受 けてい ない段 階で,
事実 の ままに 自己の犯行 を供述す るこ とをい う。これ に対 して・自白は,
犯行 が既 に関係組織 ・司法機 関 に発覚 し審 問 ・強制措置 を受 けた後 に,
その犯行 を事実 の ままに自供す るこ とをい う。③ 司法実務 では,自 首 ・
自白は,寛 大 に処理 され うる点で は同 じであ るが,自 首 は法 定情 状であ
り自白は酌量情状 にす ぎず,法 適用 の強制 力の点で異 なっている。 自白
の認定 の ため には,犯 罪者が どの ような事 情下 で犯行 を自供 したのかが
調 査解明 されねばな らない。関係組織 ・司法機 関 に発覚 して審問 ・強制
措 置 の後 に犯行 を如実 に 自供 した場 合,ま たはその犯行 と同一性 のある
他 の犯行 を自供 した場合 には,自 白が成立す る。 関係組織 ・司法機 関が
未 だ犯罪事実 を覚知 してい ないが,本 件 の事件 と関連す る犯罪行為 を行
った可能性 があ るため尋問 ・審 問 された結 果,犯 罪者が その犯行 を如実
に供述 したのであれ ば,自 首 を認 めねば な らない。 もはや否認 しえない
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この 「他 の犯行 」 とは,司 法機 関 に既 に発覚 してい る被 疑者 ・被告 人 ・
服役受刑者 の犯行 以外 の犯行 をい う。 これ には,同 一性 のあ る犯行 も同
一性 の ない犯行 も含 まれ る
。 しか し,立 法趣 旨 と裁判実務 の具体 的運用
か らすれ ば,司 法機関 か ら法的強制措置 を受 けた被疑者 ・被告 人が事 実
の ままに供 述 した司法機 関 に未発覚 の本 人の 「余罪」 とは
,司 法機 関が
既 に覚知 してい る事 実 とは同一性 のない他 の犯行,す なわ ち非 同一 の犯
行 とされている。例 えば,窃 盗 を犯 して強制措 置 を執 られた被 疑者 ・被
告 人が裁判過程で強盗 の犯罪事 実 を供述す れば,余 罪 の供述 となる。 そ
の供述 が司法 機関の覚知 している犯行 と同 一一性 ある他 の犯行 を内容 とす
る場合,す なわ ち窃盗 を犯 して強制措置 を執 られた者 が裁 判過程 で窃盗
の他 の犯罪 事実 を供 述 したので あれば,余 罪で はな く補充 的な供述 とさ
れ る。 この ような運用 の下では,自 首の効 力が及ぶの は,司 法機 関が未
だ覚 知 してい ない犯罪 の同一性 を欠 く他の 犯行 のみ に限 られ る。司法機
関が既 に覚 知 してい る犯行 または覚 知 され てはいないがそれ と同一性 あ
る犯行 につ いて,自 首は成立 しないが,軽 く処罰す るための情状 と して
は考慮 され うる。最高 人民法院 「自首 ・立功 のあ る者 に対す る法律 の具
体 的適用 の若干 の問題 に関す る解釈」 は,次 の ように定 めている。
「強制措 置 を執 られ た犯罪被疑 者 ・被 告 人または既 に判決 を受 けた者
が 司法機 関 に未覚 知の犯行 を供述 した と き9こ の犯行 が司法機関 に発覚
してい る犯行 または判決 で確 定 した犯行 と同… 性を欠 く場 合,自 首 と し
て処理す る。 これ らの者 が司法機関 に未覚知 の犯行 を供述 した と き,こ
の犯行 が司法機関 に覚知 してい る犯行 または判 決で確 定 した犯行 と同一
性 を有 す る場 合,情 状 を酌量 して軽 く処罰 し,供 述 にかか る同一性 あ る
犯行が よ り重 い犯行 である場合,一 般 的 に軽 く処罰 しうる」。
(3)自 首犯の処罰
刑 法67条 に よれば,自 首 した犯罪者 は,そ の刑 を軽 くされ または減軽
され うる。 これ は,全 般 的 な原 則 を定 めた規定 であ り,お よそ 自首 した
全 犯罪者 に適 用 され る。 自首犯 に対 す る具体 的 な刑罰 適用 に際 して は
,
犯行 の軽重 と自首の具体的 な情状,例 えば犯罪者 の主観 的悪性 ・犯罪 の
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次 の通 りであ る。
1)適 用対象 とな る既 に強制処分 を受 けた被疑者 ・被 告 人 ・服 役受刑
者 強制処分 とは,刑 事 訴訟法 第1編6章 「強制措 置」 に定め られ た召
喚 く拘佑 〉 ・保 釈 〈取保候軍 〉 ・住居監視 ・勾留 ・逮捕 な ど,被 疑者 ・
被告 人 に対す る五種 の処分 をい う。被 疑者 とは,公 安機 関が捜査 し予 め
立 件 して,検 察機 関が法 に よ り立件 して起訴す る事 件 の当事 者 をい う。
被告 人 とは,人 民法 院が審判す る事件 の当事者 をい う。 これ らの者 は,
既 に強制処分 の対 象 と して立件審理 された立場 にあ り,自 発的 出頭 にな
りえないので,自 首の要件 を本 来は充足 しえない。 この点が,一 般 自首
と異 なってい る。
2)司 法機 関に未発覚 の犯行 事実の供述 被疑者 ・被告 人等 は,強 制
処分や判決 ・刑罰 を受 けてい るか ら,自 己の犯行 の一部が既 に司法機関
に覚知 された こ とを知 ってい るため,そ の部分 の犯行 につい て 「如実 に
供述 す る」 こ とはあ りえない。それゆ え,そ の部分以外の犯行,す なわ
ち司法機 関 に未覚知 の犯行 を供述 した場 合 に初 めて,自 己の犯行 の真実
供述 とい う性 質が備 わ る。被 疑者 ・被告 人等が既 に自己の全犯行 が司法
機関 に覚知 された もの と誤信 して 自己の全犯行 を如実 に供述 したが,実
際 は司法機 関 にその犯行の一部 しか発覚 してい なか った場合 には,そ の
供述 が誤 解 に基づ くと して も,司 法機 関 には未発覚の犯行 を供述 したの
であれば,司 法機 関が知 らない犯 行 を事 実の ままに供述 した もの と認 め
るべ きで ある。逆 に被疑者 が,司 法機 関に発覚 しているのは一部 の犯行
にす ぎない と誤信 して全部 の犯行 を如実 に供述 したが,実 際は司法機関
には既 に全犯行 が発 覚 していた場合,司 法機 関 に未発 覚の犯行 の供述 に
な りえ ないが,寛 大 な処 罰 を行 う情状 の一 つ に なる と考 えるべ きであ
る。
3)司 法機 関に未発覚 の本 人の余罪事実 の供述 第一 に,供 述 内容 は,
本人の犯行で なければ な らない。本 人の犯行 ではな く他 人の犯行 を供 述
した場 合,立 功 と して処理 され て も,自 首 とは認 め られ ない。 第二 に,
供述内容 は,本 人の他 の犯行 でなけれ ばな らない。語意か ら理解す る と,
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2)自 己の犯行の事実 の供述 自己の犯行 を事実 の ま まに供述す る こ
とが,自 首 の最 も本質的 な特徴 であ る。 自己の犯行 を事実 の ままに供述
す る とは,被 疑者が 自発 的 に出頭 した後 に,自 己の主要 な犯罪事実 を如
実 に供述 す るこ とをい う。被疑者 が犯罪事 実の一部 について不実供述 を
し一部 に関す る供述 を しな くとも,犯 罪事 実の主要 な基本 的部分 を供述
して犯 罪の性質 と主 要 な情状 が解明 されたのであれ ば
,自 己 の犯行 を如
実 に供述 した もの と認 めるべ きであ る。 共犯事件 の被疑 者は,自 己の犯
行 を如実 に供述 す るほか,自 己の知 る当該事件 の共犯者 につい て も供述
しなけれ ばな らない。主 犯は,当 該事件 の全犯行 につい て責任 を負 うの
で,自 己が直接 実行 した全犯行 の ほかs自 己の知 る他 の共犯 者が関与 し
た共 同犯行 の事実 も供述 しなければな らない。被疑者が 出頭時 に自己の
犯 罪の供述後原供述 を覆 し犯 罪 を否認 した と きには,そ の供述 は 自首 と
認 め えない。 しか し,被 疑者が考 え を変 えて 自己の不実供 述 を覆す こと
は,許 されねばな らない。被疑者 が,自 己の犯行 を如実 に供述後 考 えを
変 えて 自己の犯行 を否定 し覆 したが,批 判教 育 を受 け て第一一審判決前 に
再度事実 を供述 すれば,な お 自首 が認め られねば な らない。
刑 法67条 は,「 捜査 ・裁判 を受 ける こ と」 を自首 の要件 と して明 定 し
ていない。 しか し,そ れ は,「 自発 的 に出頭 し,自 己の犯行 を事 実 の ま
まに供 述す る」 の文言 に含 まれ る意味で あ るので,自 首 に当然求め られ
る要件 である。
上記 の二 要件 は,自 首 に必 須の条件 であ り自首の原則 ・一般規則 と認
め られ る。
(2)特 殊形式の 自首
原則が あれば必 ず例外 があ り,一 般形態 があれ ば特殊形態 があ る。 こ
れは・事物 存在 の必然 的法 則で ある。 同様 に,自 首 に も原則形式 と特殊
形式 があ る。 この特 殊形式 の 自首 は特 別 自首 と呼 ばれ,こ れ につ いて刑
法67条2項 が,「 強制措 置 を執 られた犯 罪被 疑者若 し くは被 告 人又 は服
役 中の犯罪者 は,司 法 機関が認知 していない本人の余罪 を事実 の ま まに
供述 した ときは,自 首 とす る」 と定め てい る。 この 自首制度 の要件 は
,
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保護 に とって,重 要 な意義 を有 してい る。刑法67条 に よる と・ 自首 はa
一般 自首 と特殊形式 の 自首 すなわ ち特別 自首 の二種 に分 け られる。
(1)一 般 自首 の概 念 と要 件
自首 とは,犯 罪者 が 「罪 を犯 した後 に 自発 的に出頭 して,事 実の まま
に自己の犯行 を供述す る」行為 をい う。 この ような 自首 は,理 論 上一般
自首 と呼ばれ る。
自首 は,次 の二要件 を同時 に充足す る必要が ある。
1)事 件後 の 自発的 出頭 〈自劫投案 〉 自発的出頭 とは,犯 罪事実 と
犯罪被 疑者が司法機 関 に未発 覚の段 階,ま たは これ らの発覚後,犯 罪者
未尋 問 ・強制処分未執 行の段階 で,犯 罪者が公安 機関 ・検察機 関 ・裁判
機 関 に自発 的かつ直接 出頭す る ことをい う。犯行 が司法機 関に未発覚 の
段 階で,犯 罪者が挙動不審 ゆ えに関係組織 ・司法機 関か ら尋問教 育 され
て 自発 的に 自己の犯行 を自白 した場 合で も,自 発 的 な出頭 と認め るべ き
であ る。 なぜ な ら,関 係組織 ・司法機 関 による尋問教育 は,決 して刑事
訴訟 でい う尋 問 ・強制処分で はないか らであ る。
一般的 に
,事 件後 の 自発的 出頭 とは,犯 罪者 自身が公 安機関 ・検察機
関 ・裁判機 関 に自発的かつ直接 出頭 す るこ とをい う。 しか し,次 の場合
に も,自 発的 出頭 を認 め るべ きで ある。す なわち,犯 罪被疑者 がその所
在単位 や町村 の末端組織 またはその他 の関係責任 者 に出頭 した場合,犯
罪被疑 者が疾 病負傷 に よ り犯罪減軽結 果のため に代 出頭 を他 人 に委託 し
た り電信連絡 を入れてお く場 合,犯 罪後逃走 中に指 名手配追跡 を受 け る
過程 で 自発 的 に出頭 した場 合,犯 罪者 の出頭準備 が調 査で判明 した り現
に出頭途 中で公安機 関に逮捕 された場合等 である。
犯罪者 が 自発 的にではな く忠告 されて保護者や親友 と同伴 出頭 した場
合,ま たは公安機 関が被 疑者の保護者 ・親友 に通 知 し保護 者 ・親友が 自
発 的 に事件報 告 を行 って被疑者 を引 き渡 した場 合,こ の被疑者が 自己の
犯行 を事 実の ままに供述す れば同 じ く自首 と して扱 うべ きであ る。 しか
し,被 疑者が 自発 的な出頭 後 に逃走 した場合 には,自 首 とは認め られな
いo
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1)前 後両罪が いずれ も国家安全危害 罪であ るこ と 前 後両罪の一方
が 一般刑事 犯罪で あれば,国 家安 全危害罪累犯 を構 成 しない。一般 累犯
を構成す るか否 かはa一 般 累犯 の構成 要件 に基づ いて定 まる
。一般 累犯
の構成 要件 に該当すれ ば,一 般 累犯 を構成す る。
2)前 後両罪 に科 された刑種 とその重軽 は国家安 全危害罪累犯 の成 立
に影響 しない こと 両罪 ない しその… 方が拘留 ・管制 な ど有期 懲役 よ り
軽 い刑 を科 された として も,な お国家安 全危害罪累犯 を構成す る
。
3)前 罪 の刑 の執行満 了 または赦 免の後 に後罪 が発生 しなければな ら
ないが・ その時 間的制約 が な く何時発 生 して も国家安全危害 罪累犯 を構
成 す る こと 刑法 は,国 家安全危 害罪 累犯 の構 成要件 に対す る制約 を
,
一般累犯 よ りも緩和 してい る
。 なぜ な ら,国 家安全危害 罪はその性 質上
最 も重 大な犯罪 であ るので,反 国家の立場 を堅持 して再 び国家安全 危害
活動 を行 う犯罪 者には,断 固た る厳 しい打 撃 を加 えねば な らないか らで
あ る。
(3)累 犯の処 罰
刑 法65条1項 は,累 犯 は重 く処 罰 しなけれ ばな らない,と 定 める。 こ
れ は,次 の理 由 に基づ く。累犯 は,既 に刑 罰 を科 され必要 な法制教 育 に
よる労働 改造 を受 けて も悔 い改め ないで
,刑 の執行 満了 または赦免 の後
5年 以 内 に比較的重大 な犯罪 を再 び犯 した者であ る。 この こ とか らs累
犯 は,そ の主観 的悪性 が根深 く人身の危 険性 が極め て大 きいゆ えに
,そ
の改 造が困難 な ことが わか る。 したが って,累 犯 は,よ り重 い刑罰 を科
して初 めて,そ の改造 が有効 とな り犯罪予防 目的 を達成 しうる
。
4.自 首
刑法67条 に定め る 自首 は,刑 罰適 用 に重要 な制度 の一つであ り
,自 白
者寛 大反抗者厳 粛処罰 の政策 と懲罰寛 大結合の政策 を量刑 活動 に具体化
してい る。 この制度 を貫徹 す るこ とは,多 数犯罪者の救済改造,少 数犯
罪 者の孤 立打 撃,犯 罪者 の分化 瓦解,ま た,事 件 迅速調査解 明,正 確 時
宜 の刑事事件処理,犯 罪者 の効果 的打撃 ,人 民 と社会主義現代 化建設 の
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過失 に よる犯 罪は この限 りでない」 と定 め る。 この累犯が・一般 累犯 と
呼 ばれ る。
一般 累犯の構成 要件 は,次 の通 りである。
1)前 罪 と後罪の双方が 故意 犯であ るこ と 前後 両罪 ない しその一方
が過失 犯であれば,累 犯 を構 成 しない。
2)前 罪 と後罪 の 双方 が有期 懲 役以 」二の刑 に処すべ き罪で あ る こ と
前後両罪 ない しその一方が拘留 ・管 制 な ど有期懲役 よ り軽 い刑 に処せ ら
れ る ときは,累 犯 を構 成 しない・
3)後 罪 の発 生時期 が前罪の刑 の執行満了 また は赦免 の後5年 以内で
あ る こ と 後罪 の発 生 が前 罪 の刑執 行 期 間 また は仮釈 放期 間内で あれ
ば,累 犯 を構i成せず刑法71条 ・86条の規定 に よ り処理 され る。後罪の発
生が前罪 の刑 の執行 満了 または赦免 の後5年 を経 ていれ ば(5年 は含 ま
ない。),累 犯 を構成 しない。有期懲役の執行猶予 に処せ られ た犯罪者が,
猶予 期 間満了後5年 以内 に有期 懲役以 上の刑 に処すべ き犯罪 を再 び犯 し
た場 合 も,累 犯 を構 成 しない。 なぜ な ら,刑 法76条 に よる と,刑 の執行
猶予期 間内 に刑 法77条 の定 め る事 由 に該 当す るこ とな く同期 間 を満了す
れば,原 判決 の刑罰 は執行 され ないか らである。 前罪 の刑 が執行 され な
い以 上,「 刑罰 の執 行満 了」 はあ りえない。 よって,「 刑 罰 の執行 満了」
とい う累犯の必 要条件 が充足 され ないので,累 犯 を構成 しない。これ は,
極め て明 らか な道理であ る。
「5年 以 内」 の期 間計 算 について,既 に刑 を執行 または赦免 され た犯
罪者 は,刑 罰執行満了 の 日または赦免 の 日か ら,仮 釈放 され た犯罪者 は,
仮釈放の期 間満了の 日か ら起算す る。
(2)国 家安全危害罪累犯
刑 法66条 は,「 国家の安全 に危害 を及 ぼす 犯罪者 が,そ の刑 を執行満
了 し,又 は赦免 された後,い か なる ときで も国家 の安全 に危 害 を及ぼす
罪 を再 び犯 した と きは,す べ て累犯 とする」 と定 め る。 この ような累犯
が,国 家安全危害罪累犯 ない し特別 累犯 と呼 ばれ る。 この累犯 の構成 要
件 は,次 の通 りであ る。
74 神奈川法学第34巻 第2号2001年 (563)
危険性 を反映 し,社 会危害性 の大小 に影響 す るので
,量 刑 に も影響 を及
ぼす。例 えば,一 般 の公 私の財物 を窃取 して被 害額 もほぼ等 しい二人の
窃盗 犯 の うち,一 一方 は,楽 ば か り したが る大 食 いの怠 け者 で飲 食 ・買
春'賭 事の ため に何度 も窃盗 を重 ねて きた者であ ったが
s他 方 は,平 常
の態度 に問題 は な く今 回が初 めての窃盗 だった とす る
。初犯 は軽罰 の情
状 で はないが・両者 を比 較す る と前者 は後者 よ りも重 大であ る
。それ ゆ
え,前 者は量刑 に際 して後者 よ りも重 く処罰 されね ばな らない
。
6)犯 罪後の態度 「自白 した者 は寛大 に
,反 抗す る者 は厳粛 に」は,
わが国刑事政策 の基本 的内容 の一つ であ る
。犯罪者 の犯行後 の態度 が ど
うであ ったか。す なわち誠実 に 自白 して罪 を悔 い
,積 極 的 に盗 品 を返還
し,自 発 的 に損 害賠 償 したのか。 それ とも
r頑 強 に抵抗 し罪 を認 めず,
損害 も賠償 せず・ さらには犯罪 者同士結託 して庇護 し合い
,罪 証 を隠滅
したのか。 それ にr犯 罪者 の人 身の危 険性 とその改造の難度 が反映 され
る。犯行後 に自白 して罪 を認 め るこ とは,そ の人身の危 険性が低 く改造
が容易 な ことを示すの で・その刑 を軽 くす ることが で きる。これに対 し,
犯行後頑強 に抵抗 し罪 を認め ない ことは,そ の人身の危険性が大 きく改
造 困難 を示 して いるの で,重 く処罰 す る必 要が ある。犯行 後の犯罪者 の
態度 を考慮 しなければ,自 首 した者 を寛大 に処 理 し反抗 す る者 を厳 粛 に
処罰 しえな くなるので,犯 罪闘争 に不利 益 を及ぼす。
3.累 犯
累犯 とは・一定の処刑執行 満了後,ま た は刑赦免後 の一定期 間内 に.一
定の刑 に科 される罪 を再 び犯 した犯罪者 をいう。 わが国 の刑法 第1編4
章2節 は・累犯 に関 して明確 に規 定す る.こ の規定 によれば
,累 犯 は,
一般累犯 と国家安全危害罪累犯 とに二分 され る
。
(1)一 舟没累7巳
刑 法65条1項 は・ 「有 期懲役 以上 の刑 に処 せ られ た犯罪 者が
,そ の刑
を執行 満了 し・ 又は赦 免 され た後,5年 以 内 に有期懲役以上 の刑 に処す
べ き罪 を犯 した と きは,累 犯 と し,重 く処 罰 しなければな らない。但 し,
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1)犯 罪動 機 犯罪動機 の相 違 に応 じて,そ の社 会危害性 も異 なる。
一般 的 に
,犯 罪動機が卑劣 ・劣悪 なほ どに,主 観 的悪性 ・社 会危 害性 ・
改造 の難度 も高 まる。それ ゆえ,犯 罪動機 が さほ ど卑劣で ない犯罪者 よ
りも重い刑 罰が科 されねば ならない。例 えば,飲 食 ・買春 ・賭事 のため
に窃盗 を行 った者 には,家 庭経 済問題 の解決 が一時 困難 になったため に
窃盗 を行 った者 と比較 して被害 額が同 じで も,そ の 人身の危険性 ・社 会
危 害性 が大 きいので一般 的 に よ り重い刑 罰 を科 さね ばな らない。
2)犯 罪手段 犯 罪手段 の残酷狡猜 の相違 は,社 会危害性 の相違 を反
映す る。例 えば,同 じ殺 人で も刀で滅多斬 りに した り殺害後 に死体 を分
解 す るな ど特 に残酷 な手段 を用 いた者には,通 常 の殺 人犯 よ りもさらに
重 い刑罰が科 されねばな らない。
3)犯 罪時の環境条件,特 に当時の政治経済情勢 と社 会治安状況 犯
罪の社会危害性 は量刑 の根 拠 となるが,そ の大小 は犯罪の性質 だけで な
く外部条件 の影響 も受 ける。例 えば,地 震の被災処理期 間中 に強盗 ・強
姦 等 の犯罪 を犯 した場 合,そ の社会危害性 は平時の犯罪 よ りも大 きい。
また,社 会治安状 況が 良 くない状況下 で殺人 ・強盗 ・強姦等 の犯罪 を犯
す場 合 の社 会危害性 は,社 会 治安 が 良い状 況下 での犯罪 よ りも大 きい。
それ ゆえ,量 刑 に際 して は犯罪時 の環境条件 を考慮 す る必 要が あ り,国
家 の政治経 済情 勢 と社会治安状況 を無視 して事件処理 を閉鎖 的 に しては
な らない。
4)犯 罪対 象の事情 侵 害対象 の具体 的事情 が違 えば,そ の社会危害
性 に も差 異が生 じるので,科 すべ き刑 罰の軽重 も異 なる。例 えば,緊 急
対策 ・災害救助 ・軍用物 資の横 領 ・窃盗 は一般財物 の横 領 ・窃盗 よ りも
社会危害性が大 きいので,そ の刑 も相対 的 に重 くされねばな らない。
5)犯 罪者の一貫 した態 度 行 為者の犯罪 の成否 ・軽重 は,行 為 者の
一貫 した態度 では な く,行 為者の犯罪行 為 によって決せ られ る・行 為者
の平 時の態度 を定罪量刑 の根拠 とす るの は,正 しくない。 しか し,犯 罪
の性 質 と刑 罰 を決定す る際 に犯罪 者 の一貫 した態 度 を参考 にす るの は・
必 要 な ことであ る。行 為者 の一貫 した態度 は,そ の主観 的悪性 と人身の
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す 必 要 が な けれ ば,刑 法37条 の 規 定 に よ り刑 事 処 分 の 免 除 を言 渡 さね ば
な らな い。
重 処 罰 の 情 状,軽 処 罰 の 情 状 ,処 罰 減 軽 免 除 の情 状 に つ い て,わ が 国
の刑 法 は,明 確 な 具 体 的 規 定 を設 け て い る。 例 え ば,刑 法23条 は,「 未
遂 犯 は,既 遂 犯 と比 較 して その 刑 を軽 く し,又 は減 軽 す る こ とが で きる」
と定 め る。 また,刑 法279条2項 は ,「 人民 警 察 を詐 称 して詐 欺 を行 った
者 は ・ 前 項 の 規 定 に従 っ て重 く処 罰 す る 」 と定 め る 。 量 刑 に 際 して重
罰 ・軽 罰 また は刑 を減 軽 ・免 除 す る に は,刑 法 の規 定 に厳 格 に従 わ な け
れ ば な らない 。
前 述 の刑 法 に定 め る量 刑 情 状 に はr裁 判 官 に よ る刑 罰 裁 量 決 定 の制 約
とい う観 点 か らす る と,「(す る こ とが)で きる く可 以 〉」 ・ 「(しな け れ
ば)な らな い 〈庄 当 〉」 の二 つ の場 合 が あ る。 「で きる」 は相 対 的 か つ 選
択 的 で あ り,重 罰 ・軽 罰 ・刑 免 除 は人 民 法 院が 事 件 の 具体 的 事 情 に基 づ
い て決 定 す る。 しか し,立 法 の意 図 か らす れ ば,法 律 に定 め る 「で きる」
には,一 淀 の傾 向 が あ り,ご く一 部 の事 情 を除 い て
s通 常 は,重 罰 ・軽
罰 ・刑 免 除 す べ き もの と解 さ れ る 。 こ れ に 対 し,「 な ら な い 」 は 絶 対
的 ・硬 直 的 ・肯 定 的 で あ りs量 刑 に際 して重 罰 ・軽 罰 ・刑 免 除 を しな け
れ ば な らず,人 民 法 院 に は裁 量 の余 地 が ない 。 条 文の 中 に は 「重 く処 罰
す る」 と定 め る だ け で,「 で きる」 と も 「な らな い 」 と も定 め て い な い
もの もあ るが,こ の よ うな 規 定 は ,「 な ら な い」 す な わ ち 重 く処 罰 しな
け れ ば な らな い もの と解 す るべ きで あ る 。
2.酌 量情状
酌 量情状 とは,裁 判情状 とも呼 ばれ刑 法 の明文で定 めて はい ないが
,
刑 事 立法の精神 と司法実務 か ら抽象 的 に概括 されて量刑 時 に斜 酌考慮 さ
れる情状 をい う・ この情状 を量刑で考慮す るこ とは,事 件処理 の内容 の
向上 と適切 な量刑保 障 に重 要 な意義 を もつ。
酌 量情状 は多 種 多様 であ るが,最 も主 要 な もの を次 に概 括 的 に挙 げ
る。
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の法定刑 の下 限 よ りも短期 の刑 に処す こともで きる。法定刑 の下限が拘
留で ある とき,こ れ を減軽 して管制 に処 すのが前 者 の例 である。法定刑
の下 限が3年 の有期懲役 であ る とき,こ れ を減軽 して3年 に満 たない懲
役 に処すのが後者 の例 であ る。 しか し,後 者 の場 合,3年 の懲役 に処 し
てはな らない。 なぜ な ら,3年 の懲役 では,な お法定刑の限度 内であ っ
て刑 の減軽 ではないか らであ る。
刑 の減軽 には,次 の二つの場 合が ある。第一 は,犯 罪者 に法定の処罰
減軽情状 があ るため,そ の刑が減軽 される場 合であ る。第二 は,犯 罪者
に法定 の処罰 減軽情 状 はないがr当 該事 件の特殊事情 のため に法定刑 の
下限で もなお重 きに失 し減軽 が必 要 な場合,最 高 人民法 院の許可 を経 て
その下限 を下 回る刑 が科 され る場合 であ る。 この第二の場 合 に,そ の適
用範 囲 と適用 手続 の上で厳格 な制 限が加 え られ てい るのは,法 律 の厳粛
性 を維持 して不 当 な量刑 を防止 す るためであ る。
4)処 罰免除 〔刑 の免 除〕の情 状 処罰 の免 除 とは,犯 罪者 に有罪 を
宣告す る と同時 に,そ の刑 を免除す る ことをい う。刑 の免除 は,行 為者
の行為 が刑律 を犯 して犯罪 を構成 し,本 来 な らば処罰 されるべ きであ る
に もかか わ らず,処 罰免 除の情状 があ るために,単 にその刑 が免除 され
るにす ぎない。それゆ え,刑 の免除 と無罪 とは,根 本的 に異 なる。また,
刑 の免除 と刑事処 分の免 除は,行 為者 の行 為が犯罪 を構成 す るに もかか
わ らず刑 罰が科 されない点では同 じであ る。 しか し,刑 罰が科 され ない
理 由 に より,両 者 は区別 され る。刑 法37条 の 「刑事処 分免 除」の根拠 は,
「犯罪 の情 状が 軽微 なため,刑 を科す必 要 の ない」 こ とで あ る。 他方,
「処罰免 除」 の根 拠 は,法 定 の処罰免 除の情状 であ り,必 ず しも犯罪 自
体 の情状 が軽微 で ある ことを意味 しない。例 えば,自 首 に関す る刑法67
条 は,「 犯罪 が比較的軽い とき(軽 微 で な くともよい。)は,そ の刑 を免
除す る ことがで きる」 と定 め,こ の ことを示 してい る。 したが って,刑
を科 さない決定 をす る場合,処 罰 免除の情状 があ り,か つ刑 を免 除す る
必 要があれ ば,処 罰免 除の情状 に関す る刑法 の規定 によ り刑 の免除 を言
渡 さね ばな らない。 これ に対 し,法 定 の処罰免 除の情状 はないが刑 を科
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1)重 処罰 〔重 い刑〕 の情状 刑法62条 によれば
,重 処罰 とは,法 定
刑の限度 で重 い刑 を言渡す ことをい う。そ れは,重 くも軽 くも処罰 しな
い通常の情状 の下で言 渡 され る刑 と較べ て
,よ り重 く処罰す るこ とを意
味 す る。重 処罰 を 「最高刑 〈満貫 〉」す な わち法定刑 の上 限で の処 罰 と
解 した り・ また単純 に引 いた 「中線」 以上 が重処罰 rそ れ以 下が軽 処罰
とす る方法 も採 用 しえ ない。 なぜ な ら
,性 質 の等 しい事件 も,そ の社 会
危害性 が異 なれば処罰 の軽重 に も差異 が生 じるので
,法 定刑 の上限 に近
い刑罰 に処すべ き場 合 もあれ ば
,法 定刑 の下限 に近 い刑罰 に処 すべ き場
合 もあ る。 よ り重 く処罰す る情状 があ るか ら中線 よ りも重 く
,よ り軽 く
処罰す る情状 があ るか ら中線 よ りも軽 くとい うように
,区 別 な く一律 に
処罰 したの では,必 然 的 に重 罪 を軽 く処罰 して軽 罪 を重 く処罰す る誤 り
が,生 じるか らであ る。 しか も多 くの場 合r中 線 を定 め るこ とはで きな
い。例 えば,刑 法249条 は,「 民族 の仇恨 又は差別 を煽動 した者 は,そ の
情状 が重 い場 合,3年 以 下の有 期懲 役,拘 留,管 制又 は政治的権利 の剥
奪 に処 す る」 と定め ている。 この ように刑罰方法 に主刑 ・付 加刑の差異
があ る法 定刑の場 合,中 線 を定 め られない。
2)軽 処罰 〔軽 い刑〕 の情状 刑 法62条 に よれば
,軽 処罰 とは,法 定
刑 の限度 で軽 い刑 を言渡す ことをい う。重 くも軽 くも処罰 しない通常 の
情状 下で言渡 される刑 と対 比 される点 では,重 く処罰す る場合 と同 じで
あ るが,こ ち らは,そ れ よ りも軽 く処罰す る ことを意味 す る
。軽処罰 を
法定刑 の下 限での処罰 と解 してはな らない。現実 を起点 と して各事件 を
具体 的 に分析 し・事実 に即 した問題解決 を図 るこ とに よ り
,科 すべ き刑
罰 を決定 しなければな らない。
3)処 罰減軽 〔刑 の減軽 〕 の情状 刑 法63条 に定 める処罰 減軽 〔刑 の
減 軽〕 とは,法 定刑 の下 限以 下の刑 罰 を科 す こ とをい う。刑 法99条 が
「この法律 におい て,以 上,以 下,以 内 とは,そ の数 自体 を含 む」 と定
め ている ことか ら,刑 の減軽 の意味 は,法 定刑 の下 限 よ りも低 い刑罰 を
科 す こ とと解す るべ きであ る。刑 の減軽 の情状 を適用す る場合
,そ れぞ
れ異 なる法 定刑 の下限 に基づ いて,よ り軽 い別 の刑種 に処 す こ とも,そ
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位 ない し上級 主管 機関が酌量 して行政処分 に付 す る,と 定め る。後者 の
例 と して,刑 法232条 は,故 意 に人 を殺 した者 は死刑,無 期懲役 または
10年 以上 の有期懲役 に処す る,と 通常の場合 につ き定 め るが・比較的情
状が軽 い場合 には,よ り軽い3年 以上10年 以 下の有期懲 役の限度 で適切
な刑罰 を科す る,と してい る。
3)重 大 な情状 この量刑情 状 は,そ の適条 に定 め る数個 の具体 的量
刑 幅の範 囲で重罰 を決定す る根 拠 となる。例 えば,刑 法295条 は・犯罪
の方法 を伝授 した者 は5年 以下 の有期 懲役,管 制 または拘留 に処す る・
と定 めるが,そ の情状 が重大 な ときは5年 以上 の有期懲役 に処 し・ その
情状 が特 に重大 な ときは死刑 または無期懲役 に処す る,と 定め る。犯罪
の方 法 を伝授 した者 には,通 常 であれ ば5年 以下 の有期懲役,拘 役 また
は管制の 限度 で刑が 科 され る。 しか し,そ の情状 が重大 であれ ば,よ り
重 い5年 以上 の有期懲役 の限度 で相応 の有期懲役 に処せ られる。
4)特 に重大 な情状 通常,こ の情 状 は,そ の適条 に定 める数個 の具
体 的量刑 幅 の範 囲で,最 重罰 を決定す る根 拠 とな る。例 えば,刑 法341
条 は,国 家が 重点的 に保護す る貴重 で絶滅 のおそれのあ る野生動物 を不
法 に捕獲 ・殺 害 した者,ま たは この よ うな野生動物 お よびその製品 を不
法 に購 入 ・輸 送 ・販売 した者 は,5年 以下 の有期懲役 または拘留 に処 し・
罰金 を併科 す る,と 定め る。 しか し,そ の情状 が重大 な ときは・5年 以
上10年 以下 の有期懲 役 に罰金 を併 科 し,そ の情状 が特 に重 大 な と きは・
10年 以上 の有期懲役 に罰 金 ・財 産没収 を併 科す る,と してい る。情状 が
特 に重大 であ るこ とによって,10年 以 上の有期懲役 お よび罰金 ・財 産没
収 の併科 とい う量刑 の限度内 において,宣 告刑 が決定 され る。
これ らの量刑情状 を検討 して,処 罰の必要性の有無 お よびその適条 に
定 める具体 的な量刑 幅度内の どの量刑幅度 を適用 す るかの問題 を解決す
る ことが,適 切 な量刑の必要条件 となる。適用 され る具体 的量刑幅 の限
度 が不 当であれば,必 然 的 に量刑基準 の喪失 に至 る。
(2)一 定 の具体 的量刑 幅 の限度 で重処罰 ・軽 処罰 ・刑免 除 を決 定づ
ける情状 わが国 の刑法 には,こ の量刑情状 として次 の四つがあ る。
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て も・量刑 原則の逸脱 とな り量刑の妥 当性 が失 われ
,誤 審が発 生 して国
家 ・人民 の利益 が害 される。 人民 法院お よび裁判 官 は
,事 実 と法律 に忠
実 な量刑 原則 を自覚 的 に貫徹 し,絶 えず経 験 を総括 しつつ裁判実務 を行
うこ とによ り,量 刑原則 が遵守 される程度 を高め て,そ の職務 の質 と量
を保障 しなければな らない。
第2節 量刑の情状
量刑 の情状 とは,人 民 法院が犯罪 者の刑 罰 を裁量決定 す る際 に
,科 す
べ き刑 の軽重 また は免 除の根拠 となる事実 の事 情 をい う
。 量刑情状 は,
法定情状 と酌量情状 との 二種 に分 け られ る。
1.法 定情状
法定情状 とは,重 罰 ・軽 罰 ・刑 免除の量刑根拠 とな りうる事実事情 の
うち・刑法 が明文 で定め た もの をい う。法定情状 は,量 刑 にお ける位置
づ け と作用 に応 じて,さ らに二種 に分 け られ る。第一 は,刑 罰 を科す必
要性 の有無 お よび数種 の量刑 幅 〈量刑幅度 〉があ る場 合,具 体 的な量刑
幅の選択 を決定す る情状 であ る。第二は,あ る具体 的 な量刑 幅の限度で
,
厳 粛 な刑罰 ・寛大 な刑 罰 ・刑 の免 除いずれ に処す か を決定す る情状 であ
る。
(1)処 罰必 要性 お よび具体 的量刑 幅 〈量 刑幅度 〉を選択決 定す る情
状 この法定情状 と して,わ が国の刑 法 には次 の四つが ある。
1)軽 微 な情状 この情状 は,刑 事 処分免 除 の根拠 とな る。例 えば,
刑法37条 は,犯 罪が情状軽微 で刑 を科す必要 の ない ときは,刑 事処 分 を
免除 しうる,と 定 める。
2)比 較 的軽 い情状 この情状 は,他 の条件 と相 まって,不 科刑 を決
定す る根拠,あ るいはその適条 に定 める数個 の具体的量刑 幅の範囲 で軽
罰 を決定す る根 拠 となる。 前者 の例 と して,刑 法383条1号4号 は,個
人に よる横領 額5000元 未満 でその情状 が比較的軽 い と きは,そ の所在単
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(2)刑 法 を基準 とす る量刑
刑 法61条 は,犯 罪者 の刑罰 を定 め るにあた って,「 この法律 の関係 規
定 に より」判決 を下 さねばな らない と定め る。 これは,刑 法が量刑基準
になる こと,す なわち法 に依拠 した量刑 を意味 してお り,量 刑 にお ける
罪刑法定原則 を示 してい る。刑法の 関連規定 として,主 に次の諸規定が
ある。
1)刑 罰方法 ・刑罰制度 ・刑罰適 用条件 に関す る規定 例 えば,犯 罪
時 に18歳 未満 の者 お よび裁 判時懐 胎婦女への死刑不適用 の規定,国 家の
安全 を害 した犯罪者 に必 要的 に政 治的権利剥 奪 を付 加す る規定,累 犯重
罰規 定,自 首 した者 の軽罰減軽規 定,数 罪併 罰 〔併合罪〕 につ き管制長
期3年 ・拘留長期1年 ・有期懲役 長期20年 とす る規定等 があ る。 これ ら
の諸規定 に反す る量刑 は,違 法で ある。
2)具 体 的犯罪の量刑幅 に関す る規 定 刑 法 に定め る量刑幅 を任意 に
超越 す るこ とは許 されず,刑 の減軽 の法定情 状 を備 えない限 り,量 刑 幅
の限度 で刑種 を選択 して適切 な重 さの刑罰 を科 さねば な らない。法定刑
の上 限が無期懲役 の場 合 に,こ れ を超 える死刑 を適用 した り,そ の下 限
が有期懲役 の場合 に,こ れ を下 回 る拘留 ない し管制 を適用 しては ならな
い。罰 金 ・政 治的権 利剥 奪 ・財 産没収 の付加 が定 め られてい なけれ ば,
これ らの刑 の併科 も許 され ない。
3)重 処 罰 〔重 い刑〕 ・軽処罰 〔軽 い刑〕 お よび処罰 〔刑〕 の減軽免
除 に関す る規定 例 えば,聾 唖者 ・盲人の犯罪 を軽 く処罰 または刑 を減
軽 免除 しうる規定,過 剰 防衛 ・過剰避難 の刑 を減軽 免除す る規 定,予 備
を既遂 の刑 に照 らして軽 く処罰 または刑 を軽減免 除 しうる規定,未 遂 を
既遂 の刑 に照 らして軽 く処罰 または刑 を減軽 しうる規定,国 家機 関職員
の謳 告陥害罪 の重罰規定 などであ る。量刑 に際 しては,こ れ らの規定 を
厳 格 に執行 して適切 な量刑 を保障 し,懲 罰寛大結合政 策の精神 を体現 し
なければな らない。
犯罪事 実 を根 拠 と し刑事法 を基準 とす る ことは,わ が国 の刑法 の量刑
原則 を相 互 に補完す る不可分 な構 成部分 であ る。いず れか一方 を逸脱 し
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重異 なる量刑 の幅 を設 けた規 定であ る。情状 は,量 刑 の幅以外 に も,量
刑幅 の枠 内での処罰,そ れ を下 回 る処 罰,あ るいは処 罰免除 を決定づ け
る。そ れゆえ,人 民 法院 は,犯 罪性 質 を確 定 し,こ れ に どの条文 を適用
す るか によって量刑 の幅 を決定 した後 に,犯 罪の全情 状 を把握 した上で
その相違 に基づ き,量 刑の幅 の枠 内で処罰 するか,そ れ以下 で処罰す る
か,あ るいは処罰 を免 除す るか を裁量 しなければな らない
。量刑 に対す
る情状 の意義 を軽視 してその理解 ・区別 に注意 を払 わず
,各 情状 の異 な
る具体 的事件 に固定不変 の量刑 基準 をあ てはめ る と
,量 刑の妥 当性 が失
われ るこ とになる。
4)行 為 の社 会危害 の程 度の正確 な評価 行 為の社会危害 の程度 とは
,
行為 が社会 に与 えた危害 の大小 軽重 をい う。行為 の社会危害性 は犯 罪の
最 も本 質的 な特 徴で あ り,そ の社 会危 害の程 度 に よって犯罪 ・非犯罪 お
よび重罪 ・軽罪 が区別 され るの で,行 為 の社 会危害 の程度 は,科 刑 の是
非 と軽 重 を決定づ け る主要根拠 となる。行為 の社 会危害 の程度 は
,多 数
の主観 的 ・客観 的要素 に よって決定づ け られる。例 えば,犯 罪 の性 質 ・
情状 ・結果等 は,い ずれ もそれ を決定 づ ける重要 な要素であ る。そ れゆ
え,人 民法 院は,量 刑 時 に犯罪の社会危害 の程 度 を正確 に評価 しなけれ
ば な らず,こ う して初 め て行為者 に適切 な刑罰 を言渡 す ことがで きる
。
その評価が不 当であれば,量 刑 の軽重 に も偏 りが生 じる。
刑 法 は,犯 罪 の事実 ・性 質 ・情状 ・社 会危害の 四要 素 を量刑 過程 で考
慮 すべ きと定め ている。 これ は,事 案審理 におけ る裁判官 の正常 な思考
を科学 的 に概括 し,量 刑 の相 反す る二側面 を経験 科学的 に総括 した もの
であ る。裁判官 は,刑 事事 件 を審理 して刑罰 を定 め る際 には
,こ の四要
素 の相 互の関係 と相違 を客観的 ・全面 的 ・総合的 に分析 し,主 観性 ・片
面性 を忌避 しなければ な らない。
さらに,行 為 者の主観的悪性 の程 度,国 家 の政 治経 済情勢 ことに社会
治安情 勢等 も,犯 罪 の社会危害性 の程度 を決定づ ける重 要な要素 として,
科刑 の軽 重 に大 きな影響 を及 ぼす。 それゆ え,人 民法 院は,刑 罰 を裁量
決定す る際 に,こ れ らの要素 も無視 してはな らない。
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犯 罪事 実 は,量 刑 の物 質的基礎 となる。犯罪事実 な き量刑 は,そ の客
観的基礎 を失 う。事 実解 明 を前提 と して初 めて,行 為者 の行為が犯罪 を
構成 す るか否 か,ど の ような性 質の犯罪 か,刑 罰 を科す必要が あるか否
か,ど の ような刑 罰 に処すべ きかが,確 定 され うる。刑事裁判実務 で誤
審が生 じる重要 な原 因の一つ として,犯 罪事実 を精査 して認定 せず,犯
罪事 実 に基づ く量刑 原則 を遵守 しない こ とが 挙げ られ る。 したが って,
適 正 な量刑 に まず必 要 な こ とは,真 実 を深 く解明す る調査検討 を行 い,
犯 罪事実 を明確化 す ることであ る。
2)犯 罪性 質の正確 な認定 犯罪 は複雑多様 な社会現 象であ り,各 犯
罪 間には量 的関連 も質的相違 もある。犯罪 の性 質が異 なれ ば社会危害性
の大小 も異 な り,処 罰 の軽重 に も区別 が生 じる。 したが って,量 刑 に際
しては,解 明 され た犯罪事実 を基礎 として犯罪構成 の理論 お よび刑 法の
関連 規定 を運用 して,犯 罪性 質の認定す なわち行 為者 の行 為が何 罪 を構
成 しどの罪 名かの認 定 を正確 に行 わなけれ ばな らない。通常 我 々が問題
の性 質決 定の正確性 とい う場合,そ れは主 に罪名確定の正 しさを意味す
る。犯罪性の正確 な認定 すな わち性 質決定 の正確性 は,適 正な量刑 の前
提 条件 となる。定罪が正確 で なけれ ば量刑 も不 当 とな り,刑 事裁 判実務
で発生す る誤審 の主要原 因は,性 質決定が不正確 な点 にある。
3)犯 罪情状 の把握 犯罪の情状 には,二 種類 の ものがあ る。第一 は,
犯 罪の性 質 に影響 を及ぼす情状 であ り,こ の犯罪構成 に不可 欠 な要素 は
定 罪情状 と呼 ばれる。第二 は,量 刑情 状で あ り,犯 罪性 を決定 づ ける基
本 的事 実 では な く,犯 罪 の社 会危害 の程度 に影響 を及 ぼす事実 をい う。
この事 実 は,犯 罪 性 を決定 づ け ないが,量 刑 の軽 重 に影 響 を与 える・
我 々のい う犯罪 の情状 とは,こ の量刑情状 であ る。 犯罪 の性 質が同 じで
も情 状が異 なれば,刑 の軽重 に も違いが生 じる。 わが国の刑法 は,犯 罪
の情状 の相違 に基づ い て,同 一の犯罪 に異 なる量刑 の幅 を設 けてい る。
例 えば,刑 法232条 は,「 故意 に人 を殺 した者 は,死 刑,無 期又 は10年 以
上 の懲役 に処す。情 状が比較 的軽 い ときは,3年 以 上10年 以下 の有期 懲
役 に処 す る」 と定 める。 これ は,故 意殺 人罪の情状 の相違 に応 じて,軽
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2.量 刑 の一般原則
わが国 の刑 法 は・「事 実 を根 拠 と し法律 を基準 とす る」 の裁判 実務指
導原則 お よび罪刑 法定 ・法 の下の平等 ・罪刑 相 当の三原則 に基づ い て
,
わが国の刑 事裁判実務 の具体 的状況 と経験 とを結 合 して
,遵 守 すべ き量
刑 の一般原則 を明定 した。 す なわ ち刑 法61条 は,「 犯罪者 に対す る刑罰
の決定 にあたっては,犯 罪 事実,犯 罪 の性 質,犯 罪 の情状及 び社 会 に対
す る危 険の程度 に基づ いて,こ の法律 の関連規定 に より判決 を下 さなけ
れ ばな らない」 と定め る。 この原則 を量 刑活動 で貫徹す るため には
,第
一 に犯罪事実 に基づ いた量刑
,第 二 に刑法 を基準 と した量刑が 堅持 され
ねばな らず,そ のいずれ も疎 か に してはな らない。
(1)犯 罪 事実 を根 拠 とす る量刑
犯罪事実 を根 拠 と して,証 拠 に よる調査検討 を重視す る こと
,ま た 自
白 〈口供 〉を軽信せず その強 要 を厳 禁す る ことは,わ が党の一貫 した政
策で ある。犯罪事 実 に基づ く量刑 は,す べ て事実 を出発点 とす るわが党
の優れ た伝統的態度 を刑 事裁判活動 に体現 した ものであ る
。犯罪事実 に
基 づ く量刑 の原則 を堅持 す るため には,犯 罪者 への刑 罰決定 にあ た り,
犯罪 の事実 ・性 質 ・情 状 ・社 会的危害 の程度 を根拠 に して
,充 分 に信 頼
しうる事実 を基礎 と して量刑 を行 うことによ り
,不 確 実 な犯罪事実 に起
因す る誤審事件 を回避す るこ とが求め られ る。
犯罪事実 を根 拠 とす る量刑 は,次 の基本 内容 が具体 的 に要求 され る。
1)犯 罪事実の精査解 明 広 義の犯罪事実 とは,あ る行為 の犯罪構 成
事実 とその軽 重の程度 との相互 関係 ・相互作用 の現 実的状況 を示す客観
的 な存在 をい う。刑 法6ユ条 に定 める 「犯 罪事 実 ・犯罪 の性 質 ・犯罪の情
状 ・社 会的危害 の程度」 の四事 実が これ にあた る。 これに対 し,狭 義の
犯罪事実 とは,犯 罪構成 要件 の基本的事実sす なわ ち,犯 罪 の主体.客
体 ・主観 面 ・客観面 の事実 をい う。 「重大 な情 状」 を構成 要件 とす る犯
罪 で は,犯 罪 の情状 も犯罪事 実 に含 まれ る。 この ような情状 は
,刑 法理
論 では定罪情状 と呼 ばれる。本 書で犯罪事実 とい うとき,そ れは狭義 の
犯罪事実 を意味す る。
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第21章 量 刑(魏 克家)




量刑 とは,人 民法 院が法 によ り犯罪者 に刑罰 を裁量決定 す る活動 をい
う。量刑 と定罪 〔犯罪の確 定〕 は,い ず れ も刑事裁 判活動 の根本 をな し
てお り,人 民 法院が定罪 を基礎 と して犯 罪者 に刑 罰 を科す ことの是非 と
刑 の種類 ・程 度 とを決定 す る。
定罪 は,量 刑 の基礎 と前提 をなす。定罪 な くして量刑 はあ りえず・定
罪 を誤 れば必 然的 に量刑 も不 当 とな る。 しか し,定 罪 と量刑 は刑事裁判
活動 の異 なる段 階 であるので,定 罪が正確で あって も量刑が常 に適切 に
なる とは限 らない。 しば しば司法実務で は,定 罪 は正確 であ るの に,量
刑軽重 の偏 った事案 が発生 してい る。 それゆ え人民 法院 は,そ の刑事裁
判 活動 で定 罪のみ な らず量刑 も重視 しなけれ ばな らず,特 に定罪後 は量
刑 中心 の刑 事 裁判 活動 を よ り深 く詳細 に展 開 して,適 切 ・公正 ・合理
的 ・効果 的な量刑 を保障 しなければな らない。
適切 な量刑 は,刑 事裁判 の質 と量 を検証す るための重要 な基準 となる。
適切 な量刑 は,社 会 主義法制 度 を擁護iして国家 と人民 の利益 を保 障す る
こ と,ま た,打 撃 を少数の犯罪者 に とどめて孤立 させ るこ と・多数の犯
罪 者が罪 を認 め て法 に服従 し改造 を受 け入れ て新 た な人生 を歩 むこ と・
さ らには,犯 罪 と闘争す る人民大衆 の積極性 を引 き出す ことに とって重
要 な意義 を有す る。人民 法院 お よび刑事裁判担 当者 が刑事事件 を審理す
る際 には,国 家人民の利益保護 を出発点 として,極 めて慎 重 な態度 と何
事 に も影響 されず に法 を執行 す る精神 とで量刑 を行 わな けれ ばな らな
い。 こ う して,ま さに 「正確 な認定 と適切 な量刑 によ り,無 実 の者 を罰
さず犯人処罰 を免 れ させ ない」 ことが で きる。
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(3)行 政的処分。主 に主管官庁 が命 じる行政処分 をい う。
主管官庁 による行 政処分 とは,人 民法 院が事件 の事情 に基づい て犯罪
者 の所 在行 政単位 に行 政処分 の司法建議 を提 出 し,こ れ を受 けた主 管行
政単位が犯罪者 に適切 な処分 を命 じる方法 をい う。
主 管官 庁 に よる行 政 処分 は人民 法院 の 司法建 議 に基づ い て行 われ る
が,こ の点が他 の行政処分 にみ られない特徴 であ る。また,こ の処分 は,
主 管行 政単位 に よ り決定 ・遂行 され る。行 政処 分 には警告 ・罪 過記 録
〈i己辻 〉 ・除 名 な どが あ り,そ の 間 にはそ の重 さの程 度 に違 いが あ る。
したが って,人 民法 院は犯 罪の性 質 ・危害 の程 度 ・犯罪予防 の必要性 に
応 じた司法 建議 を提 出す るが ,こ れ を判 決文 に記載 しては な らない。 な
ぜ な ら,人 民法 院の判 決は,ど の ような行 政処 分 も直接 には行 い えない
か らであ る。
(1)最 高人民 法院 『司法 文書選編』(1989年5月) 。
(2)最 高人民 法院 『司法便覧』第3巻262～263頁 。
(3)隊 光中 主編 『刑 事訴 訟法学 〈新版 〉』(中 国政法大学 出版 社1996年12月 第1
版)412頁 。
(4)肖 揚 主編 『新刑法学』(中 国人民 公安大学出版社)163頁 よ り引用
。
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害性 を分析 して犯 罪者が更 生 に努 め再 び犯罪 を犯 さない よう命令 す る。
他 方で は,被 告 人の犯 罪行 為が軽微 で刑事処分 を科 さない こ とを明 らか
に しなければ な らない」 とされ る。 この回答 は,訓 戒 の内容 と執行方式
について拘 束力 ある明確 な解釈 を与 えた。 これ は,司 法実務 の総括 であ
る とともに,司 法実務 での具体 的 な法創造 と認 め られ る・実 務で は・訓
戒が非刑罰 的処理方法の一種 と して,情 状 が軽微 で判決が不要 な犯罪者
に適用 され る ことに よ り,感 化教育効 果が得 られ,さ らに犯罪 の予 防減
少 を促 進 させ るこ とが明 らか に され ている。
2)改 俊 の誓約 〈具拮悔迂 〉
改俊 の誓約 とは,人 民法 院が犯 罪の情 状が軽微 で刑 を科 す必 要の ない
者 に対 し,書 面 によ り改俊 を約束 させ,再 び犯罪 を起 こ さない よう命令
す る教育処分 をい う。改俊誓約 を適用 す るには,次 の二条件 を満 た さね
ば な らない。① 適用対 象は刑事 処分 を免除 しうる者 であ るこ と。刑罰 を
科すべ き者 お よび犯 罪 を構成 しない者 には,改 俊 誓約 が適用 され ない。
② 事 件の事情 に基づ き,犯 罪分者 に書面 に よる改俊 の約 束 を命ず る必要
のあ るこ と。実務 では,わ が国の特 色あ るこの非刑罰 的処分 の方 法 に よ
り,刑 事 処分 の免 除 され る一定 の 見識 あ る犯罪者 に,比 較 的良好 な教
育 ・予防効果 を発揮す る ことが 明 らか にな ってい る。
3)謝 罪 く賠礼 道漱 〉
謝罪 とは,犯 罪 の情状 が軽微 で刑 を科す必 要の ない者 に,そ の法廷 に
おいて被 害者 の面前 で公然 と自己の誤 りを認 めて遺憾 の意 を表示す るよ
う,人 民 法院が命令 す る教 育処 分 をい う。
謝罪の適用対象 は,前 述の教 育的処理方法 と同 じであ る。両者の違い
は,犯 罪者 が法廷 におい て被 害者 の面前 で公 然 と自己の誤 りを認 め て・
遺憾 の意 を表明す る点 にあ る。 したが って,被 害者 に精神 的苦痛 を与 え
た情状軽微 な犯罪者 にとって,こ の教育処分 の適用 は比較 的大 きな効果
が ある。 この謝 罪は,犯 罪者の悔悟 ・再 出発 を促 して,教 育や戒告 の 目
的 を達 成す る。犯罪者 に改俊 ・再 出発 を促 す 一方,被 害者 を一定程 度慰
め,そ の精神 的苦痛 を回復 ・安定 させ て,矛 盾激化 を防止す る。
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ない。
経済 的損害賠償 は,そ の性 質上 一種 の民事的 強制処 分であ るが
,そ れ
が犯罪行為 に よ り生 じたのであ るか ら
,刑 法 に基づ く民事賠償責 任で あ
る。 この よ うな事 件 を処理す る場 合 には
,刑 法 の総則 ・各則 の規定 を総
合 し,犯 罪者 にその合法財産 に よる優先 的な民事賠償 責任 を負 わせ る
。
2)損 害賠償
損 害賠償 は,人 民 法院が犯状軽微 で刑 を科す必要 が ない犯罪者 に被害
者へ の一定額の金銭支払 を命 じて被 害者 の犯罪損害 を補填す る処分 をい
う。
刑 法37条 の規定 によれば,損 害賠償 は刑事処 分の免除 を前提 とす る処
理方法 であ る。 したが って,こ の損 害賠償 と経 済的損害賠償 は,次 の点
で区別 される。①適用対 象が異 なる。損害賠償 の適用対象 は法 によ り刑
事処分 を免除 された者 であ るが,経 済的損害賠償 は法 に よ り刑罰 に処せ
られ た者 に適用 され る。② 処理 の結果 が異 なる
。損 害賠償 が命令 され る
条件 は,犯 罪の情状が軽微 で刑罰 を言渡す必 要が ない こ とであ り
}被 告
人は損害 を賠償 す るのみ で刑罰 を言 渡 され ない。 これに対 して,経 済的
損 害賠 償の適用条件 は,犯 罪が比較 的重大 で刑 罰 を科す必 要があ るこ と
であ り・被告 人は刑罰 を科 され る と同時 に賠償 も行 う
。つ ま り,被 告 人
は,刑 罰 と賠償双方 を負担す る。
(2)教 育的処分。 これには次 の三種類 があ る。
1)訓 戒
訓 戒 とは,人 民法 院が犯罪の情状軽微 で刑 を言渡す必要 のない者 に対
し,そ の法廷 において公 に口頭 で謎 責す る教 育処分 をい う
。
訓戒の適用対象 は損 害賠 償 と同 じであ り,た だその処罰 の内容 が特殊
である。最 高人民法 院は,1964年1月18日 の 「訓 戒 に関す る回答」 で次
の ように指摘 した。 それ によれ ば
s「 人民法 院 は,情 状 の軽微 な犯 罪者
に対 して・刑罰 を科す必 要は ないが裁判 しなけれ ばな らない と認 め る場
合 には・ 口頭 で訓 戒 を行 う。 その際 には,事 件 の具体 的状況 に基づ き,
一方で は
・犯罪者 の違 法 な犯罪行為 を厳 し く指摘 す る とと もに,そ の危
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罰 の性 質 を もたない。非刑罰 的処理方法 は,人 民法 院が事 件 を解決す る
処理方法 の一種 であ り,刑 法総 則の 「刑 罰」 の章 に規定 され た事実 は,
それが刑罰 と密接 に関係す る ことを示す と ともに,我 々が刑罰 に続いて
非刑罰 的処理方法 を説 明す る理 由 に もなってい る。ここで指摘すべ きは,
非刑罰 的処理方法 は,刑 罰で はないが相互 に接 点があ り,各 領域の法 と
協調 して社会主義法制 を維持促進す るこ とに よって,ま た被 害者 の合法
権 利の保護 と犯罪者 の教育 によって}そ の矛盾激化 の防止 に重要 な役割
を果 たす こ とであ る。同時 に,人 民法 院が軽微 な犯 罪 に対す る非刑罰化
を実行 す る法律 上の根拠 も提 供 してい る。
2.非 刑罰 的処理方法 〔非刑罰 的処分 〕の種類
刑 法36条 ・37条の規定 に よれ ば,非 刑罰 的処分 の方法 には,次 の三つ
が あ る。
(1)経 済 的処分。 これには,次 の二種類が ある。
1)経 済的損害賠償
経 済的損 害賠償 とは,人 民法 院が法 によ り犯罪者 に刑罰 を科す と同時
に,そ の犯罪行為が被害者 に与 えた経済的損害 の程 度 に基づ いて情状 を
酌量 し,被 害者へ の一定額 の金銭賠償 を命 じる処分 をい う。
刑 法36条 は,「 犯罪行為 に よって被害者が経 済的損害 を被 った ときはs
犯罪者 に対 して法 に よる刑事処罰 を科す ほか,状 況 に基づ いて経 済的損
害賠 償 を言渡 さなけれ ばな らない。民事損害 賠償責 任 を負 う犯罪者 は,
同時 に罰金刑 に処 せ られ,そ の財産が全部 を支払 うの に足 りない とき・
又 は財 産の没収 に処せ られ た ときは,ま ず被害者 に対 す る民事損 害賠償
責任 を負 わ なければ ならない」 と定 め る。
これ に よる と,経 済的損失 の賠償 を言渡す には,次 の二要件 を満 たさ
ねばな らない。第一 は,被 害者 の経済 的損失 が被 告人の犯罪行為 に よっ
て加 え られ,経 済的損害 と犯罪行為 との間 に因果 関係 が存在 す る こ と・
第二 は,適 用対 象が法 に よ り刑 に処せ られ た犯罪者 であ る ことであ る。
適用対 象が法 に よる刑 事処分 免除者 な らば,経 済的損害賠償 は適用 され
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に対す る国外追放 のrra｠は ・ わが 国の徽 内 にお ける国家 ・人民の利益
に対 す る継 続的鰭 の防止 に有効 な措 置 であるばか りか洞 家主擁 持
を具体 的 に体現 す る もの で もある。
刑法35条 の規定 に よれば,国 外 追放 は独立 または付加 して適用 され う
る・その具体的適用 に際 しては
,犯 罪 の性 質情状 ・犯罪者 の情 況.両 国
間の関係.外 交闘争の必要性 を考慮 しなけ矛tばな らない
.犯 罪が比較的
軽 く醐 懲役 には至 らないが国夕玉追放の腰 があ る者 には
s国 外追放 を
独立 して翻 す る・犯罪が比較 的重大 で醐 懲役 に処 すべ 緒 には
,国
外 追放が付加的 に翻 され る・独 立的適用 か付 加的適用 か を問 わず填
重 で なけれ ば な らない・刑 法 に定 め るr国 外 追 放 しうる」 は
,「 す る」
ではない。 ここにその意図が体現 されて いる
。
刑法 の酬 追放 と 「中華人民共和 国夕掴 人 入出国管理 法」 の国外 追放
とは,区 別す る必 要が ある。両者 の相違 は
,次 の点 にあ る。① 性質 が異
なる。前者 は,刑 罰 方法の一種 であ り
,わ が国の国境 内で犯罪 を犯 した
外 国人 に翻 され る・後 者は,行 政処分の鍾 であ り,外 国 人入出国管
理法の規定 に違 反 して情状 が比較 的重大 な外国 人に適用 され る
。② 主管
機 関お よび判決手続 が異 なる・前 者は,人 民法院 が刑事 訴訟法の手続 に
従 って判決 を行 う・ これ に対 し,行 政処 分 と しての国外追放 は,地 方公
安機 関が関連規定の手続 に従 って公 安部1こ報告 し
,公 安 部がその決定 を
下す。③ 執行時 間が異 なる。人民法 院の判決 で国外 追放 を独立 して適用
す る場 合 に は・判 決綻 日よ り執 行 され
,付 加 的 に翻 す る場 合 には,
主刑の執行終 了 日よ り執行 され る.こ れ に対 して訟 安機 関 による国外
追放 の適用 は,公 安部 による決定後直 ちに執行 され る
。
第4節 非刑罰的処理方法
1。 非刑罰的処理方法 〔非刑罰 的処 分〕の概 念
非刑罰的処理方法 とは・ 人民法 院力{犯罪者 に適用す る刑罰 以外の処分
の総称 をい う・刑法 に定 める荊 旺罰的処理方法 は
,刑 罰で はなレ・の で刑
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で,一 定 の順序 に従 って弁済 される こと・ また・没収 財産 に犯罪者が不
法 に占有 した公民個 人の財 産があれ ば,原 所有者の請求 に よ り審査 した
上で事実が証明 されれば,そ れ を原所有者 に返還す る。
財 産 を没収す る際 には違 法開 昇の追徴 お よび禁制 品の没収 との囲U
が問題 とな る。刑 法64条 に よれ ば,犯 罪者が違 法 に獲i得した全 財産 は,
これ を追徴 しまたはその賠償 を命 じなけれ ばな らない。犯罪者が犯 罪 を
手段 と して獲得 した財 物 は,本 来 的に犯罪者 の所有 に属 さない。 したが
って,追 徴 ・賠償 を命 じて,損 失 を受 けた公私の財産 の原状 回復 を しな
けれ ばな らない。 この ように,違 法所得追徴 と財 産没収 とは性 質が異 な
る。 また,財 産没収 は禁制 品没収 とも異 なる。禁制 品の没収 には,二 つ
の場合が ある.第 一 に,行 政的強帯[1措置 と して,銃 器 藻 物 ・顯 物 等
その所有 を法律が禁止す る物 品等 の没収があ る。第二 に,刑 事訴訟 の強
制措 置 と して,貨 幣偽造 の道具 ・殺 人の凶器 な ど犯罪者が犯罪 に使 用 し
た物 品の没収 があ る。
財産没収 の判決 は,そ れが付 加的適用 か独立 的適用 か を問 わず,人 民
法 院が執行 し,必 要 があれば公安機 関 と合 同で執行す る。
4.国 外追放 〈駆逐 出境 〉
国外追放 〈駆逐 出境 〉 とは,犯 罪 を犯 した外 国人 に中国国境 か らの離
脱 を強制す る刑罰方法 をい う。
刑 法35条 は,「 罪 を犯 した外 国人 につ いて は,国 外 追放 を独 立 して適
用す るか,又 は付加 して適用す る ことがで きる」と定 める。外 国人 とは・
外 国国籍 を有す る者 お よび無国籍の者 をい う。国外追放 は・犯罪 を犯 し
た外 国人 にのみ され,普 遍的 に適用 される性 質の もので はないので,わ
が 国の刑法 は,刑 罰体 系外 に国外 追放 に関す る専 門条項 を設 けてい る。
国外 追放 は,特 殊 な刑 罰方 法 と して,国 家主権 との関連性 を有す る。
わが国 は,独 立 の主権 国家の一 つであ る。わが国 の領土 内におけ る外 国
人の犯罪 には,外 交特 権 ・外 交免除権 ゆえ に外交 手段 を通 じて解決 され
る場合 を除 き,わ が国の刑法 が一律 に適用 され る。犯 罪 を犯 した外 国 人
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また同条 は・「財産没収 の判 決 を下す ときは,犯 罪者の家族が所有 し,
又は所 有すべ き財産 を没収 してはな らない」 と も定め ている
。 ここでい
う 「犯罪 者個 人の所有す る財 産」 とは,犯 罪者本 人が所有す る財産 お よ
び他 人 との共有財 産の法 に基づ く持 分 をい う。具体 的事件 を処 理す る場
合,犯 罪者 個 人の所有財 産かf家 族 ない し他 人の所有財産 か を厳格 に区
別 しなけれ ばな らない。法 によ り犯罪者個 人の所 有財 産であ る と確定 し
て初 めて,こ れ を没収で きる。財 産の…部 ・全部 のいずれ を没収す るか
は,人 民 法院が犯罪 の性 質 と情状 に基づ いて裁量 し
,判 決文 に没収財 産
の名称 と数量 を具体 的 に明示 して執行 しなけれ ばな らない。財産 の全部
を没収す る場 合 には,犯 罪者 お よびその扶 養家族 に必 要 な生活費 を保留
す る必 要が ある。これ は,裁 判実務の経験 か ら定 め られた新規定 であ り
,
財産 没収刑が よ り完 全化 したこ との現 れで もあ る。その根拠 は
,よ り良
好 な犯罪 者の改造 と社会的安 定の維持 にあ る。
犯罪者 の家族 が所有す る財産 または所 有すべ き財 産 には,二 種類の も
のがあ る。 第一一は,犯 罪 者の家族が所 有す る財 産,第 二は,共 有財 産の
うち家族が持 分 と して所 有す る財産 であ る、,これ らの財産 は
,法 によ り
没収 しえない。 ここには,わ が国の刑 法の罪責 自負 ・無皐不処罰 の原則
が体現 され ている。
犯罪 者が財産 没収以 前に負 っていた正 当 な債務 で,わ が 国の刑 法が認
め る もの につ いて は,債 権者 の合法 な利益 が保 護 され る。刑法60条 は,
「財 産 の没収以前 に犯 罪者 が負 った正 当 な債 務 であ って,没 収 した財産
に よって弁済す る必 要のあ る ときは,債 権 者の請求 に よ り弁 済 しなけれ
ば な らない」 と定 める。 これに よれば,没 収 した財産 で債務 を弁 済す る
には,次 の四要件 を満 た さねば な らない。①犯罪 者が財産 の没収以前 に
負 った債務 であ るこ と。没収後 に負 った債務 は,没 収財 産 に よ り弁 済 し
ては な らない。② 売買 ・貸借 ・賃貸借等 の経済活動 によ り発生 した正 当
な債 務 であ る こと。正 当で ない債務 は弁 済 され ない。③ 債権者 の請求 を
審 査 して事実が証 明 された こ と。債権者 の請 求が ない場合 ,ま たは請求
に充分 な根拠 が ない場 合には,弁 済 され ない。④ 没収財 産の持分 の枠 内
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日よ りこれ を執行 す る。死刑執行猶予 が有期懲役 にあ るいは無期懲役 が
有期懲役 に減刑 され た ときは,政 治的権利剥 奪の期 間は3年 以上10年 以
下 に改 め られ,そ の刑期 は減刑 後の有期懲役執行終 了の 日または仮釈放
の 日よ り起算 して執行 され る。有期懲役服役期 間 中,犯 罪者 は政治的権
利 を有 しない。
政 治的権 利剥奪 は,公 安機 関 によ り執 行 される。政治 的権利 を剥奪 さ
れた犯罪者 は,そ の執行期 間,法 律 ・行政法規 ・国務 院公 安部 門の監督
管理規定 を遵守 してその監督 に服 さねばな らず,刑 法54条 に定 める諸権
利 を行使 しえない 。執 行期 間を満 了すれ ば,執 行機 関 は本 人 に通 知 し,
関係者 に政治的権利 の回復 を公告 しなけれ ばな らない。政 治的権 利 を剥
奪 され た者が これ を回復 した後 は,法 律が新 た に賦与 してい た公民 の政
治 的権利 も享有す る。 しか し,政 治 的権利剥奪 の消極的効果 は,そ の回
復 に よって除去 され ない。例 えば,人 民法 院組織 法34条 に よれば,独 立
的 また は付加 的 に政治 的権利 を剥奪 され た者 は,再 犯 か否 か にかか わ ら
ず,人 民 法 院院長,人 民 陪審 員 に選 出 されず,ま た,副 院長s裁 判長,
副裁判長,判 事,判 事補等 の職務 に任命 され ない。 さ らに,検 察官法 の
規定 に よれば,政 治 的権利 を剥奪 された者 は,検 察官 に任官 しえない。
3。 財産没収
財 産没収 とは,犯 罪者個 人の所有財 産の一部 また は全部 を無償 で国庫
に納 入す るこ とを強制す る刑罰方法 をい う。
財産没収 は,財 産刑 の一種 と して,主 として国家の安全 を害す る罪,
社 会主義 の市場経済秩序 を破壊 す る罪,財 産 を侵害す る罪,社 会の管理
秩 序 を妨 害す る罪,横 領賄賂の罪 に適用 され てい る。
犯罪者 の一 部 または全部の財 産没収 によ り,犯 罪者 を懲 罰教育す る と
同時 に,そ の財 産 を利用 した犯罪活動 の継続 を防止 しうる。
刑 法59条 は,「 財 産 の没収 は,犯 罪者個 人が所有 す る財 産の一部 又 は
全 部 を没収す る。財 産の全部 を没収す る と きは,犯 罪 者本 人及 びその扶
養 家族 の ため に,必 要 な生活費用 を保留 しなければならない」 と定 め る。
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1)刑 法55条 ・57条 ・58条の規定 による と,政 治的権利剥奪 の期 間に
は,次 の四つの場 合があ る。
① 政治 的権利剥奪 を独 立 して適用 す る とき,ま たは拘留 ・有期懲役 に
付加 して適用す る ときは,1年 以上5年 以 下の期 間 とす る。
② 政治的権利剥奪 を管制 に付 加 して適用 す る ときは,管 制 と同 じ期 間
とす る。
③ 死刑 ・無期懲役 の ときは,政 治的権利 を終身剥奪す る。
④ 死刑執行猶予 を有期懲 役 に または無期懲役 を有期懲役 に減刑 した と
きは・政治的権 利剥奪 を付 加す る期 間を3年 以上10年 以下 に改 め る。
2)政 治的権 利剥 奪 の刑期 の起 算 ・執行 に も,次 の四 つの場 合 が あ
る。
① 政治的権利剥奪 を独 立 して適用す る ときは,判 決執行 の 日よ り起算
して執行す る。
② 政治的権利剥奪 を管制 に付加 す ると きはs両 者 の期 間が等 しいので,
同様 に起算 ・執行 す る。管制の期 間が満 了すれ ば,政 治 的権利 も同時 に
回復 す る。管制の刑期 が短 縮 され て執行期 間 を短 くす る ときは,政 治的
権利剥奪 の期 間 もそれ に応 じて短 縮 され る。
③ 有期懲役 ・拘 留 に政治的権利剥奪 を付 加す る ときはfそ の期 間 を主
刑 の執行終了 日または仮釈 放の 日よ り起算 して執行す る。 ただ し,刑 法
58条 は,「 政 治的権 利剥 奪 の効果 は,主 刑 の執行 期 間 に も当然 に及 ぶ」
と定 め る。 す なわ ち,主 刑 の執行期 間 中の犯罪者 は政治的権利 を有 しな
い。拘留 ・有期懲 役 に処せ られた者 は,政 治的権利剥奪 を付 加 され なけ
れ ば,主 刑服役期 間中 も政治的権利 を有す る こ とになる。1983年3月5
日の全国人民代 表大会常務委 員会 「県以下 の人民代 表大会代表者 の直接
選挙 に関す る若干 の規定」 に よれば,「 有期 懲役 ・拘 留 ・管制 に処せ ら
れ たが,政 治 的権利 は剥 奪 されない場合」,「 選挙権 の行使 を許可す る」。
その他 の犯罪者の権利 は,服 役 のため行使 が困難 であ る。
④ 死刑(そ の執行 猶予 を含 む。)・ 無期懲 役 に処せ られ た と きは,政
治 的権利 が終身剥奪 されるので,刑 期 計算 の問題 は生 じず,主 刑執行 の
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故意殺 人 ・強姦 ・放 火 ・爆破 ・毒物投 与 ・強盗等 の社会秩序 を著 しく
破壊 した犯罪者 は,政 治的権利剥 奪 を付加 され うる。前述 したこ とと異
な り,社 会秩序 を著 しく破壊 した犯罪者 は,政 治的権 利剥 奪 を付加 「さ
れ うる」 のであ って 「され る」ではない。それが付 加 「され うる」 あ る
いは 「され えない」の は どの ような事情 に よるかについては,人 民 法院
が事件の具体 的内容 に基づ いて裁量す る。 ただ,そ れは,通 常 の事情下
で は,政 治 的権利剥奪 を付加 しなけれ ばな らない こ とを意味 して い る。
また,法 律 に掲 げ られた犯罪 に加 えて,さ らに立法者 はr等 」 の文言 を
用 いてい る。 この ことは,列 挙 され た犯罪以外 に よって社 会秩序 を著 し
く破壊 した犯罪者 に も政治的権 利剥奪 を付加 しうるこ とを言明す る。社
会秩序 を著 しく破壊 す るその他の犯罪者 の範 囲は,権 限あ る機関 の解釈
に よ り決せ られ る。裁判実務か らす る と,10年 以上の有期懲役 に処せ ら
れた犯罪 者,5年 以上10年 以Fの 有期懲 役 に処せ られ その情状が重大 な
犯罪者が,選 択 的 に政治 的権利剥 奪 を付加す る対 象 とされ るのが一般的
で ある。
(2)政 治的権利剥奪 の独立的適 用
政治的権利 剥奪の独立 的適用 は,主 に犯罪が比較 的軽 く管制 以上 の刑
罰 に処す必 要の ない者 を対 象 とす る。 主要 な もの と して,次 の犯罪があ
る。① 国家 の安全 を害す る罪 と して国家分裂 罪 ・国家分裂扇動罪 ・国家
政権転 覆扇動罪等,② 公民 の人 身の権利 ・民 主的権利 を侵 害す る罪 と し
て人身 自由不法剥 奪罪 ・侮辱罪 ・名誉殿損 罪 ・民族仇1艮差別扇動罪,選
挙破壊 罪等,③ 社会の管理秩序 を妨害す る罪 と して法執行暴力 的抵抗 扇
動罪,国 家機 関公文書証 明書印章偽造変造売 買罪 ・同窃盗 強盗殿棄罪 ・
身分証 偽造 変造罪 ・国家機密 不法売却 罪 ・違 法集会示 威行 進挙行 罪等,
④ 国防利益 を害す る罪 と して軍 人偽称 詐欺罪 ・武装部 隊公文書証 明書 印
章偽造 変造売買罪 ・同窃盗 強盗 罪 ・軍事禁止 区域秩序撹乱罪 ・軍事管理
区域秩 序撹 乱罪であ る。その特徴 は,選 択刑 と して適用 され る点 にあ り,
そ の適用範 囲は主 に前記① ～④ に掲 げた犯 罪 に限 られ る。刑法 各則が定
め る以外の犯罪 には,政 治 的権利剥奪 は独立 して適用 され ない。
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2.政 治的権利剥奪
政治的権利 の剥奪 とは,犯 罪者が 国家管理 お よび政 治活動へ の参加権
を剥奪 す る刑 罰方法 をい う。
刑法54条 は,剥 奪 される権利 として,① 選挙権 お よび被 選挙権,② 言
論 ・出版 ・集 会 ・社会 ・示威行 進 の 自由権 ,③ 国家機関 の職務就 任権,
④ 国有会社 ・国有企業 ・事 業単位 ・人民 団体の指 導的職務就任権 を定め
る。
政治的権利 の剥奪 は,資 格刑の一種 として,付 加的 に も独立 的 に も適
用 され うる。政治的権利剥奪 の付 加的適用 は,比 較 的峻厳 な刑罰方 法 と
して,重 大 犯罪 ない し危害性 の大 きい犯罪 に適用 され る
。その独立適用
は,比 較的軽 い刑罰 と して危害性 の軽 い犯罪 に適用 され る
。
(1)政 治 的権利剥奪 の付 加的適 用
刑法56条 は,国 家 の安全 を害 した犯罪者 には,そ の主刑 に関 わ りな く
政治的権利 の剥 奪 を付 加す る,と 定 める。国家の安全 を害 す る犯罪者 は
国家の主権,領 土 の保全 ・安全お よび社 会主義 制度の破壊 を目的 とす る
者であ るか ら,国 家の安全維持 の観 点か ら して,一 定期 間の政治的権利
の剥 奪が極 めて重要 である。
死刑 ・無期懲役 に処 せ られ た犯罪者 は,終 身その政治的権利 を剥 奪 さ
れる。 これ は次の理 由に基づ く。第一 に,死 刑 ・無期懲役 に処せ られた
犯罪者 は・最 も重 大 な犯罪 を実行 してい る。 よって国家は,そ の生命 な
い し終 身の 自由剥奪 と同時 に政治的権利 を法 に よ り剥奪 して
,厳 しい誕
責 と徹底 的 な否定 を政治 的 に示 さなければな らない。第二 に,死 刑判 決
の執行 には,宣 告 か ら許可 までの一連 の過程 を必 要 とす る
。死刑 を宣告
された犯 罪者 は,そ の間 に特赦 を受 け死刑執 行 を免れ る可 能性 があ る
。
また,無 期懲 役 に処せ られた犯罪者 も仮釈放 され るか も しれない。 政治
的権利 の終 身剥奪 を付 加せず赦 免 ・仮釈放 の後 も政治的権利 を有す るな
らば,明 らかに不 合理 であ る。 第三 に,死 刑 ・無期懲役 に処せ られ た者
がそれ以前 に著作物 を刊行 している場合,政 治的権利の終 身剥奪 によ り,
その著作物 出版 を禁止 す る法律 上の根 拠 を与 える ことがで きる。
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す る もの と して,例 えば 「通税 ・納税拒 否犯 の懲 罰 に関す る補充 決定」
があ り,こ れ に よる と,脱 税 を犯 した者 には,3年 以下の有期懲役 また
は拘留 の ほか,脱 税額の5倍 以下の罰 金が併 科 され る。
罰金 は,財 産刑 の一種 として,主 にわが 国では経 済犯 罪お よび利欲性
ある犯罪 のほか社 会管理秩序 を妨害す る罪 に も適用 されている。利欲性
あ る犯罪 に対す る罰 金の適 用は,懲 罰お よび教育効果 を発揮 しうるのみ
な らず,こ の ような犯罪活動 を行 う経済的条件 を除去 しうる。
刑 法52条 は,「 罰 金 を科す る ときは,犯 罪 の情 状 に従 ってその金額 を
決定 しなけ れ ば な らない」 と定 め る。 「犯 罪 の情 状 」 とは・行 為 の動
機 ・方法 ・結 果 ・犯 罪者個人 の事情 といった諸 要素の総和 をい う。罰金
を科 す と きは,情 状 を考慮 して,情 状 が重大 で獲 得利益が比較 的多 けれ
ば罰金 額 を高 くし,そ うで なけれ ば低 くしなければ な らない。 しか し,
罰金額 を決定す る には,犯 罪者の支払能力 も考慮 す る必 要があ り,そ れ
に よ り判 決 の執行 お よび刑 に処せ られ た者 の懲 罰 ・教育 が効 果 的 とな
る。
刑 法53条 は,罰 金の執行方 法 を次の ように定 める。①期 間内の一括 納
入 通常,罰 金額が少額 の者,多 額 で も納 入が困難で ない者 は,期 間内
に一度 に完納す る。② 期 間内の分割納 入 罰金額が多額 のため一括納 入
が困難 な者 に適用 され る。③ 強制納 入 判決 で定 めた期 間の満了後,犯
罪者 に支払能 力があ るの に納 入 しない場 合,人 民 法院 は刑 事訴訟法 の関
連規 定 に基づ き,犯 罪者 にその納 入を強制す る。④ 随時納 入 罰金 の全
額 を納 入 しえない者 につ き,人 民法院がそ の者 に執行可能 な財 産のあ る
ことを発 見 した場 合 には,随 時追徴 され る。 これ は,罰 金刑 の執行 を強
化 す る規定で ある。事実上,こ の追徴 は刑罰 執行 の延長 であるか ら,罰
金刑執行 の威嚇力が強 化 され うる。⑤ 納 入額 の減免 災害 ・水 害 な ど犯
罪者が不可抗 力の災害 に見舞 われたために,原 判 決の言渡 した罰金が納
入困難 になった ときは,犯 罪者 の 申請 に よ り人民 法院が調査 してそれが
立証 され た場 合,納 入額の減免が斜酌 され うる。
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した 日か ら起算す る」と定 める。減刑 の裁定前 に拘 禁 され ていた期 間は
,
判決前 に勾留 されてい た期 間 を含 め,そ の 長短 を問わずすべ て刑期 の縮
小 にあて ない。
死刑執行 猶予 を有期懲 役 に減刑 した場 合 は,政 治的権利 の剥奪 が付 加
され る期 間 を3年 以 上10年 以 下 に縮小 す る。
第3節 付 加 刑
付加刑 は,従 刑 ともいわれ,主 刑 を補充 して適 用 され る刑罰方法 をい
う。 その特徴 は,主 刑 の付 加刑 と してのみ な らず ,独 立適 用 もで きる点
にあ る。独 立適 用す るの は,比 較的軽 い犯罪 であ る。
刑法 の34条 ・35条 の規 定 に よれ ば,付 加 刑 には罰 金 ・政 治 的権 利剥
奪 ・財産没収 ・国外追放 〈駆逐 出境 〉の四つがあ る。
1.罰 金
罰 金 とは,人 民法 院が犯 罪者 に一定額 の金銭 を国家 に納 入 させ る刑罰
方法 をい う。
80年 代以来,わ が国 は,旧 刑法 の改正 ・補充 を通 じて,罰 金 に関す る
新 規定 を定 めた。 これ によ り,罰 金刑 は従来 と異 なる特徴 を備 える よう
にな った。第一 に,罰 金の適用範 囲が拡大 した。…方 では,単 位 犯罪 に
も罰 金 を適用 す る もの と定 め たので,犯 罪主体 の観点 で罰金 の適用範 囲
が拡大 されてい る。他方y新 た な犯罪お よび従来罰 金が付 加刑 と して定
め られ ていなか った重大犯罪 にも,罰 金が併科 され るよ うになった。例
えば,売 春組織罪,婦 女児童誘拐売 買罪 ,偽 劣商 品生 産販売 罪,売 春強
要罪 な どであ る。 第二 に,罰 金額が さ らに具 体的 ・明確 に定め られ た。
罰金額 の寡額 を定め た もの として,例 えば 「婦女 児童 を誘拐 ・売 買 ・拉
致 した犯罪者 の厳 重 な懲罰 に関す る決定」が あ り,こ れ に よる と婦女 ・
児童 を誘拐 し売却 した者 には,5年 以 上10年 以下 の有期懲 役の ほか ,1
万元 以下の罰金が併科 され る。 また,一 定の比 率 に応 じて罰 金額 を決定
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死刑 の執行条件 との 間にあ った 「中立 的事情」 を削 除 したこ とは,新 刑
法が完全 になった こ との現 れである。 これ につい て,よ り正確 な理解 が
な されね ばな らない。 これ までの裁判実務か らい うと,死 刑執行猶予者
の死 刑執行 は極め て少な く,そ れが執行 され るの は,組 織 的脱獄,脱 走
後の逮捕拒否,武 装 要員か らの銃器強奪,故 意殺 人,故 意傷 害,そ の他
の重大 な犯罪 を犯 した場合であ る。故意犯 を実行 して も,そ の軽重 お よ
び罪情 を問わずすべ て死刑が執行 され るわ けで はない。 また,こ の故意
犯 は,2年 間の執行 猶予期 間中に犯 され ねば な らない。 「2年 間の執行
猶 予期 間」 の満 了後,な お減刑 の裁 定が ない うち に故意犯 を犯 して も,
その期 間中の故意犯 とみ るこ とはで きないので,死 刑 を許可 して はな ら
ない。 この種 の犯罪者 に対 しては,死 刑減刑後 に改 めてその新 たな犯罪
を別個 に訴追 審判 して判決 を下す ことにな る。その新 たな犯罪が死刑 に
処すべ きものであ って初 めて,死 刑執行が可能 となる。
刑 法50条 の規定 に よれば,死 刑 の執行 猶予期 間は,故 意犯 に よる死刑
執行 許可が 「2年 満 了後」 に初め て執行で きる,と 制 限す るわけで はな
い。 その 「2年 満了後」 の規定 は,減 刑 につ いて定 めた ものにす ぎず,
死刑 の許可 とは無 関係 で ある。あ る論者 は,2年 を満了 しないで死刑 を
執行 す る と,死 刑執行 猶予 の趣 旨 と矛 盾す るお それが あ る と して,「 故
意犯 を理 由 とす る死刑執行 は,2年 満了後 に行 うのが合理 的であ る」 と
主張 す る(4)。我 々は,死 刑執 行猶予 制度の趣 旨は死刑 の即 時執行 の範 囲
を事 実上抑 制 して犯罪者 に活路 を与 えた もので ある,と 考 える。しか し,
2年 間の執行猶予 には条件 がつ け られ,刑 法50条 は死刑執行猶予 者 に採
りうる選択肢 を列挙 してい る。 その猶予期 間 に死刑 猶予 者が悔悟 せず故
意殺 人や組織 的 な脱獄 等 の故意犯 を犯 した こ とが立証 されたな らば,死
刑執行 が許可 されね ばな らない。2年 満了後 に死刑 を執行す るとい う見
解 は,そ の消極的効 果の点 で受 け入れ難い ばか りか,刑 法50条 との抵触
の問題 を論 じてい ない。
刑法51条 は,「 死刑の執行猶予 の期 間は,判 決確定 の 日か ら起算す る。
死刑 の執行猶予 に よ り減刑 され た刑期 は,死 刑 の執行 猶予 の期 間が満 了
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の態度 を示 している場合 混 衆 の憤慨 が それほ ど大 き くない場合 洪 同
犯罪の 主犯 の　 員で はあ るが最 も重大 な犯罪 を犯 してい ない場 合
,落 ち
度 の明 らか な被害者 に犯罪者 が一時的 に憤激 して殺 人 を犯 した場 合 な ど
に,「 直 ちに執行 す る必 要が ない」 とされるのが一般 的である
。
死刑 の執行猶予 〈死緩 〉は,独 立の刑罰 では な くrそ れ 自体可 変的要
素 を包含す るので,そ の相互作用 の異 なる行 為 ・態度 に応 じて異 なる帰
結 に達 しうる。刑法50条 の規 定 は,死 刑執行猶予 に処せ られた犯罪者 に
三つ の法定効 果 を定め ている。 第一一に
,死 刑執行猶予 の期 間 に故意犯 を
犯 さず2年 を満 了すればs無 期懲 役1こ減刑 され る.第 二 に,死 刑執行哲酋
予 の期 間 に重 大 な立功の態度 を確 実 に示 して2年 を満 了す れば
,15年 以
上2眸 以下 の醐 懲役 に減刑 される.第 三 に,死 刑 執行猶 予の期 剛 こ故
意犯 を犯 したこ とが立証 されれば,最 高人民法 院の許可 を経 て死刑が執
行 され る。
刑 法50条 の規定 を正 しく理 解す るには,次 の諸点 を明確 化す る必 要が
ある。
第一 に,監 獄法31条 の規定 に よれ ば,死 刑執行 を2年 間猶予 された者
が,そ の期 間 に無期懲役 ・有期懲役へ の減刑 を定 めた法律 の要件 を満 た
し・2年 を満 了 した場 合,そ の所 在す る監 獄は,す みやか に減刑建議書
を省 ・自治区 ・直轄 市 の監獄 管理 機 関 に提 出報 告 してそ の審議 を経 た
後,高 級人民法院の裁定 を申請す る。
第二 に,死 刑 執行 を猶予 された者が,そ の期 間 に無期懲 役 ・有期懲役
への減刑 を定めた法律 の要件 を満 た して も
,2年 を満 了 しなけれ ば,無
期 懲役 ・15年以上20年 以 下の有 期懲役へ の減刑 は ない
。 さもな くば,死
刑執行猶 予 ・無 期懲 役 清 期懲そ鋤 問に量刑上 の均衡 を保つ こ とが難 し
くな り・死刑執行 を猶予 され た者が減刑 され る と
,か えって無期懲 役 に
処せ られた者 よ り軽 くなる,と い う不合理 な現象が生 じて しまう。
第三 に・ 「故意 犯」 が死 刑執行 の必 要条件 となる。1979年 刑法 と比較
す る と,改 正刑法 が死刑執行 の条件 を 「改造 を拒 否 してその情状 が劣悪」
か ら 「故意犯」へ と明確 に変更 し,無 期 懲役 ・有期懲役 への減刑条件 と
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(3)死 刑手続 の制限
刑法48条 は,「 すべ ての死刑 は,法 に よ り最高 人民法 院が判決 を下 す
もの を除い て,最 高人民法 院 に報告 してその許可 を受 けねば な らない 」
と定 める。改正刑事訴訟法 は,死 刑 の上訴手続 にこれ と関連 す る規 定 を
設 け た。 同法200条 は,次 の ように定 め る。 中級人民 法院が死刑 判決 を
下 した第一審 につ き被告 人が上訴 しない とき,高 級 人民 法院 は審査 後,
最高 人民法 院 にこれ を報告 して許可 を受 けね ばな らない。高級人民法院
は,第 一審 と して下 した死刑 判決 に被 告 人が上訴 しない とき・ または第
二審 と して死刑 判決 を下 した ときは,最 高 人民法 院 に報告 して許可 を受
けねば な らない。 これ らの規定 には,わ が国の死刑 の手続 的制約が体現
され ている。 これ らの厳格 な法定手続 に従 って初めて,死 刑 は合法 とな
る。 「現在 のわが 国の刑 事訴訟 において,死 刑 事件へ の許可権 を有 す る
の は,法 が授 権 した高級人民法院 を除 くと,最 高人民法院であ る」{3)。
(4)死 刑執行猶予 〈死刑緩期執行 〉制度 に より死刑即 時執行 を控
制 す る実際 の範囲
刑 法48条 は,「 死刑 を言渡 さね ばな らない犯 罪者 につい て・直 ちにそ
の執行 の必 要が ない ときは,死 刑 の言渡 しと同時 に2年 の執行猶予 を言
渡す ことがで きる」 と定め る。 これ は,わ が 国独 自の死刑執行 猶予制 度
(死緩 と略称 され る。〉 である。 この法規定 によれ ば,死 刑執行猶予 〈死
緩 〉の適用 にはr次 の二要件 を充足す る必要が ある。①死刑 に処 すべ き
犯罪 であ るこ と これ は,死 刑執行猶予 の前提 条件 で ある。死刑 に処せ
られ るべ き犯罪 でなければ,死 刑執行 猶予宣告の問題 は生 じない。②直
ち に執行 す る必 要が ない 者,す なわ ち即 時執 行 され ない者 で あ る こ と
これは,死 刑の即時執行 と執行猶予 との 区別 に関す る原則的限界であ る。
死刑 判決 を直 ちに執行 すべ き場合 には,そ の執行猶予 の問題 は生 じない。
どの ような事 情が 「直 ち に執行 す る必 要が ない」 に該 当す るか につ き,
刑 法 は具体的 に定 めていないので,主 として人民法 院が事件 の情況 と党
の刑事政策方針 に基い て慎 重 な判断 を下す こ とになる。裁 判実務の情況
か らす る と,死 刑 に処すべ き犯罪で はあ るが,そ の犯罪者 が 自首 ・立功
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(1)死 刑適用範 囲の制 限
刑法48条 は,「 死刑 は,犯 行の極め て重 大な犯 罪者のみ に適用 され る」
と定め る。犯行 が極 めて重大 とは,一 般 的 に国家 ・社会 ・人民 の利益 に
対 す る危害 が特 に重 大 であ り,そ の情状 が特 に劣悪 であ る犯罪 をい う。
刑法 は・死刑適用 が可能 な犯罪 を明定 した。刑 法が 明文 で死刑 を定 め て
い ない犯罪 には,死 刑 を適用 してはな らない。
(2)犯 罪主体の制限
刑法49条 は,「 犯罪時 に18歳 未満 の者及 び裁判 時 に懐 胎 してい る婦女
には・死刑 を適用 しない」 と定 め る。改 正後 の本条 は,「 特 に重大 な犯
罪 を犯 した16歳 以上18歳 未 満 の者 には,死 刑 の執行 を2年 間猶予 す る」
との規定 を削除 して,未 成 年者への死刑不適用 の原則 が本当 の意味 で実
現 された。18歳 未満の死刑不適用 は,そ の個性 の生理 的発 育,社 会化の
程 度s知 識意思 能力の発 展の程度 に基づ いて,人 道主義精神 を体現 した
不 変 の規定 で あ る。 「裁判 時 に懐胎 してい る婦 女 に死 刑 を適 用 しない」
には,二 つの内容 があ る。第一 に,「 裁判時 に懐胎 してい る婦女」 とは,
人民 法院の審判時 に被告 人が 壊胎 してい る婦女 であ るこ とをい うが
,裁
判前 の勾留 審問時 に懐胎 してい る場 合 も含 む。 したが って
,勾 留審問期
間中,死 刑判決 のため に懐胎 してい る婦女 を人工流産 させ てはな らない
。
人工 流産 させ られた婦女 は,な お裁判時 に懐胎 してい る者 とみ な され る
ので・死刑 が適用 され ない。 第二 に,「 死刑 を適用 しない」 とは,死 刑
判決 のみ な らず,死 刑 執行猶 予2年 の判決 を受 けない こ と も意味す る
。
裁判時 に懐 胎 している婦 女 に死刑 を適用 しない理 由は
,胎 児の保護 であ
る。 その婦 女は犯 罪者 であるが ,そ の胎児 は無享者 であるので,母 親の
有 罪の巻 き添 えに されてはな らない。
犯罪 時 に18歳 以上 か否 かは,死 刑 が適用 されるか否 かの年齢的限界 を
決定づ ける問題 であ るが,一 律 に西暦 の年月 日に基づ き満 年齢 に達 した
日を もって計算す る。18歳 の誕生 日の翌 日か ら満18歳 と認 め られる
。死
刑適用 の年齢 的限界 は極め て厳格 であ るか ら,た った1日 違いで18歳 に
満 たな くて も,死 刑判決 は下 されない。
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主 に無期懲役が適用 され るの は,国 家安全危害罪の行為者 その他 重大
な刑事犯罪者 お よび経 済犯罪者 である。
無期懲役 の性質 は,犯 罪者 の 自由の終身剥 奪で ある。 しか し,犯 罪者
が真摯 に改造 を受 けて悔 い改めれば,そ の 自由 を回復す る希望 が残 され
ている。実務 上,多 くの犯罪者 は,一 定期 間刑 を執行 され,法 定 の条件
を満 たせ ば,減 刑 ・仮釈放 によ り最 終的 には社会復帰 しうる。 この こと
か らわかる ように,わ が国の無期懲 役の適用 は,な お犯罪者 を教 育改造
して,新 たな正 しい道 を歩 ませ るための ものである。
5.死 刑
死刑 は,犯 罪者 の生命 を剥奪 す る刑 罰方法であ り,最 も峻厳 な刑罰 で
ある。党 と国家 の一貫 した政策 は,死 刑 を廃止 しないが,そ れ を少数 に
とどめ,そ の濫用 を厳禁 し,誤 った死刑 を防止す る こ とに努 め ている。
この基本政策 は,経 済建設 を中心 とす る歴 史条件下 でなお重要 な指 導的
役割 を果 た してい る。現 在,ご く少数 の国家安全 危害罪 を行 う者 に よる
破壊 活動 は,減 少 したが完全 にな くなったわけで はない。殺 人 ・放 火 ・
強姦 ・人 身売買 ・強 盗な どの重大 な刑事犯罪 はなお も横行 してお り,特
に悪質 な事件 は絶 えず発生 している。密輸 ・薬物取 引 ・横 領 ・贈収賄等
の重大 な経済犯罪活動 も,増 加傾 向 を示 してい る。 この ように・国家安
全,社 会安定,四 つの現代化促進 お よび 入民 の生命財産 に対 する危害 は,
非常 に大 きい。 したが って,こ れ らの犯罪 に対 して法 に よ り峻厳 かつ迅
速 に処理す る方針が堅持 されねば な らず,そ の うち情状が特 に重大 で極
め て劣悪 な犯罪者 には,死 刑 が適用 されねばな らず,手 心 を加 えてはな
らない。 さ もな くば,人 民大衆 の生命財 産の安 全 と社会主義 の四つの現
代化 建設 の順調 な進行 を保 障す るこ とが不可能 になる。 しか し・わが国
は人民民 主独裁 の社 会主義 国家 である。我 々は,こ れ まで死刑 の適用 を
極 め て慎 重 かつ厳 重 に抑 制 し,実 際 に も死 刑執行 猶予 制度 を確 立 した。
こ うして,死 刑判決の即時執行 の範囲 は最小 限 に縮小 され てい る。
わが刑 法 は,死 刑の適用 に対す る厳 格な規制 を次 の点 に示 してい る。
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醐 懲役 の刑期 は・判決執行 の 日よ り起算 される
.判 決執行 以前 に勾
留 されてい場 合 には・1日 の勾 留 を 旧 の汗糊 にあ てる.こ こでい う
「判決執行 の 日」 とは・人民法 院力潮 行 通鰭 を発行 した 日
,す なわ ち
犯罪者 を労働改造施 設に送致 し,そ れカご執行 され 畑 をい う。
醐 懲 役 と拘留 は・ 舳 剥 奪刑 とV・う点 では肌 であるが
,次 の点で
相違 があ る・① 適用 対象が異 なる・有期懲 役 は比較 腫 い犯罪のぞテ賭
のみ な らず比較 的軽 い犯罪 の行賭 に も適用 され るが
,拘 留 は比較 的軽
い犯罪 の行為者 のみ に適用 される
。②執行場所 が 異なる。有期懲 役 に処
せ られた犯罪者 には監獄 その他 がMITT施 設 にな るが
,拘 留 は最寄 りの執
行 糊 の施設 で執行 され る・③ 刑期 とその幅 が 異なる
.醐 懲役 の輔
は6月 以上15年 以下 であるが
,場 創 こよって15年 以 上20年 以 下に延長 さ
れ る・拘 留 と比較 す る と清 騰 役 研 り期 は長 く
,下 限縞 く,幅 も大
きい・④処遇 が異 なる・醐 懲役 に処 せ られ た胴 勧 あ る者 は
戸 律
に労働 に参加 しなければ な らず
,瑚 の帰宅休 暇 を享受 しえない.拘 留
に処せ られた者 には海 月1日 一2日1希 宅がで き
,労 働 に参 加すれ ば労
働報酬 の発給が酌量 され る。⑤ 法律効 果が異 な る
。有期 懲役 に処せ られ
た者 は・刑 の執行 終了 ない し赦免f麦5年 以内 に再 び有騰 役以 上卿J罰
を受 け る罪 を犯 した場合 ・累犯 とし種 く燭 され る。 これ に対 し
,拘
留 に処 せ られ堵 は・刑 の執行 終了 ない し槻 後 に再 び罪 を犯 して も
,
累犯 を構成 しない。
4.無 期懲役 〈元期徒刑 〉
無騰 役 〈瑚 徒刑 〉 とは,犯 罪者の 舳 を終 身剥奪 して労轍 造 を
強制す る刑 罰方法 をい う・鱒 鋲役 は
s期 懲役 と死刑 の間 に位置す る
厳粛 な刑 罰 であ る・ 重大 な犯罪 の場 創 こは
,社 会か ら永久 に隔離 されね
ば な らないが死刑 まで は必 要 な く有騰 役 で は不+分 な船 のため
に,
無聴 役 を残 してお く腰 性 は極 め て大 きい
.鯛 懲役 はr大 な刑事
犯罪の防止 に効果 を発揮 す る 一方 ,死 刑 と醐 懲役の上 限 との鯛 を埋
め られるので・死刑 の適用 を少数 に とどめ るこ とが で きる
。
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罪者 に家 庭 お よび社 会 との一定 の 関係 を1呆たせ る こ とで ・犯罪 者 は家
庭.社 会双方か ら教育 を受 け るこ とがで き,ま た・家庭の生活 面の騰
解決 を援助す る機会 を与 えるこ とがで きる・ この ことは・犯罪者の甦
と早期 の社 会復帰 の促 進 に積極 的 な意義 を果たす 。
1990年9月27日 の最高 人民法 院 「刑 の満期 釈放期 日の確定 方法 に関す
る回答」 に よれば,醐 懲役 ・拘 留1こ処せ られ た犯罪者 の満期釈放 の期
日とは,判 決文で確 定 され た刑期 の最細 をい うとす る・例 えば」 巳罪
者が拘 留6月 に処せ られ,判1央 文 で確定 され た刑期が1993年1月1日 か
ら1993年6月30日 だ とすれ ば,1993年6月30日 がその満期 釈放の期 日と
なる。
3.有 期懲 役 〈有期徒刑 〉
醐 懲役 侑 期徒刑 〉とは,犯 罪者 の人身の 舳 を一定期 間剥奪 して
労働 改造 を強制す る刑罰方法 をい う。
わが国の刑 罰体系 において,有 期懲役 が中心的地位 を占めてい る。有
期懲 役の刑期が幅広 いの は,入 民法院が,懲 罰寛大結合政 策 に基づ き具
体 的 な輔 に応 じて柔軟 かつ具体 白勺な適 用がで きる よう・広範 囲の条件
を提 供す るためで ある。
刑法45条 の規定 に よれば,有 期1鰍 の期 間 は,刑 法50条 ・69条の場合
を除 くと,6月 以 上15年 以下で ある.改 正後 の本条 は論 理 的矛 盾 を解
消す るため,刑 法50条 ・69条では有期懲役 の上限が15年 に制 限 されない
ことを示 した。
刑法50条 の規定 に よる と,酬1執 行猶予 の判決 を受 けた者 は・その期
間 中に重大 な立功 を確実 に示す と,2輔 了後 に15年 以上20年 以下の有
期懲役 に減刑 され る。
刑法69条 の規定 による と,数 罪併罪の場合 には・15年 以上の有期懲役
に処 す こともで きる。 しか し,そ の上限は20年 を超 えては ならない。
また諏 期懲役 に処せ られた犯罪者 は,そ の執行期 間 に減刑 条件 を満
たす と,15年 以上20年 以下 の有期懲役 に減刑 され る。
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法定の 七事情 のいず れか に該当す る現行 犯 人 ・重大 な鞭 あ る者 に適用
される。 また,行 政勾留 は,治 安 管理 法規 に違 反す るが犯罪 には至 らな
い違 法行為者 に適用 され る。③ 適用機 関が異 なる。拘 留 は人民 法院 に よ
り,刑 事勾留 ・行 政勾留 は公安機 関 によ り適用 され る
。④ 法律的根拠 が
異 なる・拘 留 は刑法 に よるが,汗 り駒 留 は刑 事訴訟法お よび逮捕拘留 条
例,行 政勾留 は治安管理処罰条例 を根拠 とす る
。
刑 法42条 の規定 に よれば,手句留 〈拘 役 〉の期 間は1月 以上6月 以下 で
あ る・数罪併罰 の場 合 には・醐1年 を超 えるこ とがで きない.拘 留刑
期 の上限 と醐 懲役 の下限 とが接 してい る点 に
,拘 留 の特徴 が示 される
とと もに・刑 罰体系 が よ り厳 密 にな る
.拘 留 の刑期 は比較 的短 いの で,
お よそ拘留 に関す る刑法 各則 の条文1ま
,刑 種 を明示 す るのみで刑期 を明
記 していない・拘留 の刑期 は,判 決執行 の 日か ら起算 され,判1央 以前 に
勾留 されていた場 合 には・1日 の瑠 を1日 の刑期 にあて る
.勾 留 とは,
犯罪 者 を判 決前 に 一時 的 に拘 禁す るこ とをい う
.実 務上,犯 罪 の被疑
者 被 告 人が法 に よh捕 ,刑 事勾 留,勾 留踏 されてその 舳 を剥奪
され る期 間,ま た税 関法の規定 に よ り勾留 されてそ の 自由 を剥奪 された
期 間は,お よそ刑期短縮 にあて られ る。行 政勾留 ・労働教養 による 自由
剥奪の期 間につ いて も・刑 を科 されたその犯罪行 為が原因 とな
って行 政
勾留'労 働教養 を受 けていたのであれば,や は り刑期短縮 にあて られ る。
犯人の逮掛 勾留前 にその住居 が法1こ基 づ き監視 され ていた期 間は
,人
身の 舳 を全 く制 限 していないので,そ れ}こより刑期 は短縮 されない(2・。
拘 留 に処せ られた犯罪 者は,公 安機関 に より最 寄 りの施設 で執行 され
る・「最 寄 りの施 設 で執行 す る」 とは浸 牙り者の所在 す る県 市 の拘 留
場 また は市 を管轄 す る公安機関設立の拘留場 で執行す る ことをい う
。
拘留 に処 せ られ た犯罪者 は,そ の服役期 間中,毎 月1日 ～2日 帰宅す
るこ とがで きる。労働 に参加 した者 には
,相 応 の労働 報酬が支給 され う
る。相応 の労働報 酬 とは,公 安機 関が被拘 留者 の服役態 度 ・生産技能.
労働 収 入等の状況 に鑑 みて,一 定 の報酬 を発給 す るこ とをい う。拘 留の
処遇 には・わが国の刑罰 の社 会蟻 人道蟻 精神 が体現 され ている
.犯
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同体 〕 据 住地 の関イ緒 に被 管制者 のち巳罪行為 ・管制の期 間 ・政治醐 雀
利剥奪 の撫 ・被管制者 の執行期 間蔚 規定 を公告す る とと もに淀 期
的 に関係者 を組織 して被 管制者 に関す る評議 を行 うこ とをい う・法 に よ
り減刑 すべ き者 につ いては,公 安機 関が中級以Lの 人民法 院 に減刑 建議
書 を提 出 し,こ れ を受 理 した人民法 院が合言義制法廷 で審理裁定す る・管
制期 間 に再犯 を犯 した場合,ま たは管制 に処せ られる犯罪者 の判決時 に
まだ判決 を受 けてい ない別罪が発覚 した場合 には,公 安機 関が刑事訴 訟
手続 に基づ いて同人 を人民検察 員 に送 致 して処理す る。
管制 に処せ られた犯罪者 は,そ の労働 に見 合 う報酬 を受 ける。国家行
政機 関の職員が管制 に処せ られた場 合iず か 晩 職 されるが ・ これ を
取消す か否 かは,所 在単位 がその犯罪 の性質 を検討 して決定す る。取消
さない ときは,免 職手続 の処理 が なされ る。取 消す ときは,労 働 ない し
臨時職務 に参加す る手 はずが整 え られS判 決以前 を参考 に して当該受刑
者 の臨時賃 金基準 を告 げ適切 な報酬 が与 え られ る。管制期 間中の悔悟 の
態度が 良好 な者 には,管 制期 間満了後 に正式 の職務 が分 配 され,改 めて
給与等級が確定 され る。態度が 良好 でない者 は,免 職 され る(P。
管制 に処せ られた犯罪 者 には,管 制期 間満了後,執 行機 関 によって所
在単位 ・居住 地の 人民大衆 に管制解 除が公告 され る。政治的権利剥奪が
付加 されていれば,同 時 にその回復 も公 告 され る。
2.拘 留 〈拘役 〉
拘留 〈拘役 〉 とは,犯 罪者の 人身の 自由 を短期剥奪 して,最 寄 りの施
設 で労働 改造 を強 制実行 す る刑罰方法 をい う。
拘 留 は,管 制 と有期懲役 の 中間に位置す る主刑 であ り,犯 罪が比較的
軽 い者 に主 に適用 され,短 期 の拘 禁 を伴 う。
拘留 〈拘役 〉は,刑 事 勾留 〈刑 事拘留 〉 ・行政勾留 〈行 政拘留 〉 と類
似 す るが,そ の間 に明確 な差異 があ る。①性 質が異 なる。拘留 は刑罰方
法,刑 事勾留 は刑事訴訟 にお ける強制措置,行 政勾留 は治安行 政罰で あ
る。② 適用対 象が異 なる。拘 留 は,犯 罪者 に適用 され る。刑 事勾留 は,
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衆 の監督機 能が充分 に発揮 され る ことで
,犯 罪 者の犯罪継続 も防止 しう
る。
刑法39条 に よれば・管制 に処 せ られた犯罪者 は
,執 行鯛 中に次 の こ
とを遵守 しなければ な らない。①法律 お よび行 政法規 を遵 守 して監督 に
服 す るこ と・② 執行機 関の許可 を受 けず に言論 ・出版w集 会 ・結社.示
威 行進 の 自由権 を行使 しえない こと
,③ 執 行機 関の定 めに従 って 自己の
活動状 況 を報告す る こと・④接 客 に関す る執行機 関の定め を遵守 し
,居
住 す る市 ・県 を離 隔 または転居す るには執そ磯 関 に報告 してその許可 を
受 けね ば な らない こ とであ る・ 管制汗I」の刑法 改正後 の際 立
った変化1ま,
「執行 機 関の許可 を受 けず に論 ・出版 藻 会 ・結社 ・示威行 進の 舳
擬 行使 しえない」 とす る規定 を力目えた点 であ る.こ れ は漕 制執行過
程 の監督管理 を強化す る具体 的措置 であ り
,管 制の効果 向上 がその 目的
であ る・ と考 える・ これは,受 刑 者の言論の 自由等 の権利剥奪 を本来 の
目的 とす る もので はないの で,部 分 的な制 限 に止 まる。
したが って,管 制 自体 は,政 治的権利の剥奪 を内容 としない。受刑者
の政治 的権利 を剥奪 す る必 要が あれば
,そ れ を付 加す る判決 によ らね ば
な らない・政治 的権利 の剥 奪 をf寸加 した管制 の判 決が下 される と
,政1台
的権 利剥奪 と管制 とが同瑚 間内 に同jw」 行 され る
.判 決 で政 治白勺権利
剥奪 を付加 され なかった犯 罪者1ま,依 然 と して管制期 間に政治 的ホ雀利 を
有す る。
刑法 の規定 に よれば・管 制の期 間は,3月 以上2年 以下 であ り,数 罪
併 罪の場 合 には長期 が3年 となる。 管制の刑 期 は
,判 決執行 の 日か ら起
算 され る・判決執行以前 に勾 留 〈乎句留 〉されていた場 合 には一 日の勾
留 を2日 の刑期 と換算 す る・管制 は,人 身の 自由 を制 限す るにす ぎず ,
これ を剥 奪す る ものでは ない。一方,勾 留 は人身の 自由 を剥奪 する強制
措 置 であるか ら・1日 の勾留 を2日 の刑期 とす るのが妥 当であ る
。
刑 法38条 は,「 管制 に処せ られ た犯罪 者 は,公 安機 関が これ を執行 す
る」 と定 め る・公安機 関に よる管制の執行 とは
,公 安 機関が,人 民法 院
の判決 に基づ き,管 制 に処せ られた犯罪 者の所 在単位 〔居住す る地域 共
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義精神が具体的 に体現 されてい る。
第2節 主 刑
主刑 は,基 本刑 ともい われ,単 独 で犯罪者 に適 用 され る主要 な刑罰方
法 であ る.そ の第一 の特徴 は,単 独 適用 に限 られ ・他 の刑罰方 法 に付加
されない ことであ る。第二の特徴 は,単 一の犯罪 または同一 の犯罪者 に
一度 に科 しうる主刑 は一 つだけで,同 時 に数個 の主刑 を科 しえない こ と
で ある。刑法33条 は,主 刑 を管制 ・拘留 ・有期懲役 ・無期懲役 ・死刑 に
分類 す る。
1.管 制
管制 とは,犯 罪者 を拘 禁せず に一定 の 自由 を制限 して,公 安機 関の管
理 と人民 大衆の監督 によ り,犯 罪者 を更生 させ る刑罰方法 であ り,人 民
法院 の判決 に よ り適用 される。
管 制 は,自 由刑 の一種 であ って,次 の特徴 を もつ。①犯罪者 は・拘 禁
されないので,元 の単位 と居住地 で仕事 と生活 を行 うこ とが で きる。 人
身の 自由は剥奪 されず,一 定 の 自由が制限 され るに とどまる。換言 すれ
ば漕 制 に処せ られ た犯罪者 は,舳 な状 態で法定 の制限 を遵守す る?去
律効 果 を受 けるの であ る。② 管制 に処せ られ た犯罪者 は人身の 自由 を有
す るが,職 業 ・労働 その他 の活動が公安機 関の管理 と人民大衆 の監督下
に置かれ る。③ 管制 は,人 民法 院の判決 を経 て,公 安機 関 によ り執行 さ
れ ねばな らない。その他 のい かなる機 関 ・単位 ・団体 ・個 人 も決定権 ・
執行権 を もた ない。
わが国の刑罰体系で は,管 制が最 も軽い主刑 であ る。その適 用対 象は,
犯罪行為 と人身の危険性 が比較 的低 い犯罪者で ある。犯罪行為が比較 的
軽 けれ ば,そ れ に見合 った処 罰が な されねば な らない。 こ うして拘 禁す
る必 要の ない犯罪者 を管制 に処 して被拘 禁者 を少数 に とどめ るこ とに よ
り,犯 罪者の労働 ・家庭 生活 に支障が ない ように しうる。他 方で は,大
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厳粛 な処罰 にな るか らで ある。 さ らに,刑 法 の 定 め る自首 ・立功 ・累
犯 ・減刑 ・時 効等 の刑 罰 制度 も,犯 罪 の処 分個 別化 原則 を体 現 して い
る。
(2)党 の指導下 に専門機 関 ・人民大衆一 体の犯罪 闘争方針 を体現
した刑 罰体系
犯罪 闘争 にお ける専 門機 関 と人民 大衆 との一体化 は
,わ が国が長 ら く
実行 して きた効果 的 な基本方針 であ る。 その内容 には
,主 に次 の二側面
があ る。第一 は,司 法機 関の法 に基づ く犯罪者制裁
,第 二 は,大 衆 を動
員 した受刑 者の監督 ・教育改造 であ る。監獄 法 は,教 育改造 にあた り獄
内教育 と社 会教育 を結 合す る,と 明定 してい る。わが国の刑罰体系 にお
ける管制 とは・犯罪者 を専 門機 関 と大衆の管理監督 下 に置い て労働 改造
を行 う刑罰方法 をい う・管制 を主刑 と して規定 した ことで
,人 民大 衆が
犯 罪者 を直接改造 しうるだけで な く,階 級 国家の刑罰体 系の廃止が 明確
化 された。
(3)社 会主義人道主義の精神 を体現 した刑罰体系
わが国の刑罰体系 には}犯 罪 者 を痛めつ ける肉体刑 お よび犯罪者 の人
格 を侮 辱す る恥辱刑 はない。 わが 国の監獄 法 は,「犯 罪者 の人格 は侮 辱
されず,ま た,そ の人身の安 全 ・合法 な財 産 ・抗 弁 ・上告 ・告訴 ・告発
の権利 お よびその他 の法 によ り剥奪 制限 されていない権利 は
,侵 害 され
ない」 と明定 してい る。犯罪時 に18歳 未 満の者お よび裁判時 に懐胎 して
い る婦 女 には,死 刑が適用 され ない。刑罰 の執行 方法 として,死 刑以外
の四つの主 刑で は・すべ て懲罰 と改造 ・教育 ・労働 とを結 合す る原則が
貫徹 され る。獄 中で労働 に参加 した犯罪 者 には,関 連規定 に照 ら して報
酬 が支給 され,労 働保護 に関す る国家 の規定 が執行 され る。管制 に処せ
られ た犯罪者 には,そ の労働 に応 じた賃金が支払 われ る
。拘留 に処せ ら
れた犯罪者 には,そ の執行期 間中毎 月1日 ～2日 の帰宅 が許可 され るほ
か,労 働 に参加す れば労働報酬 の支給が酌量 され うる
。未成年犯罪者 の
刑罰執行 では,教 育改造が 中心 とされ,そ の労働 は文化 と生産技 能 の学
習が 中心 となる。以上 のすべ てに,わ が 国の刑 罰体 系の社会主義 人道主
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財産没収 のほか,外 国人犯罪者 のみ に適用 され る国外追放が ある。
さ らに,主 刑 と付加 刑の分類 以外 の基準 に よる刑 罰の分類 もあ る。
1)剥 奪 され る受刑 者の権利 の性 質 に基づ くと,自 由制限刑(管 制 ・
国外 追放),自 由刑(拘 留 ・有 期懲役 ・無 期懲役),生 命刑(死 刑),財
産刑(罰 金 ・財産没収),資 格刑(政 治的権利剥奪)に 分 け られ る。
2)受 刑者 自身の特質 に基づ くと,普 通刑 と特 別刑 に分 け られ る。普
通刑 とは,犯 罪主体 の特徴 を備 える何 人 に も適用 しうる刑罰 であ り・管
制.拘 留 ・有期懲役 な どが ある。特別刑 とは,法 律 が特 に要求す る犯罪
主体 にのみ適 用 しうる刑罰 であ り,例 えば外 国人犯罪者 にのみ適用 され
る国外 追放があ る。
2.わ が国の刑罰 体系の形成 と特徴
わが国 の刑法 が確立 した前述の刑罰体系 は,犯 罪 と闘争 す る過程 で次
第 に形成 ・発 展 され,立 法司法実務 の長 い経験 を科学的 に総括 した もの
で もあ る。
そ の刑罰体系 は,以 下の特徴 を有す る。
(1>処 分個別化原則 を体現 した刑罰体系
懲 罰 と寛大 とを結合 した刑事 政策 は,わ が 国の刑法制定 お よび刑 罰体
系確立 の政策的根拠 であ る。懲罰寛大結合政 策の基本精神 は,犯 罪 と犯
人の各事 情が異 なるの で,具 体 的 に分 析 して処分個別化 を図る ことにあ
る。刑法33条 の規定 をみ る と,こ の精神が十分 に体現 されてい るこ とが
わか る。同条 の刑 罰 には,極 めて峻厳 な死刑 ・無期懲 役か ら比較的軽 い
管 制 ・拘留 まで ある。 この中間の有期懲役 は,下 限が6月 以上,上 限が
15年 以下 であ るが,数 罪併 罰 〔併合罪〕 の場合 には,20年 以下 まで加 重
しうる。 これ らの刑種が あるので,入 民法 院 には,事 案の相違 に応 じて
適 度 な重 さの刑罰 を選択 し,懲 罰 の個 別化 を図 る幅広 い裁量 が与 え られ
る。刑法34条 に定め る付 加刑す なわち罰金 ・政治 的権利剥奪 ・財 産没収
等 は,罪 刑 相当原則 お よび刑 罰個 別化 の重 要 な手段 で あ る。 なぜ な ら,
付加刑 のみ を適用す れば寛大 にな り,こ れ を主刑 に付加 して適 用すれ ば





1.刑 罰体系 の概 念
わが国の刑 法が確立 した刑罰体 系 は,人 民法 院が刑罰 を運用 して裁判
活動 を行 う法律 的根拠 になる と同時 に,刑 法各則 規定 の法定刑 を設 ける
基礎 になる。
刑罰体系 とは,刑 法が 一定 の序列 に従 い配列 した各種 の刑 罰方法 の有
機的統 一体 であ り,刑 罰の適用 に際 して人民 法院が遵守 しなければ な ら
ない もの をい う。 この定義 に よれば,刑 罰体 系 は,次 の特徴 を有す る。
(1)刑 罰体系 は,刑 法 に よってのみ規定 しうる。 そ れは,次 の二つ
の意味 を もつ。 第一 に,刑 法以外の いか なる法律 に も刑罰体系 を規定 す
る権 限が ない。第二 に,刑 罰 の種類 ・幅 ・適用 の根拠 ・方式 も
,刑 法 の
みが規定 しうる。
(2)刑 罰体 系 を構成 す る各種 の刑 罰方 法 は,刑 罰適 用 に際 して人民
法 院が遵 守すべ きもの である。 つ ま り,人 民法院 は,こ れ らの刑罰方法
とその条件 ・幅 ・方式 に従 って,刑 罰 を言渡 さねば な らない。
(3)刑 罰体 系 は,各 種 の刑 罰方 法 に よ り一定 の序列 に従 って配列 さ
れた有機 的統 一体 であ る。一定 の序 列 とは
,各 種 の刑 罰方法の最 も軽 い
もの ・比較 的軽 い もの ・比較的重 い もの ・最 も重 い もの とい う順 序 をい
う。各種 の刑罰方法 の形成段 階 は,そ れぞれ性 質 ・内容が異 なるので相
互 の代替性 は ないが,軽 重 を補 充 し合い相互 の接点 を保 ちつつ順序 よ く
配列 され た有機 的統 一体 を構 成す る。刑罰体 系 は,主 に刑法33条 ・34条
に掲 げ る刑 罰 に よ り構成 され る。そ れは,主 刑 お よび付加刑 の二つ に大
別 される。前 者 には,管 制 ・拘留 〈拘 役>4有 期懲役 〈有期徒刑 〉 ・無
期懲 役 〈無期徒刑 〉 ・死刑が あ り,後 者 には,罰 金 ・政 治的権 利剥奪 ・
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に立法者 自身の要求 ・利益 ・法意識等 の制約 を受 けるこ との強調 に重点
を置 くものであ る。
要約す る と,刑 罰 目的の確 定の見地 か らす れば,関 連 す る と同時 に区
別 され るこれ ら二つの内容 的指 向性 は,不 可 欠の ものであ る。無論,要
素の認識 お よび価値 的要素 は,刑 罰 目的 を対象化す る主観 的条件 にす ぎ
ない。 さらに一般 的 な意味 か らい えば,統 治 階級 の意思 を表現 した刑罰
目的は,統 治階級が その統治 の樹立 ・維持 の ため に依存 している物質 的
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す る対象 との関係 だか らであ る。価値 関係 は,立 法者 自身の犯 罪予 防の
需要 と対 象 としての刑罰 とを結 びつ けるか ら,刑 罰 に対 す る立法者 の選
択 と方向づ けの関係 とい える。立法者 の刑 罰制定活動 は
,立 法者 自身の
要求 を満足 させ る ように,そ の活動の 出発点 と帰 着点が構成 されね ばな
らない。 この活動 の 中で,犯 罪予 防の現 実的要求 は立 法者の主観 的 目的
へ と転 化す るので ,立 法者 の意識 に達 した要求 とこの要求対象(刑 罰)
とを統 一 した ものが刑 罰 目的 になる。この こ とか ら
,刑 罰 目的 の設定 は,
実際 には刑罰適 用 に際 して立法 者が実現 しようとす る価 値的 目標 であ る
こ とが理解 され よう。
価値 関係の角度 か ら刑罰 目的 を研 究す る とき,刑 罰 自体 の価値 的意義
を示 しうるだ けでな くs立 法者の価 値基準 と選択過程 も理解す る ことが
で きる。 しか し,刑 罰効果 とい う目的要素 を価値 関係 の角度か ら考察す
るこ とを強調 して も,こ の こ とは,そ の要素 を立法者 の刑罰 に対 す る認
識 の関係 に代 替す る ことを意味 す るわけでは ない。刑 罰の 目的的な制定
活動 は・それ以外 の人類 の実践 活動 と同 じく,内 容 的 に次 の 二つ を指 向
して いる。 第一 に,刑 罰の属性 と機 能 に対 す る科学 的認識 が
,刑 罰本来
の姿 を明確 化す る ことになる。立法者 の刑罰 目的創設活動 には本質的 に
認識 関係 が含 まれ るが,そ れ とい うの も,創 設活動 の主体 と客体 が相互
に規定 し制約 し合 っているか らであ る。立法者が刑罰 固有の属性 の特徴
を尊 重 しこれに従 うこ とに よって,初 めて刑 罰 目的 を正 しく設定で きる
のであ る。換 言す れば,価 値 目標 の制定 は,客 体 の科学的認識 を前提 と
しなければ な らない。 第二 にs刑 罰 と犯罪予防抑止 の立法者要 求 との関
係 を明確化す る こ とが,立 法者 の要求 を満 たす刑罰 の属性 を認 識す る こ
とにな る。
前述 した第一の 内容 的指 向性 は,刑 罰 自体 を出発 点 と して,事 物 が因
果関係 に よって規 定 される とい う側 面か ら,目 的 と手段 に内在す る合一
性 の明示,刑 罰 目的の前提 条件 の確 定 に重 点 を置 くものであ る。第二 の
内容 的指 向性 はs立 法者 の要求利益 を出発 点 として,結 果 の実在性 とい
う側面 か ら,目 的 と手段 との可分性 を指摘 し,認 識 され た結果 が必然 的
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第二 は,消 極 的社会 的抑 止であ る。消極的社会 的抑止 は,犯 罪懲 罰 と
刑罰 威嚇 を恐 れ る心 理の上 に成 り立 つ。 これ には,次 の二側面 が ある。
その第一 は,社 会 との隔離,再 犯のための 「経 済資本」 の剥奪 な ど,刑
罰 を適用 して再犯条件 を犯 罪者か ら剥奪す る ことであ る。懲罰 を前提 と
して,犯 罪者 に思想 政治教 育,文 化技能教育,強 制 的 な生産労働,犯 罪
的心理構造 の除去,正 常 な遵法心理 の確立,行 為の悪習の矯正 を行 うこ
とによ り,犯 罪者 を遵法 者へ と変 えるのであ る・
消 極的社 会的抑止 の第二 は,犯 罪懲 罰 を通 じて,社 会の不安定 分子 を
刑 罰の威嚇力 を用 いて戒め,そ の犯罪実行 を防止 す るこ とであ る。刑罰
の本 質は一種 の懲 罰であ り,そ の適用 で必然 的 に受刑 者 は苦痛 や剥奪 を
受 け る。社会の不安定分子 が犯罪準 備の際 に,受 刑の苦 しみ を=連想 す る
こ とが避 け られ ないので,こ れ を恐 れる心理 か ら犯罪実行が放棄 され る。
外 国の統計 によれば,懲 罰 を恐 れて犯罪実行 の気力 を失 う者は,約20%
に上 る とされている。
犯罪 を抑止 予防す る法秩序 の形成 と確 立 は,理 論 的 にs前 述 の二経路
をた どるのが一般 的であ る。 しか し,社 会生活 では,事 情が よ り複雑 な
こ とが少 な くない。刑 罰 を社 会系統 と して考察 す るな らば,刑 罰 は,そ
の厳格 さの程 度や刑 の種類 ・適用法則(量 刑 原則 とその方法等)・ 機構
(公安 機 関,検 察機 関,審 判 機関等)・ 設備(刑 罰 の執行 場所)等 の諸
要素 で構 成 され る有機 的統 一体 と して存在 す る。 これ らの構 成要 素 は,
相互 に関連 し作用す るので,い ずれの構成要素が 正常 な 「手続」 か ら逸
脱 して も,法 秩序 に否 定的影響 を及 ぼす ことにな る。以上 は問題 の一面
にす ぎず,さ らに刑 罰系統運用 の外部 環境 とい う問題が ある。 この外部
環 境 は,刑 罰 とい う社 会系統 の機 能の発揮 にあ た り,間 接 的 に関与 し,
犯罪予防の法秩序形 成過程 を促 進 ない し停 滞 させ る。
2.刑 罰効果の価値 的要素
刑 罰効 果の価値的要素 は,価 値 関係 か らみ る と,実 際 には刑罰効 果の
目的要素 を意味す る。 なぜ な ら,価 値 関係 は,人 間の需 要 とこれ を充足
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安全 に対 す る安心 感や社会治安 の状 況 な どが,こ れ にあ たる。唯物 的弁
証法の観点 か らす れば,社 会系統 と しての刑 罰の運用 は
,そ の内部矛盾
の運動 によって主 に決定づ け られ る。 しか し,刑 罰の効果的実現 は,刑
罰が運用 され る0定 の社会環境 に常 に関連 ・依存 してい る。 刑罰が その
機 能実現の ために依存 す る社会環境 には可変 的で偶 然 の要素 が含 まれ て
いるので,必 然 と偶 然が相互 に作 用 して刑罰 の結 果が生 じて も
,刑 罰 の
実効 性 とい える。 この よ うな結果 自体 には,目 的 たる結果 す なわち刑罰
の効 果が含 まれ るが,か ような刑罰の結果 と効果 とは同 じでは ない。
刑罰 の実効性 は,一 種 の現実 的 な社会的存在 であ る。その実質 は,犯
罪 を抑止予 防す る法秩序 と して示 される。 犯罪抑 止 の法秩序 は
,動 態的
に変化す る と同時 に相対 的 に安 定 して,動 と静 の統 一 をなす。 その動態
性 とは,犯 罪実行 に よって犯罪抑止予 防の法秩序 が破壊 された とき
,そ
の法秩序 回復 のため に,犯 罪者 に刑罰 を科 して破壊 回復 をす る矛盾 の闘
争過程 をい う・ また,そ の相対 的安定性 とは,犯 罪抑 止予防 の法秩序 が
現存 の社 会関係 によって構成 された秩序 の社会構造 である こ とを意味す
る。その事物構造 自体 はあ る程度安定 してい るが
,現 実既存 の利益 と事
実 が これ を決定づ ける。
犯罪 を抑止予 防す る法秩序 の直接 的内容 は,犯 罪予 防の現 実 的情況,
す なわち犯罪 の発生状 況,再 犯の情況,累 犯 の情 況お よび人民大衆 の犯
罪 闘争へ の参加情況等 であ る。 したが って,か ような法秩序 は,主 に次
のこ経路 を通 じて形成 される。
その第一 は,積 極 的社 会的抑止 であ る。 これ は,刑 法規範 とその役割
に対 す る個 人の期待 の上 に成 立す る もので あ り
,刑 法 の禁止 行為の範 囲
を合理的 かつ正 当であ る と認 める ものであ る。わが国 では,刑 法が大多
数の 人民民 衆 の意思 と利 益 を代 表 してい る。刑 法が 保護 す る国 家的利
益 ・集 合的利益 と個人 的利益 とが一致す るため,大 多数の者 は犯罪行為
を実行せず ・ しか も犯罪 と闘争す る。 これは
,大 多数 の者 が社 会化 を通
じて刑 法規範 とそ の価値観 を内在化 させ,自 己の 自覚的行為へ と変 えた
結果 である と認 め られる。
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第5節 刑罰の効果
刑罰 の効 果 〈効益 〉とは,刑 罰適用 の結果 が刑罰 目的 と合致す る程度
をい う。
一般的 に
,刑 罰適用 の結 果が刑罰 目的 と重複 一致 す る関係 にあ るな ら
ば,そ の符合す る程度が大 きいほ ど,そ れ に比例 して刑 罰の効果が大 き
い。 この逆 につ いて も,同 じこ とがい える。 この定義 にい う刑罰 の結果
とは,刑 罰 の現実 的効 力 をい う。刑 罰の 目的 には,立 法者が主観 的 に予
め確定 した もの とい う意味 と刑罰 を適用 して達成 しようと した結果 とい
う意味 とが,含 まれる。前者 は刑罰 の効 果 を実証す る基礎 を,後 者 は刑
罰の効果 の価値 的 な基礎 を,そ れぞ れ構成す る。 この二 つの基礎 は,相
互 に補完 して刑罰 の効果 の形成過程 に直接 関わ り,不 可分 な関係 にあ る。
それゆ え,実 証性 と価値性,現 実 と観念が有機的 に統合 した ものが,刑
罰の効果で ある。
1.刑 罰効果 の実証 的要素
刑罰の効果 く効益 〉の研 究 は,刑 罰 の立法規定 の分析 を無視 しえない。
それは当然 であ るが,こ れ以上 に重 要なのが犯罪の懲 罰 ・予防 の過程 に
おけ る刑 罰の現実 的効力 の考察 であ る。その理 由 と して,第 一 に,刑 罰
に関す る法規定 は,刑 罰 と犯罪 との 関係 につ いての情報 として行 為の抽
象的 な類 型 を示す にす ぎないのに対 して,刑 罰 は,捜 査 ・起訴 ・判決 ・
執行 とい う一連の具体 的過程 を経 て初め て実効性 の生 じる ことが挙 げ ら
れ る。第二 の理 由は,刑 罰の効 果が,刑 罰 の実効性 の内 にあ り,そ こか
ら独 立 した もので は ない こ とにあ る。前述 の ように,刑 罰 の実効 性 は,
刑 罰 の効 果 とは異 な る。前 者す な わ ち刑罰 の実 効性 は,社 会 シス テム
〈社 会系統 〉 と しての刑罰 が運用 され る社 会環境 と相 互 に作用 した結果
で ある。その社 会環境 とは,刑 罰 と相互作用す る事物 ・人 間 ・情報の集
合 であ り,刑 罰が社会系統 と してか ような集合 と相互 に作用 して 自己の
属性 や機能 を示す 人間 ・事物 ・情 報の集合 をい う。例 えば,人 民大衆 の
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的効果 であ る,と 我 々は説明す るのであ る。
(3)わ が国の刑法の根本 目的
刑 罰の根 本 目的 とは,刑 罰 を適用 して達成 しよ うとす る最終 目標 をい
う。刑法1条 に定 め る ように,「 犯 罪 を懲罰 し,人 民 を保護す る」 こと
が,わ が 国 の刑 罰 の根 本 目的 で あ る。刑 法2条 には
,よ り具体 的 に,
「中華 人民 共和 国刑 法の任務 は,刑 罰 によって全 ての犯罪行為 と闘争 し
,
国家の安 全 を防衛 し,人 民 民主専 政の政権 及 び社会主義 制度 を防衛 し
,
国家財産及 び勤 労大衆 が集団所有 す る財 産 を保護 し,公 民 の私 的所 有財
産 を保 護 し,公 民 の 人身の権利,民 主的権利 及 びその他の権利 を保護 し
,
社 会秩序 及 び経済秩序 を維持 し,社 会主義建設事業 の順調 な進展 を保 障
す るこ とにある」 と定 め る。
刑罰の根本 目的 は,わ が国の社会主義法体系 一般 の目的 で もある。 な
ぜ な ら・刑 罰 を主要 な内容 とす る刑法 はsわ が 国の法体 系の有機的 な構
成部分 であ るか らで ある。 この ように,刑 罰の根 本 目的は,社 会主義法
体 系一般 の 目的であ るが,こ の 目的が刑罰 によって実現 される とい う点
で,他 の法律 との相違 があ る。刑 罰の根 本 目的の性格 は
,あ らゆる局面
にわた る指 導 とい う点 にあ り,戦 略 的 に高度 な部分 か らわが国の刑 罰適
用 を指導 してい る。 わが国 の刑罰 の根本 目的 は,内 容的 に,刑 罰 の階級
的本 質 を決定づ け,刑 罰 適用 に対す る無産階級 の要求 を直接 体現 してい
る。 さ らに,そ の内容 は,階 級性 を排 除 した刑罰 の根 本 目的 との基本 的
な限界 を明確化 している。
ここで指摘 すべ きは,刑 罰 の根 本 目的 は決 して空 中の楼 閣で はない
,
とい う点であ る。刑罰 の根本 目的 は,刑 罰 の直接 目的お よび間接 目的に
存在す るが,よ り高次の 目的 とい うにす ぎない。刑罰 の直接 目的 と間接
目的 は根 本 目的 によって指導 される一方 ,刑 罰の根 本 目的は直接 目的 と
間接 目的の実現 を条件 として実現 される。 これ ら三者の相互 関係 は,こ
の ように概括 しうる。
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れ る副次 的 な積極 的効 果 をい う。
刑罰 の適用 は,国 家 の有意 的 な審判活 動の一 つで あ る。 その意思 は,
実現が求 め られ る直接 効果 の外 に,付 随 的 な積極 的効果す なわち問題点
の是 正や犯罪誘発外部条件 の除去等 も同時 に追求す る。我 々が問題点 の
是正 や犯 罪誘発 外 部条件 の除去 を間接 目的 の内容 に含 め る理 由 として
は,第 一 に,か ような目的が刑罰 の直接 目的か ら独 立 している ことが挙
げ られ る。既 述の ように,刑 罰 の直接 目的 は,犯 罪者 自身の再犯予 防 と
刑罰威 嚇力 を用 いた潜在 的犯罪者の犯罪防止 とにある。 問題 点の是正 と
犯罪誘発外部条件 の除去 とは,決 して これ らの 目的 に含 まれ ない。第二
の理 由 と して,間 接 目的 は,確 かに直接 目的か らは独立 しているが・ 人
民法 院が刑 罰適用時 に追求す る効 果の一つで ある点 にある。 問題点 の是
正 と犯罪誘発外部条件 の除去 とは,犯 罪予防 に重要 な役割 を果 たす。実
務上明 らかな ように,単 位 内部の管理が混乱 してい る場 合,必 要 な規則
制度が 欠けてい る場 合,規 則が あって も遵 守 され ない場合 には,涜 職罪
や責任事 故 に関す る犯罪等 が容 易 に誘発 され る。地域社会 に社 会統 制構
造が欠落 して厳格 に機 能 して いなけれ ば,犯 罪者 が虚偽 に乗 じて入 り込
む余地が で きる。 この ような現象 は,既 に司法機 関 に よ り極め て重視 さ
れ,事 件 を起 こ した単位 の 防止業 務 を強化 す るた め に,「 司法建 議書 」
が提 出されている。その主な内容 として は,事 件 を起 こ した単位 による
法制宣伝 教育 の実行 を援助 す るこ と,か ような単位 の制度改革 に協 力す
る こと,か よ うな単位 と共 同協議 を重 ねて防止合 意書 を取 りまとめる こ
とな どがあ る。 この ような司法実 務 にお ける手法が,刑 罰適用 に際 して
の 人民法 院の要求 であ るこ とは明 らか であ る。か ような状況下 で,我 々
は,問 題点 の是正 と犯罪誘発外 部条件 の除去 とが刑罰 の間接 目的で ある
と認 め,理 論 的説明 を加 えて理論 的根拠 を明確化 す るので ある。第三 の
理 由 として,問 題 点の是正 と犯罪誘発外 部条件の除去 とは,犯 罪者へ の
刑 罰適 用過程 で行 われ る とはい え,多 くの場合,そ の実行 には単位 の努
力等の仲介要素 を必要 とす る ことにある。正 にこの ような意味 か らして・
問題点 の是正 や犯罪誘発 外部条件 の除去 が刑罰適用時 に追求 され る付 随
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ると ともに,自 覚的 に法律 を遵守す る よう教 育 し
,人 民大衆 による犯罪
闘争 を奨励す る ことを意味 す る。
かつ て レーニ ンは,ソ ビエ ト裁判所 の職能 につい て論 述 し
,「我 々はr
国家 を必 要 とし・強制 を必 要 とす る。 ソビエ ト裁判所 は
,か ような強制
を無産階級 国家 が行 うための機 関 とならねば な らない
。 さらに,裁 判所
は,住 民へ の労働 規律遵 守の教 育 とい う重 大な任務 を担 うべ きで あ る」
と指摘 した(7}。わが国 は,人 民民 主専政 の社会 主義国家 であ り,わ が 国
が公布 した刑法 は,人 民 大衆の意思 を反映 した もの である とと もに
,人
民 の利益 を保護す る ものであ る。法律の遵守が 自己の利益 と一致す るか
らこそ・人民 は・法律 を遵守 し,法 律 を執 行 し,法 律 を保持 す るの であ
る。 しか し,犯 罪者へ の刑 罰適用 で人民大衆 に犯罪 の社会危害性 と犯罪
追及 の必 要性 を認識 させ る ことがで き,こ う して法観念 を高め て遵法 を
自覚 して犯罪 闘争 の積極 性 を向上 させ うる。人民 大衆が ひ とた び法 観念
によって武装 されれば,犯 罪予防の強大 な社会力 となるであろ う。潜在
的犯罪者が犯罪 を行 って も民衆 の力で摘発 ・検挙 され るので
,犯 罪 者は,
しか るべ き処罰 を受 け るこ とになる。 したが って
,犯 罪者へ の刑罰適用
を通 じて人民 大衆の犯罪 闘争 を教 育奨励 す る ことは
,我 々が求 める刑罰
の直接 目的の内容 と して,重 要かつ独 自の意義 の一つ とい える。
既 述の刑罰の直接 目的の各内容 は,密 接 に関連 し相 互 に結合す る。 こ
の点 は,こ こで指摘 してお かねば な らない。いかなる犯罪であれ人民法
院が犯罪者 に適用 す る刑罰 は,そ の全 てが特 別予防
,一 般予 防,人 民 大
衆 に対 す る犯罪 闘争 の教 育奨励 を内容 と してい る。換 言すれ ば
,犯 罪者
への刑罰適用 は,当 該犯罪者 自身の再犯予防 だけでは な く,潜 在的 な犯
罪者 による犯罪 を防止 し,人 民大衆 の犯罪 闘争 を教育 ・奨励 す るこ とも
目的 とす る。 したが って,犯 罪 者へ の刑罰適用 に際 しては
,刑 罰 の直接
目的 につ き前 述 した内容 を,我 々は全面 的 に考慮 しなけれ ばな らない
。
さもな くば,わ が国の刑罰 の直接 目的は,全 く実現 が困難 となる。
(2)わ が国 の刑罰 の間接 目的
直接 目的に対 して,刑 罰 の間接 目的 とは,刑 罰 の適用 に際 して追求 さ
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とが示 してい る ように,犯 罪者 の教育改造 を主 たる内容 とす るわが 国の
特 別予 防 は,成 功 してい る とい え よっ。
2)一 般予防
これ は,犯 罪者への刑罰適用 を通 じて,刑 罰 を社 会不安定分子へ の威
嚇 警告 と して役立 て,こ れ らの者の犯罪の道へ の進 出 を防止 す るこ とを
意味す る。
刑罰 の威嚇機能 を利用 して潜在 的犯罪者の犯罪 まで も防止 しうる根拠
は,受 刑者 に損失 と苦痛 もた らす刑 罰の懲罰 と しての性 質であ る。社会
の不安定分子 が犯罪 を準備す る場合,不 可避 的 に受 刑の苦痛 を連想せ ざ
るをえず,利 を求 め害 を避 け る本 能 に基づ き小 を捨 て大 を求め る比 較判
断 を行 って受刑 の苦痛 に対 す る恐怖感が生ず れば,懲 罰 を避 けるため に
犯罪 が放棄 され るのであ る。 わが 国の現状 か らす る と,こ の ように刑罰
の威 嚇機能 を利用 した犯罪 防止 は,必 要であ る といわ ざるをえない。実
務上明 らかな ように,教 育改造 も決 して万能 では ない。改造 を逃れ よ う
とす る者 に一般 予防 目的 を追求 しなければ,こ の ような者 の犯罪実行 の
抑止 が極 めて困難 となる。
わが国で実行 され る刑 罰威嚇 には,次 の特徴 がみ られ る。第一 に,刑
罰 の威嚇対 象 となるのは,ご く少数 の潜 在的犯罪者 に限 られる。 そ して
第二 に,刑 罰威嚇 は,法 制教育 や世論 の謎責 と有機 的 に結 びつ き・その
相互作用 に よって犯 罪抑 制心理 に一層有効 に反映 され うる。刑罰の有効
性 は,こ の よ うな特徴 に よって決定づ け られ る。 ここ何年 かの問に,わ
が国 は法 に基づ く迅速重 罰の方 針 を実行 したが,こ の ことは,社 会治安
の安定 と重大 犯罪の発 生率低下 に,非 常 に効果 的であ った。 わが国の一
般予 防刑 が一定の成功 を収 めてい るこ とは,明 らかで ある。 しか し,刑
罰の威嚇作用 を肯定 しうる として も,社 会不安定分子 の犯 罪防止 は・主
に総合 的統治,社 会主義の物 質文 明 ・精神文 明の建 設 に依拠す る。 この
こ とをs我 々は認識 しなければな らない。
3)人 民大衆 に対す る 自覚的法遵守教育お よび犯罪闘争の奨励
これ は,犯 罪者へ の刑罰適 用 を通 じて,人 民大 衆の法観念 を向上 させ
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に依拠 して制定 されたわが国の刑 法 は,そ の刑罰体 系のみ な らず具体 的
な刑罰制度 の上 で も・教育改造 を懲罰 に含め ている。 ここに,懲 罰 と教
育改造 との不可分的 な相互作用 とい う特徴が ,充 分 に体現 されてい る。
定罪量刑 は,司 法活動 の最重 要部分であ る。定罪量刑 の過程 では
,犯
罪構成の全体性 とい う原則,な らびに 「犯 罪事 実 を根拠 と し
,法 律 を基
準 とす る」 原則が・一貫 して堅持 され る。特別予 防の要請 に適合 した最
善 の方法 と基準 を選出す るため に,解 明 され た犯罪事実 に基づ いて
,各
犯 罪者個人 の事情 と改造 の難易が十分 に考慮 され る
。 この ことは,訴 訟
活動 のその他 の場 面 に も当ては まる。例 えば,予 審 お よび起 訴の過程 で
は・事実 を並べ て道理 を説 くことが 堅持 され
,法 制教 育 な らび に罪 を認
めて法 に服 し自白 した者 を寛大 に扱 う政策教育 が実行 され る
。 また,訴
訟手続 の過程 で は,公 開裁判 を堅持 して,被 告 人の法定手続上 の権 利が
保障 され,被 告 人の弁解 や意見 に対 して真 摯 に耳 が傾 け られ る
。 これ ら
の点 で,わ が国の刑罰 は,特 別予 防 目的の 内容 を充 分 に体現 しているだ
けでな く,刑 罰の教育改造機能 を強化す る ものであ る。
行 刑段 階 では,特 別予 防の教 育改造 の内容 が,最 も直接 的かつ具体 的
に体現 され る。 また,特 別予防効 果 も,こ の段 階 で決定づ け られ る。 わ
が国 では・ 自由刑 を中心 とす る刑罰体系 が採用 され てお り
iこ れ に応 じ
て・労働改造が刑罰執行 の最 も主 要な方式 となってい る。労働 改造で は,
「懲 罰 と改造 との結合」 原則 お よび 「教 育 と労働 との結 合」原 則が終 始
一貫 して揺 る ぎな く実行 され
,労 働 と法 制 ・道徳 ・文化 ・技術 の教 育 と
を施す こ とによって,わ が国の刑罰 固有 の教育改造機 能お よび感化機能
が最大 限に発揮 され る。 こ う して犯罪者 はr刑 に服 して 自覚 的 な改造 を
迫 られ,法 律 を遵守 し自力 で働 いて生活す る人間 に生 まれ変 われる よう
,
方 向づ け られ る。新 中国の成立 以降,我 々は,封 建時代最 後の皇帝 お よ
び戦争 犯罪者 を含め て,多 数の犯罪者 を抱 えて きた
。 しか しs我 々は,
これ らの犯罪者 を他 人 に無 害で社会 に有益 な遵 法的公民へ と改造 す るこ
とに成功 して きた。世界的 にみて も,わ が国 は再犯率 が最 も低 い国家 の
一つで あ り
・6%～8%の 水準 を長 年 にわた り維持 している(・}。この こ
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内容 として,犯 罪者 の犯罪継続 条件 を除去 して,犯 罪 に よる社会侵 害 を
排除す る ことが挙 げ られ る。犯罪 は,社 会 を害す る行為 であ る。 したが
って,犯 罪 に対処す る一 自衛手段 であ る刑罰 には,犯 罪者の犯罪継続条
件 を適 宜 に除去 して,社 会 に対す る犯罪 の直接 的危害 を排 除す る ことが,
実現すべ き直接 的結 果 として必 然 的 に求め られ る。 この こ とは,刑 罰の
根本任務 か ら決定 され る。
特 別予防 は,さ らに重要 な もう一つの 内容 を有す る。す なわ ち・犯罪
者 を遵法 的公 民 に改造 して再 び社会侵 害が ない ようにす る ことであ る。
この改造 は,懲 罰 を前提 と して強制的 に行 われる。犯罪心理学 の研究 に
よる と,犯 罪者 が犯罪 を行 う理 由 として,利 を求め害 を避 ける冒険心 や・
懲罰 か ら逃避 で きる とい う射幸心 な どの心理 的動 因が明 らか に されてい
る。我 々が犯罪者 に刑罰 を適用す れば,同 人の権益 はある程度剥奪 され,
その親族 も必然 的 に受刑 の苦 しみ を体験す ることになる。 こう して,犯
罪 は懲罰 の対価 であ って懲罰 は犯罪 の必然 的 な結 果であ る ことが,認 識
され るよ うになる。 この懲罰 か ら生 じる心理的効果 によって,多 くの犯
罪者の犯罪動 機 を抑制弱化す るこ とがで きる。
また,犯 罪者 に対 す る懲 罰 の心理 的効 果か らすれ ば,懲 罰 は一種の教
育 であ る と理解 しうる。 しか し,か ような教育 には限界があ る。第一一に,
教育改造 と結 びつか ない懲 罰 は,た だ表面 的 に しか犯 罪抑 止作 用 を もち
えず,犯 罪者 の内心の奥底 か ら犯罪心理 を排 除す るこ とはで きない。第
二 に,た だ単 に懲罰 を加 えた だけで は,犯 罪者 に反発心 を生 じさせ かね
ず,そ の主観 的悪性 の矯 正 に不利益 を及 ぼす。 したが って・懲罰 と教育
改造 とを正 し く結 合 させ て初 めて,懲 罰 を前提 とす る系統的 な思想政治
教 育 ・文 化技 能教育 ・強制 的生 産労働,さ らには犯罪心 理 の徹 底 的排
除 ・正常 な遵 法心 理 の確立 ・悪 習 の矯正 ・労働 習慣 の養成 が可 能 に な
る。 こう して犯 罪者 は,自 力で働 いて生活 しうる遵法者へ と徐 々に変 わ
ってい くことがで きる。
この ような特別予 防の 目的 は,わ が 国の刑事立法 ・司法 ・行刑 活動の
全 過程で その内容 が一貫 されている。処罰 と寛大 とを結合 した刑事政 策
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第4節 刑罰の圏的
1.刑 罰 目的の概 念
刑 罰は,国 家の強制方法 の一つであ り,そ れ 自体 は決 して何 らの 目的
もない。刑罰 の 目的が実際 に意味 してい るの は
,国 家の統 治階級 が刑罰
適用 で実現 しようとす る結 果の こ とであ り,統 治階級の主観 に予定 され
ている。 この よ うに刑罰 の 目的は,刑 罰の もた らす結 果 に対 す る国家統
治階級 の 主観的要求 であ り,刑 罰 の運用 以前 に観念的 に既定 されている
。
ここには・国家の統 治階級 自身への要求 と犯罪 闘争の客観的結果 との関
係 が反映 されてい る。刑罰 の 目的は,予 め設定 されて,立 法 ・司法.行
刑 活動の全過程 を指 導 し,刑 罰 の性質 ・内容 ・機能 ・効果 を根 本か ら制
約す る。正 にこの ような理 由か ら,刑 罰 目的の問題 は,こ れ まで も統 治
階級が 一貫 して重視す る と同時 に,法 学 者が深 い思考 をめ ぐらす重要課
題 なのであ る。
2.わ が国の刑罰 の 目的
わが国 の刑罰 の 目的 は,直 接 目的 ・間接 目的 ・根本 目的 に区分す るこ
とがで き,こ れ らに よって有機 的統一体が構成 され る。根 本 目的は,社
会 主義 の初級段 階 にあるわが国の刑罰適 用の根 本的 な方向性 を示す。直
接 目的 は・ わが 国の刑 罰適用 を具体 的 に指 導す る。 間接 目的はa直 接 目
的か ら独 立 してs間 接 的 に刑罰適用 を指導 す る。 直接 目的お よび間接 目
的 は,根 本 目的 に よって決せ られ これ に服 するほか,根 本 目的の前提条
件 を示す。
(1)わ が国の刑罰 の直接 目的
刑罰 の直接 目的 とは,刑 罰適用 に よって実現 され る直接 的結果 をい う
。
この内容 には,以 下 の 目的が含 まれ る。
1)特 別予 防
これ は,犯 罪者 に刑罰 を適用 して,犯 罪継続条件 を除去 し,遵 法 的公
民へ と改造 して,再 犯 をさせ ない こ とを意味す る。特別予 防の重要 な一
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る。 これには,立 法 に よる威嚇 と司法 による威嚇 との二側面が ある。前
者 の立法 による威嚇 は,主 に刑法 の制定 お よび宣伝 活動 を通 じて・犯罪
には必 ず刑罰 とい う法 的効 果が伴 うとの情報 を社会 に伝播 して,犯 罪意
欲 を もつ社 会の不安定 分子 を戒 める効果 を発 生 させ,犯 罪 を思 い止 まら
せ る ものであ る。後者 の司法 による威嚇 は,犯 罪 を解明 して刑 罰 を科 す
刑事訴訟 活動 によって,罪 刑 の関係 につ き具体 的情報 を社会 に広 知 させ,
潜在的犯罪者 に犯罪必 罰の意味 をよ り具体 的 に認識 させ,受 刑の苦痛意
識 に よ り公然 と法 を犯す気力 を失 わせ る もので ある。実務 上明 らか なよ
うに,司 法 に よる威嚇機能 が十分 に発揮 されるか否 かはr刑 罰 の適宜性
と必 然性 に よる ところが極 め て大 き く,そ の直接 的影響 を受 ける。 それ
ゆえ,我 々は,法 に依 拠 した重 く迅速 な処罰 とい う方針 を積極 的 に徹 底
して,潜 在的犯罪者 の射幸心 や冒険心 を動揺 させ,刑 罰 の犯罪意思抑制
効 果 を最 大限 に作 用 させね ばな らない。
2)教 育促進機 能 刑罰 の教育促進機 能 とは,刑 罰 の制定適用 によっ
て,人 民 に幅広 く法制 の教育 と促 進 を行 わせ る作用 をい う・刑 罰の教 育
促 進機瀧 を具体 的に示す と,次 の二側面が挙 げ られ る。第一 に・ わが 国
の刑法 は,人 民 の意思 と利益 を体現 してい るので,人 民大衆 に幅広 く支
持 されてい る。多 くの 人民が犯罪 を犯 さないの は,刑 罰 を恐 れ るか らで
は な く,彼 ら自身の利益 によって決定づ け られてい るか らであ る。 よっ
て,こ の ような人達 は,必 然的 に刑罰威嚇 の対 象 とはな りえない。 しか
し,法 制 の宣伝 や刑事 訴訟の活動 は,入 民大衆 の法意識 を高 めて法制 の
観念 を増 強す る。第二 に,あ らゆ る犯罪行 為 は,社 会 に何 らかの危害 を
及ぼ しうる。犯罪 の解 明 と懲 罰が時宜 を得 なければ,犯 罪者の気勢が増
長 され,人 民大衆 が安全 を感 じな くなる。 人民 法院が適時 に犯罪者 に刑
罰 を適用 す るこ とに よって,犯 罪者 の気 勢 を打 ち消 して人民 の 自覚 的 な
犯罪 闘争 を鼓舞 ・激励 す るこ とがで きる。
要す るに,わ が 国の刑 罰の三機能 は,相 互補完 関係 にあ り,そ れ ぞれ
が重 要視 され る。 この三機能 の正常 な働 きが,刑 罰 目的の実現 を保 障す
る重要 な役割 を果 たす。
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めてい る。例 えば,故 意殺 人罪 ・故意傷 害罪 ・侮辱罪 ・誹諺罪 ・強姦罪
等 が これ にあ たる。 しか し,公 共の安全や公共 の秩 序 に対す る犯罪 であ
って も,爆 破罪 ・放火罪 ・流民罪等 の よ うに
,公 民利益 の危 害 となる犯
罪 も少 な くない。 これ らの犯罪が実行 され る と,被 害者 自身お よびその
親族 に…定 の損 害が もた らされ るため,苦 痛 ・恐怖 ・憤 怒 ・遺恨 等 の心
理的 ・情緒 的な体験 を した人 々は,犯 罪 の懲罰 を強 く要 求す る。 それ ゆ
え,刑 罰の迅速 な適用 は,慰 問機能お よび補償機 能 な ど正義 を伸張 す る
役割 を担 っている。
1)慰 問機能 刑 罰の慰問機能 とは,人 民 法院が犯罪者 に刑 罰 を言渡
す こ とで・被 害者お よびその親 族の心境 を緩和 して苦痛 心 を除去す る効
果 をい う。慰 問機能 は,刑 罰 の動態 的運用 に よって発揮 され うる機能 で
あ る。 したが って,刑 罰 の適用が時宜 を得 るほ ど機能が発揮 され る程度
も一層 向上 する。
2)補 償機 能 刑 罰の補償機能 とは,人 民 法院が犯罪者 に刑 罰 を科す
と同時 に,被 害者 が犯罪の損 失補償 を受 けるこ とをい う
。この補償 には,
経済 的補償 と精神 的補償 とがあ る。人民 法院が法 によ り犯罪者 に刑罰 を
科す ことに よ り,被 害者 とその親族 の精神 的損 害 は,あ る程度 補償 され
る。他方,経 済的補償 について刑法36条 が定 め る経 済的損 害賠償 は
,決
して刑 罰で はない。 しか し,人 民 法院が犯罪者 に賠償 を命 じる経済 的損
失 は・その犯罪 か ら生 じた ものであ るので,こ の賠償 は刑罰 と同時 に行
われ る。 したが って,我 々 は,こ れ を刑罰 の補償 機能 と解す る。現状 か
らす る と,経 済的損失 の賠償 には,犯 罪者が被害者 に及ぼす直接 的損失
と部分的 な間接 的損失 の二種類が あ る。
(3)そ の他 の社 会構成 員 に対す る刑罰の機能
この ように,刑 罰 は,犯 罪者 お よび被害者 に対 して異 なる機能 を有 す
るが,そ の他 の社 会構 成員 に対 して も積 極的 な作用 を及ぼす
。その主 な
作 用 には,次 の二側面があ る。
1)一 般威 嚇機能 刑罰 の一般威 嚇機能 は,相 対 的個 別威嚇機能 と も
い われ,刑 罰 の制定適用 に よって社 会の潜在的犯罪者 を戒め る効果 であ
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減刑等 の規定 の ほか,軽 罰,刑 の減軽 ・免除 に関す る一連 の情状 につい
て定 め る ように,そ の数多 くが刑法 に体 現 され ている。 これ らの寛大 な
措 置の運用 に よ り,犯 罪者の反発心が一定程度 除去 され 自覚的 な改造の
受容が促進 され るこ とは,疑 いない。 第二は,法 に よ り懲役 〈徒刑 〉な
い し死刑執行猶予者 の改造 を求め る監獄 法であ る。同法 の規定 に よれば,
これ らの者 に生産労働 を組織 して従事 させ る と ともに,思 想 ・文化 ・技
術 の教育 が施 され,熱 心 に根気 よ く丹念 に犯罪者の教育 ・感化 ・改造 が
行 わ れる。「感 化 は,禅 の空説 を行 う口実 を作 る こ とで はない。犯罪 者
の食 ・住 ・健康 ・学習 に配慮 し,こ れ らの者 が政 治 ・文化 ・技術 な どを
学習 で きるよ う組織 化 と援 助 を行 って,活 路 ・前 途が ある ことを認識 さ
せ,善 良 な人 間 にす るた め に真剣 かつ着 実 に努 力 す る こ とであ る」(5)。
この ように人道的 な処遇 を行 い,犯 罪者 を大切 に扱 う措 置 を重視 すれば,
犯罪者 を感化 させ る心理 的効果が生 じ,犯 罪者 は落 ち着 いて改造 に専心
しうる。
4)教 育改造機能 教 育改造機能 とは,行 刑過程 で行 われ る各種の教
育改造手段 に よって犯罪者 に もた らされ る教 育改造の効果 をい う。教育
改 造 は,受 刑 者 に対す るわが国の刑 罰の最 も主要 な機能 であ り・わが国
にお ける特別予 防 を根本 的 に実現す る。教育改造機 能の主要 な もの と し
ては,懲 罰 の賦課 を前提 に,犯 罪者 に政 治思想 ・文化知識 ・生 産技能 に
関す る系統的 な教育 を施 して,犯 罪意思 を除去 して正常 な遵法 意識 を確
立す る こと,悪 習 を矯 正 して労働 習慣 を養成す るこ と,一 定の生産技能
の修得 によ り釈放 後の就業条件 を獲得 させ るこ とが挙 げ られる。要す る
に,犯 罪者 を改造 して遵法 的 な公 民へ と変 えるのであ る。
犯罪者 に対す る懲罰 ・威嚇 ・感化 ・教育改造 とい う刑罰 の機能 は,密
接 に関連 してお り,相 互 に代替 され るこ とはあ りえない・ これ らの総和
が,刑 罰の個 別的予 防の 目的 を達 成す るため の手段 と して意味 を もちう
るのであ る。
(2)被 害者 に対す る刑罰の機 能
わが 国の刑法 では,公 民個 人 を侵 害対 象 とす る犯 罪が相 当の比重 を占
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者 に対 して身体 的強制 ・権利制 限 ・心理 的影響 を加 えるこ とをい う。刑
罰 は,最 も軽 い ものが執行 されて も,必 然 的 に受刑者 の権益 が剥奪制約
され る。 こ う して犯罪 者 に一定 の苦痛 を感 受 させ て犯罪継続 を阻止 す る
効果 が生 ず る。例 えば,犯 罪 者 に適用 され る無期有期 の懲役 は
,社 会 か
ら隔離 された閉鎖的施 設 に同人 を収容 して,そ の 自由 を一定期 間ない し
生涯剥奪す る ことによ り,そ の犯罪者が再 び自由を濫用 して犯罪 を行 う
能力 を剥奪 し著 しく制 限す る。極悪 犯罪者 の極少 数の者 には
,法 に基づ
いて死 刑判 決が宣告 され ,同 人 の再 犯能力 が徹底 的 に剥 奪 され るの で,
社 会危害再発 を永遠 に封 じる ことが で きる。 また,経 済犯罪 を犯 した者
には,財 産没収 ない し罰 金が宣告 され財産 ない し一定価 額の金銭が剥奪
されるので,金 銭資本 を用 いた経 済犯 罪の実行能力が 一定程 度制限 され
うる。
2)個 別 的威嚇機能 刑罰 の威 嚇機能 とは,刑 罰適 用 に際 して,再 度
の受刑 の恐怖心 を犯罪者 に生 じさせ て再 犯 の気力 を失 わせ る心理的効果
をい う。犯罪心理学 の見地 か らす る と,犯 罪 者が犯罪 を実行 す る心 理的
動 因の一つ と して,刑 罰 を受 けない幸運 を当て にす る心理状態 が挙 げ ら
れる。 犯罪 が解 明 され て実際 に刑罰 が執行 される と
,犯 罪者の この よう
な射幸心 は打 ち砕 かれ,犯 罪 は手痛 い対価 を支払 わねばな らない もの と
認識 され る ようになる。服役期 間中ない し釈放後 に再 び犯罪意思 が生 じ
て も,「 本能 的条件 反射の恐怖 」 によって再 犯意思 が打 ち消 され犯罪実
行が放棄 され る。実務 上明 らかな ようにs心 理的威嚇効果 には一定程度
の再犯抑 制作用 があ る。
3)感 化機能 刑罰 の感 化機能 とは,刑 罰適用 に際 して,寛 大 な処 置
と人道的 な処遇 を犯罪者 に施す ことで生 じる心理 的効 果で ある
。刑罰 の
感化 機能 は,主 に次 の二側面 に現 れ る。 第一 は,処 罰 と寛 大 を結合 した
刑事 政策 に依拠 して制 定 され たわが 国の刑法 であ る。 この政策 には
,寛
大 さと峻厳 さ との二側面が含 まれ,犯 罪者各 自が異 なる との前提 に立 っ
て処分 を区別 し}打 撃 は少数者 にとどめ て多数者 に教 育 を実現す る こと
が,そ の基本 的な内容 となる。寛大 さの点 は,例 えば 自首 ・執行 猶予 ・
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うな効 果 は,主 として次 の二つの経路 をた どって実現 され る・す なわち・
第一 に,刑 罰 の制定適 用 と法制 の宣伝 に よって,犯 罪 は必ず処罰 される
との情報 が社会 に伝播 される。 第二 に,刑 事 訴訟 で具体 的な犯罪行為 を
解 明 して懲 罰 を行 い,そ の情 報 が 直接 ・間接 に社 会 に伝 わ る こ とで,
人 々が心理的効果 を受 ける。この心理 的効 果 には個 人差があ る とはい え,
なお一種 の社 会作用が ある とい える。
(2)刑 罰 の機能 はs一 種 の積極 的作用 と して示 される。
刑罰の機能 は,そ の外部 環境 との 間で物質 ・エ ネルギ ー ・情報が移動
転換 され る過程 で実現 される。刑罰が運用 され る外 部環境 には,可 変 的
で一様 で ない要素が含 まれる。 しか し,刑 罰 を法 に依拠 して正 しく運用
しさえすれ ば,主 観 的 に期待 され る積極 的作 用,例 えば犯 罪者 ・被 害
者 ・その他の社会構成 員 に対す る積極 的作用が発揮 され うる。
(3)刑 罰の機能 は,社 会 に発揮 可能 な積極 的作 用 と して示 され る。
ここで い う可能 とは,刑 罰 の内部構 造が一定条件 を具備 す るこ とに よ
り,現 実 的な ものへ と転 化 しうるこ とを意味す る。刑 罰が この ように現
実へ と転 化可 能 になるため には,刑 罰 の内部構造 と一定の外部条件 の具
備 との二要素が必要 にな る。前者 の要素 たる刑罰 の内部構造 が担 う可 能
性 は,後 者 の要素 たる外部 条件 の具備 に よ り実現 され る。刑罰 の内部構
造が示す機 能 は,物 質 ・エ ネルギー ・情報 を転換 させ る一定条件が備 わ
る まで,可 能性 を秘 めた潜在 的状態 と して存在す るにす ぎない。しか し,
ひ とたび現実 の状態へ と転 化す れば,刑 罰 は現実 に実効 性を有 す るよう
になる。 それゆえ,刑 罰 の機能 を刑 罰が社 会 に発揮す る積極 的作 用の可
能性 と して理解す る ことは,現 実 に合致 している。
2.刑 罰 の機能 の種類
刑罰 の機能 〈功 能 〉は,多 面的 であるが,そ の作用 す る対 象の差異 に
着 目す れば,次 の 三機能 に分類 しうる。
(1)犯 罪者 に対 す る刑罰 の機能
1)剥 奪制限機能 刑罰 の剥 奪制限機能 とは,具 体 的 にい えば,犯 罪
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って異 な るの で,各 国家の刑 罰権 の根 拠 には各 自の特殊性 が み られ る
。
わが 国は・労働 者階級 が指 導 し労農連盟 を基礎 とす る人民民主専 政社会
主義国家 であ る。わが国 の制定法 は,社 会秩序 を維持 して労働 人民 の利
益 と社 会主義経済 の基礎生 産力 を保護 す るため にあ る。社 会秩 序 を破壊
して国家 ・人民の利益 を害 す る犯罪 に対 しては,無 産階級 の功利 の観 点
か ら処罰 を行 うこ とが強 く求め られ る。 この ように考 えて初 めて
,人 民
の利益 は重大 な損 害 を回避 しうる。か くして
,わ が国 の刑罰権 の根拠 は,
人民 の利益 を擁護 して犯 罪 による侵 害 を回避 す るこ とにある。 わが国の
刑 罰権 の根拠 は,決 して刑罰権の一般 的な根拠 を否定 す る もので はな く
,
む しろ反対 に,そ の独 自の特殊性 ゆえ に刑 罰権の一般 的根拠 の内容 を豊
かにす る ものであ る。
第3節 刑罰の機能
1.刑 罰機能 の概念
機能 〈功 能 〉とは,事 物 が生 じうる作用,ま たは作用 を生 じさせ る能
力 をい う。我 々の理解 の ように,刑 罰 が国 家の統治秩序維持 の道具で あ
る とす れば,必 然的 に刑 罰の機 能の問題 に行 き着 く。刑罰 の機 能は,刑
罰 目的 の正確 な理解 と確定 に重 要 な意義 を有す る。 なぜ な ら,刑 罰 の 目
的が達成 されるか否 かは,刑 罰の機能 に よる ところが大 きいか らであ る
。
刑罰 の機能 に対す る深い理 解が なければ,刑 罰の 目的 を科学 的 に解 明す
るこ ともで きない。
我 々が論 じる刑 罰 の機能 とは,犯 罪 との闘争 において刑 罰が社会 に発
揮 しうる積極 的な作用 をい う。 この ような説明 に基づ くと,刑 罰の機能
は,次 の特 徴 を有す る。
(1)刑 罰の機能 は,社 会 に対す る作用 と して示 され る。
刑 罰 は犯罪 に対 す る法的効果 であ り,そ の適用対 象は犯罪 を犯 した者
のみ に限 られる。 しか しi刑 罰 は,犯 罪 者 に対 して直接作用 す るばか り
でな く,社 会の不安定分子 や他 の公民 に も心理 的効果 を及 ぼす。 この よ
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(4)混 合説 ない し折衷説
この見解の提唱者 〈倍-等 人 〉は,刑 罰権 は当然 なが ら社 会的 「抵抗
権 」 に由来す るが,同 時 に,法 律の理論 的基礎が 「正義」 であ るこ とも
軽視 しえない。刑 法が犯罪者 を処罰す るのは,そ の行 為が社会の生存 に
有 害 であ る ため,こ れ に 「抵抗 す る」必 要 性があ る と同時 に,「 正 義」
を実現す るためで もある とい う。 「「正義 」 は,宇 宙 的感 応で あ り,「 人
類の意識」 の中 に深 く根 ざしているので,犯 罪 を阻止 して社会 の生存条
件 を侵害 させ ない ためばか りでな くs特 に社 会の本能 的感応す なわ ち正
義 を満足 させ るため に も,刑 罰 が執行 され ねばな らず,こ の こ とが刑 罰
の総合的 な根拠 になる」 とす るくの。混合説 の論 者 は,実 証学 派が主張す
る社会生存条件 の維 持 と正義 との相互 関係 か ら,刑 罰権の存在理 由 を説
明 しよ うとす るが,こ の説明が成功 しえないの は必然 的であ る。 なぜ な
ら,社 会の物質生活条件 と乖離 してい るの で,刑 罰権 の根拠 を科学的 に
説明不可能 なのであ る。
マル クス ・レーニ ン主義 に よれば,社 会生活 ・政治生活 お よび精神 生
活 の全過程 は,物 質の生産方式 によって制約 されている。刑罰権 も含め
て歴史的 に現 れたあ らゆ る現 象 は,相 応の物 質的生活条件 下 におい て初
め て正確 な解釈が 可能 となる。犯罪 と刑罰 は,階 級 社会 に特有の現象 で
あ る。マ ル クス主義 の観点 か らす れば,「 犯罪 は,孤 立 した個 人の統治
関係へ の反対 闘争で あ り,法 と同 じ く,各 人が心の欲す る ままに振 る舞
う ことか ら生 じる もので はない。そ うでは な く,犯 罪 も現 行 の統 治 も,
同一の条件 か ら生 まれ るのであ る」。「刑罰 は,社 会がその生存条件 に反
す る行 為 に対 処す る 自衛手段 の一種 に他 な らない」。 ここでい う社会 の
「生存条件」 お よび現行 の統治条件 とは,「 個 人の 「意思」 に よって変化
す る個 人の物質 的生活 では な く,各 個人が相互 に制約 し合 う生産方式お
よび交 流形式 をい う」。 これが現行 統治 の現 存 の基礎 であ るか ら,こ こ
に刑罰権 の一般 的根拠 を求 めるな らば,社 会生存条件 に違反す る行為へ
の対処 とい う現 実的要 求が,刑 罰権 の根拠 になる。




この見解 は,古 代 ギ リシャの哲 学者エ ピクロス によ
って提 唱 され,17
世紀 か ら18世 紀 には ヨーロ ッパ資産 階級 の啓 蒙学者 か ら崇拝 され伝播 さ
れ るよ うになった。刑法 の領域 で全面 的 に社 会契約説 を指針 と して刑 罰
根拠 を論述 したのが,イ タ リアの刑 法学者ベ ッカ リアであ る
。その著書
「犯罪 と刑罰」 は・次の ように論述 してい る
。 「元 来,原 始的 人類 は戦争
状態 にあ った・人類 は・その後戦争1こ嬬 を覚 えて平和 を渇望 したので
,
自 ら天賦 自由権 の一部 を割譲 して契約 の方式 で他 人(す な わち主権 者)
に委託 す る とともに・ その者 に保 護責任 を負担 させ た
。 こ う して主権者
は・契 約違 反者 に対 す る処罰撫 を有す る よ うに なった
.し たが って,
人 々が割譲 した 自由権 の 一部 の総 和 だ けが,刑 罰権 の淵 源 にな る」(2)。
社 会契約 説 は,ベ ッカ リア らの理論 的仮 説 に依拠 して
,国 家権 力が 人民
に由来す る,と 説 明す る。 しか し,封 建 的な専 制統 治 は,人 間の本性 お
よび 自然法 とは相容れ ない ものであ る
。資産階級 の革 命期 に,ベ ッカ リ
アは,か ような理論 を用い て,国 家権力 の有 限性 と人 々の生存権 の神 聖
性 を大胆 に論証 している。 これが歴 史の進歩 であ るこ とは
,疑 いの余地
はない。 しか し,我 々は,社 会契約説 が歴史的事実 と決 して符合 しない
こ とを見抜 かねばな らない。 なぜ な ら,国 家 は,人 々の社会契約 によっ
て生 まれてはい ないか らであ る。 また
,当 然 なが ら,こ の理論 は,刑 罰
権の根拠 を科学的 に説明 しえない。
(3)功 利説 ない し必要 説
ベ ンサ ムは・功 利主義す なわち 「最大多 数の最大幸 福」を起点 と して
り
「社 会秩序 は 專 ら国家維持 の ための ものであ り,国 家 が社会秩 序 を維持
す るため に刑罰権 を行使 す る必 要性 が生 じた」 と論 じた〔3)
。功 利説 は,
社会秩序維持 の必 要性 に刑 罰権 の功利 的根拠 を求 めてお り
,一 面で は合
理性 を有 す る。 しか し,功 利 説の論者 は,抽 象的 な人類の幸福 に依拠 し
て刑罰権 の発 生 を説明 している。 この よ うな考 え方 は
,刑 罰権 の根拠 を
正 し く解明 しえないばか りか,こ の見解 の階級 的 な本 質 を隠蔽 してい る
ので科学 的でない。
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容 の一つであ り,次 の主要 な特徴 を もつ。第一 に,確 定力 の発生 した判
決 に基づ かない限 り,行 刑 をな しえない。判決 の確定力不発 生の場合 あ
るいは確 定判 決 を超 える刑罰 の執行 は,量 刑権 を否定 し行刑権 の濫用 に
なる。第二 に,行 刑 の内容 は,判 決 に よ り確定 された刑罰 の執行 のみ に
限 られ る。 その刑罰 は,明 確 な具体 的内容 を有 す るので,執 行 可能 な現
実 的 な刑罰 となる。
制刑権,求 刑権,量 刑権 お よび行刑権 は,統 一 的 な刑罰 権が静態か ら
動態へ と具体 化す る過程 におけ る特徴 に応 じた区別で ある・確 かに・ こ
の具体化 過程 では,こ れ ら四権相 互 の制約 ・分業 ・協 力 が要請 され る。
しか し,こ の四権 は単独 の刑罰権 として存在 す るので な く・実際 には四
権 の総和 が統 一的 な刑 罰権 を構 成す るのであ る。
2.刑 罰権 の根拠
いか なる国家 も,そ の社 会制度 にかか わ らず,刑 法 に触 れ る行 為 に対
して,そ の行為 者の同意 の有無 を問わず,法 による懲 罰権 を有す る。何
ゆ えに国家 は刑罰適用権 限 を有 す るか。 これ は,刑 罰権 の根拠 に関わ る
問題 であ って,刑 罰権 の存在理 由が問 われ る。 この問題 について は,こ
れ まで各国の学者が異 な る説 明 を して きた。以下で は,そ の代 表 的な理
論 につい て触れ る。
(1)神 権 説
この見解 の起源 は古代 にまで遡 るが,近 代 で も本説 を支持提唱す る西
側諸 国の学者 がいた。 この理論 に よれば,刑 罰権 は,神 か ら授 け られ た
正義 の体 現で ある とされ る。 国家秩序 は神 意の発現 であ り,こ れ を侵す
こ とは神意 の冒涜 に他 な らない。そ こで,神 が世俗代表 た る国家 に加 害
者処罰 を委託 したsと 説 く。神権説 の科学 的根拠 が乏 しいこ とは・誰 の
目に も明 らかで ある。神 の存 在 を立証 しえないのに,ど う して神権 が存
在 しえ ようか。 この見解 を実行す る と,必 然 的 に公民 の合法権益 が保障
されない こ とになる。 なぜ な ら,代 理 人が神意 を仮借 して被統 治者 の 自
由権 を剥奪 で きて しまうか らであ る。
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刑 罰制定権 〈制刑権 〉は,刑 罰の立 法問題 を解決す る ものであるため
,
刑罰権 の最 も重要 な内容 をなす。 しか し,刑 罰 は,実 際の適用 で初 めて
現実 的な意義 を もつ。刑罰 の適用 は,刑 罰具体化 の過程 であ り
,そ こに
は相対 的に独立 しつつ も相互 に関連す る複 数の段 階が ある。例 えば,訴
追機 関が捜査 に よ り充 分 な嫌疑 ・証拠が あ ると認 め た ときに公訴提 起 を
行 う刑 罰請求段 階,人 民法 院が事 案審理 に よ り犯 人 を認定 して有罪判決
を確定す る量刑段 階,刑 罰執行機 関 〈労働 改造機関 〉が法 的効 力の生 じ
た有罪判決 を執行す る行刑段階 である。これ に伴 って,訴 追権 〈求刑権 〉,
科刑権 〈量刑権 〉お よび行 刑権が発 生す る。
訴 追権 く求刑 権 〉とは,犯 罪 者 に刑事 訴訟 を提起す る権 力 をい う。訴
追権 〈求刑権 〉は,主 に検察機 関に よって行使 される。 ただ し,自 訴事
件で は,被 害者 たる公民 が 自訴 の形式 で訴 追権 を有す る。 わが 国の刑 法
お よび刑事 訴訟法 に よる と,訴 追権 の主 な内容 には,以 下の こ とが含 ま
れる。①捜 査 を通 じて犯罪事 実の存 在 を確 認す るこ と。②証拠 を収集 し
て挙証責任 を負担 す る こと。③ 人民法 院 に対 して刑事 訴訟 を提起 して犯
罪者 に対す る科刑 を請 求す るこ と。訴追 求刑活動 は,科 刑量刑権 を実行
す るための前提 となる。
科刑権 〈量刑権 〉とは,刑 罰 を裁 量す る権力 をい う。 わが国で量刑権
を担 うのは,た だ人民法 院だけである。量刑 権 には,次 の内容 が含 まれ
る。① 捜査 に よ り明 らか に され た事案 の事実 に基づ き,法 に よ り犯罪 者
に刑 罰 を科すか否 か を決定 す る。被 告人 に犯罪 が成立す る場合 には法 に
よ り刑 罰 を科 さね ばな らず,そ うで ない場 合 には刑罰 を科 してはな らな
い。② 認定 された犯罪事 実 に基づ き,刑 法61条 に よ り被告 人 に適切 な刑
罰 を決定す る。 法定 の刑 罰 は,こ の とき現実 的 な刑罰へ と変 わ る。有 罪
判 決は,刑 の宣告 を原則 とす るが,例 外 もある。刑 免除の情状が あ る場
合,裁 判所 は刑 免除の判決 を下 しうる。量刑活動 はr刑 罰適用の重要 な
段 階であ って,求 刑 の実行 である と同時 に行刑 の根拠 に もなる。
行 刑権 とは,確 定 力 〈法律効力 〉の生 じた判決 を根 拠 と して,犯 罪者
に刑 罰執行 を強制す る権 力 をい う。 また,行 刑権 は,刑 罰権の重 要な内
{624) 何乗松編著 ・刑法教科書(総 論編19章 ～23章)
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め る各種の(刑 罰 を含 めた)全 強制措 置が教育的属性 を包含 す る よう決
定づ ける。有期懲役 がその好例で あ り,こ の刑罰 の際立 った特徴 はf犯
罪者 を社 会か ら隔離 して強制労働 をさせ る点 にあ る。行刑機 関は・ この
過程 で犯罪者個 人の事情 に応 じて 目標 を定め て,思 想教育 ・文化 知識教
育 ・職業技術訓練 を行 う。 こ うして,犯 罪者 の主観 的悪性 の矯正 を補助
し,遵 法 的公民へ と犯人 を変 えてい くのであ る。実務で示 され ている よ
うに,わ が国の刑 罰が教育 的性 質 を有 す るこ とは,客 観 的に も十分 に明
確 であ る。他 方,い かな る種類 の刑 罰 も,た だ一つ の本 質 を もつので は
な く,多 くの属性 の有機 的統 一体 なの である。 その一つの属性 を強調 し
て もs他 の属性 を否 定す るこ とにはな らない。 しか し,懲 罰の峻厳性 と
教育性 とが同一次元の属性 ではない こ とを我 々は理解すべ きであ る。刑
罰 の峻厳 性 は刑罰の本質 的属性 であ り,刑 罰の教育性 は懲罰 の峻厳性 を
基礎 とす る。隔離 も,刑 罰の教育性 と同様 に,こ の峻厳性 を基礎 とす る。
しか し,隔 離 と刑罰の教育性 とは異 なる。
第2節 刑罰権の根拠
1.刑 罰権の概 念
刑罰権 とは,刑 罰 を制定 して運 用す る権 力 をい う。刑罰権 は,国 家の
統 治階級 に よ り独 占 され る統 治権 の重要 な構成 部分 で ある。 これ には,
刑罰 制定権 く制刑 権 〉お よび刑罰運用権が含 まれ る。
刑罰 制定権 とは,国 家が刑事 立法 に よ り刑罰 を制定 す る権力 をい う。
わが国で この権力 を行使す るのは,全 国人民代 表大会 とその常設機 関で
あ る。刑 罰制定 の主要 な内容 には,以 下の こ とが含 まれる。①刑罰体系
お よびこれ と一体化 した各種の刑 罰制度 を構築 して,具 体 的 な犯罪 に即
応 した法定刑 を設 定す るこ と。② 現行法 の刑罰制 度,法 定刑 お よび刑種
を改正補充 して,完 全 な もの にす るこ と。③既存 の刑罰法規 を廃止す る
こ と。 これ も,制 刑権 の内容 の一つであ る。④ 刑罰 に関す る問題 を解明
す る こと。刑罰 の正 しい適用 には,こ の問題の解明が不可避で ある。
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クス)と の認識で ある。全 く疑 問 な く
,刑 罰 の階級性 は,刑 罰 と原 始社
会の制裁方法 との区別 を決定す る意義 を もつ ので
,刑 罰 の最 も深い本 質
を構 成す る と同時 に,国 家の階級制 とい う本質 を出発点 とす るこ とが明
らか にな る。資産階級 の学者が刑 罰の階級制 とい う本質 を覆 い隠す こと
に尽力 している状 況下 にあって も,我 々は,刑 罰 の階級制 が重要 な意義
を備 えるこ とを重視 して強調す るのであ る。
しか し,刑 罰 は,階 級社 会に特 有の法的現象 であ る
。我 々は,こ の階
級 性以外 の刑罰 の法 的本 質 につ いて注 意 してお く。 レーニ ンは
,「 人間
の思想 は,現 象か ら本 質へ と至 り,初 歩 の本 質か ら高次 の本質へ達 して,
絶 えず深 化 してい く」 と指摘 した(P。 この こ とは,事 物が ただ一つ の本
質 を もつ のではな く,本 質 には段階 があ るこ とを説 明 してい る。 これ を
刑罰 に具体 化 して も,同 じこ とがい える。我 々は,刑 罰の法的本質 は懲
罰 の峻厳性 にあ る と考 える。既述 の ように,刑 罰 は非常 に峻厳 な強制方
法で あ り,そ の内容 は一種の剥奪 であ る。 その剥 奪の種類が ,刑 罰 の性
質 によって変 わるにす ぎない。例 えば,死 刑では犯罪 者の生命が剥奪 さ
れ,有 期無期 の懲役 〈徒刑 〉では犯罪者 の人身の 自由が失 われ る
。 また,
罰金刑お よび財 産没収 で は犯罪者 の財産 に損失 が発生 し,資 格刑 で は犯
罪者 は政治的権利 を全 て喪失 す る。 これ らの剥奪 には,こ れ ら以外 に も
否定 的な政治的評価や道徳 的非難 が無形 の誕責 と して現 れ る。 これ らの
剥 奪 は,疑 い な く犯罪者 の側 か らす れば一種 の苦痛 であるが
,社 会の側
か らすれ ば 当然 の報 い と しての懲罰 に なる。 教 育改 造 ・勾留 ・損 害賠
償 ・原状 回復 の ような他 の制裁措 置 に も,い うまで もな く懲 罰の要素 が
含 まれる。 しか し,こ れ らの措置 は,懲 罰の深 さと広 さとい う点で
,刑
罰 ほ どの峻厳性 を有 してい ない。 か くして,刑 罰の刑罰 たる所以 を決定
づ けているのは,ま さに懲罰 の峻厳性 であ る。他 の制裁措 置 とは異 な り,
この峻厳性 が最 も決定 的な意義 を もち最 も根 本的 な部分 をな している
。
懲 罰の峻厳性 を刑罰 の法的本質 と認 め るこ とは,わ が 国が刑 罰の教育
的属性 を否定す る ことになるか。 これに対す る答 は,否 で ある。 わが国
は・社 会主義 国家であ る。 この国家の性 質か ら して
,社 会主義国家 の定
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他 の強制措置 と較べ て刑罰 が最 も峻厳 な強制措置 であ る・ と説明す るの
で ある。
(3)刑 罰 は,人 民法院 だけが行使 しうる。
定罪量刑 は,国 家の司法 権 く審判権 〉の重 要な内容 の一つであ る。 わ
が 国の法律 による と,司 法権 は,人 民法 院だ けが法 に よ り独立行使 しう
る。 したが って,人 民法 院以外 は,い か なる機 関,団 体 ない し個 人であ
れ,公 民 に刑罰 を適用 す る権限 を もたない。 ここでい う法 に よる刑 罰の
適用 とは,人 民 法院が刑罰 を言渡す に際 して,刑 法お よび刑事訴訟法 の
関連規定 を遵守 しなければな らず,専 断的 に法律 を超越 してはな らない
こ とをい う。
(4)刑 罰 は,犯 罪者 に対 してのみ適 用 され る。
この意味 か ら して,刑 罰 は,犯 罪 に対す る法的効果 であ る。それ ゆえ,
何 人 も,刑 法 に定 め る社 会危害行為 を実行 しない限 り,科 刑 の対 象 とな
らない。 入民法 院の判決で有罪が確定 して初めて,そ の者 に刑罰 を適用
しうるのであ る。 このこ とは,社 会主義 法制の強化か らの必然 的要求 で
あ る と同時 に,無 睾の者が刑罰 を受 けない ための重要 な保障 になる。
刑罰 は,犯 罪 に対 す る唯一一の法 的効果 では ない。わが国の刑法 に よれ
ば,一 定 の条件 が存す る場合 には,犯 罪者 の刑 を免除 し刑 を執行 しない
こ とも可 能であ る。
2.刑 罰の本質
刑 罰の本質 は,専 門的研究 に値す る重要 な問題の…つ である。本 質 と
は,あ る事物が その事物 であ り他 の事物 と区別 され る理 由 について,最
も決定 的意義 を備 える根 本的 な ものであ る。刑罰 が刑 罰であ り他の事物
と区別 され る理由 と して,最 も決定 的意義 を もち,根 本的 な もの とは何
か。刑法 に関す る現在 の著書 で は,刑 罰の階級的本質 が強調 され るのが
一般的 であ り,刑 罰は統治階級の利益 を擁護 して犯罪の懲 罰 を手段 とす
る秩序 統治 であ る,と されて いる。 す なわ ち,「 刑罰 とは,社 会が その
生存 条件 に反す る行 為 に対 処す るための 自衛手段 の 一種 で あ る」(マ ル
10 神奈川法学第34巻 第2号2001年 (627)






刑罰 とは・刑法 の規定 に よ り人民法 院が犯罪者 に適用す る強制措 置 を
い う。刑罰の概 念 は,以 下の特 徴 を備 える。
(1)刑 罰 は,強 制措置 である。
強制 とは1人 に強迫作 用 を及 ぼす行為 の方法であ り,消 極 的 な法的効
果 と結 びつ く・刑罰 は,犯 罪者の権益 を強制 的 に剥奪(な い し行使 を制
限)す る措 置である。 強制措置 の適用 は,犯 罪者 に法律 の尊重 を迫 る。
(2)刑 罰 は,刑 法 に定め る強制措 置であ る。
強制措置 には,訴 訟 的強制措 置,民 事 的強制措 置,行 政的強制措置 な
ど多種 多様 な ものが ある。刑法 に定 め る強制措置が
,刑 罰であ る。刑法
の強制措置 は,重 軽 があ るが,全 体 と して非常 に峻厳 であ る。 犯罪者の
政治的権 利 ・財産 を剥奪 し,そ の人 身の 自由 を剥奪 ・制限 し
,そ の生命
まで も奪 うこ とが可能 である。刑 罰 と比較す る と
,行 政的強制措置 ・民
事的強制措置 も,こ れ ほ どに峻厳 では ない。 これ らの措置 によって
,適
用対 象者 の政治的権利や人身の 自由 を長期 にわた り剥奪 しえず,さ らに,
生命 の剥奪 はお よそあ りえない。行 政的強制措置 た る教育改造 や行 政勾
留 も・確 か に自由剥奪 を内容 と してい るが,そ の継続期 間は短 く,刑 法
の意味 での法的効果 を もた らさない。正 にこの ような理 由か ら
,我 々は,
(G28) 何乗松編 著 ・刑法教科書(総 論編19章 ～23章)
9
が変 わ り,罪 責 が消滅 し,証 拠 も既 に散逸 し,事 件 を解 明す る方法が な
いか も知 れ ない」 し,「 司法機 関 は これ らの長 年 にわた る事件へ の拘束
を免れて,現 行 の犯罪へ の攻撃 と処理 に力 を集 中す るこ とがで きる」 こ
と,「③ 社会の安定団結 に有利 であ る」,す なわ ち犯罪危害 には 「一定期
間が過 ぎれば回復 しうる もの も回復 しえない もの もあるが,被 害者 は こ
れ を時間の推移 と共 に次 第 に忘 れて落 ち着 くはず であ る」 こ とが根拠 と
される。 それゆ え,前 記① に対応 して,「 訴追時効 の 中断」 と して 「訴
追期 限内 に再 び犯罪 を犯 した ときは,前 罪の訴追期 間は後罪 を犯 した 日
よ り起算 す る」(刑 法89条2項)と 定 め る。
第二 に,「 赦免」(大 赦 ・特赦,刑 法65条 ・66条)と は,「 国家 が犯 罪
者 の罪 と刑 の免除 を宣告す る法律制度」 であ り,1959年 か ら1978年 まで
に行 われ た計7回 の特赦 の内容 が紹 介 され ている。 なお,中 国刑法 にお
ける 「赦免」 と 「減刑」 とは,異 なる制度 であ り,後 者 は裁 判所が決定
す る。
さらに詳細 は,以 下 の本文 を御 覧頂 きたい。
8 神奈川法学第34巻 第2号2001年 X629)
ない」 とされ る。刑 法78条 に よれ ば,「 管制,拘 留,有 期懲役 又 は無期
懲役 に処せ られた犯 罪者 は,刑 の執行期 間内,監 獄 規則 を真摯 に遵 守 し
て教 育及 び改造 を受 け入れ,改 俊 の情 があ り,又 は立功 のあ る ときは,
減刑す る ことがで きる。次 の各号 に掲 げ る重大 な立功 の一つが ある とき
は・減刑 しなければ な らない」 と定 め る。 また
,「減刑」 は,「 改判」 す
なわ ち 「確 定判決 の変更 」(再 審 に よる罪 名 ・刑罰 の変 更)と 区別 され
る。
第三 に,中 国の 「仮釈 」 つ ま り 「仮釈 放」 の制度(刑 法81条 ～86条)
は,1911年 の 「大清新 刑律」 に由来 し,「 有期懲役 または無期懲役 に処
せ られた犯罪者が一定 の刑期 を経過 した後 に改俊 して再 び社会 を害 しな
い と認め られる場合 に,条 件つ きで釈放時期 を早 める刑罰制度」であ り,
「監獄外 執行 」 と区別 され る。仮釈 放 は,「 管制 ・拘留 に処せ られた者
,
死刑執行 を2年 猶予 された者 には適用 しない」。刑法81条 によれば
,「有
期懲 役 に処 せ られ た者 が宣告 刑 の刑期 の2分 の1以 上 を執行 され た場
合・または無期懲役 に処せ られた者が実際 に10年 以上執行 され た場合 に
,
仮釈放 を適 用 しうる」 と定 め る。 また,死 刑執行 を猶予 され た者 が減刑
また は減刑後 仮釈放 される場 合 の実際 の執 行刑期 は
,「12年 を下 回 って
はな らない」 とい う。仮釈放 の手続 は,「 人民 法院」 が仮釈放 事件 の受
理後,刑 執行機 関の報 告 した仮釈放意見書,そ の他 の手続 について審査
し・資料 と手続 が完 備 してい る と認 め る とき合 議 で審理 す る(刑 法82
条 ・79条)と される。
7第23章 「時 効 と赦 免」(弓 登民 教授 執筆)で は
,第 一 に,刑 法 上
の時効 は 「訴追時効」(公 訴時効)と 「行刑 時効」(刑 の時効)と に区別
されるが,中 国刑 法 には 「訴追 時効」 のみが定 め られてい る(刑 法87条
～89条) 。そ の 「訴追 時効」 の本質 と しては,「 ① わが国の刑 罰の犯罪予
防 目的 に合致す る」,す なわち 「犯罪者 が犯罪 後 の法 定訴追期 限内 に再
び犯罪 を行 わなか った ことは,そ の者が既 に改俊 して再 び社会 に危 害 を
及 ぼす ことの ない こ とを示 す」 こ と,「 ② 司法機 関が現行 の犯罪 活動 に
力 を集 中 して打 撃 を与 えるの に有利 で ある」rす なわ ち 「時 と共 に事情
(630} 何乗松編著 ・刑法教科書(総 論編19章 ～23章)
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条)・ 刑 の減軽(刑 法63条)・ 刑 の免 除(刑 法57条)お よび(2)六 つの
「酌 量情 状」(犯 罪 動 機 ・犯罪 手段 ・犯 罪時 の環境 条件 ・犯罪対 象 の事
情 ・犯罪者 の一貫 した態 度 ・犯罪後の態度),(3)「 累犯」(一 般累犯 ・国
家安全危害罪 累犯,刑 法65条 ・66条),(4)「 自首」(一 般 自首 ・特別 自首)
の裁 量的軽 罰 ・刑免 除(刑 法61条),(5)「 立功」(犯 罪者 が検挙 後 に他 人
の犯行摘 発 に功績 が あ った場合,一 般 立功 で は裁 量 的軽 罰 ・刑 の減軽,
重大 立功 では裁量 的刑減免 に なる。)な らびに(6)「 数 罪併罪」(併 合 罪
加重,刑 法69条 ～71条)に ついて論 じられてい る。
6第22章 「刑 の執 行猶予 ・減刑 ・仮釈 放」(r民 ・中国政法 大学
教授 執筆)で は,第 一 に,「 緩刑」 とい われ る 「刑 の執行猶予」(刑 法72
条 ～77条)は,「 人民 法院 が拘 留 また は3年 以下 の有期 懲役 に処す る犯
罪者 に対 し,そ の犯罪者 の情状 と悔悟 か ら判断 して刑事処 分 を猶予 して
も確実 に再 び社会 を害 しない と認 めた場合 に,0定 の観察期 間 を定 めて
執行 を猶予す る制 度」 であ り,再 び法規違 反 な く 「執行猶予 の観察期 間
を満 了すれ ば,宣 告刑が執行 されない」。 また,特 別 な 「緩刑 」 と して・
「戦 時執行猶予 制度」(刑 法449条)が あ る。 さらに刑 の執行 猶予 は 「死
刑 の執行猶予」 とは区別 され てい る。前者 は 「公安 機関が その者 を拘 禁
しないで観 察 を行 い,犯 罪者 の所在単位 ・末端組織 が これ に協 力す る」。
これ に対 して,後 者 は 「その犯罪者 を拘 禁 して労働 改造 を実行 す る」が ・
「2年 満 了後 の犯罪 者の態 度 に応 じて,減 刑(無 期懲 役 ない し15年 以上
20年 以下 の有期懲役へ の減刑)・ 死刑執行 または法定条件 違反 に よる猶
予期 間内死刑執行 の場合 があ る」 とされ る。
第二 に,「 減刑」(刑 法78条 ～80条)は,日 本法 の 「減刑」 とも 「刑 の
減軽」 とも異 な り,「裁 判所 」 が 「宣告刑」 を 「刑 の執行期 間内」 に減
軽す る ものであ って,中 国法 の 「独創 」 であ る。す なわち,「 日本 ・イ
ギ リス な どの国家 は,刑 法 に減刑 を定め る とはい え,刑 罰執行制度 す な
わ ち刑 赦免の一方式 と して規定 してい るにす ぎない」,「日本 とわが国の
減刑 制度 は,概 念 的 に異 なっている。 また,こ れ らの国家 は一般 に行政
機関 に よって行 われ るが,わ が 国の減刑 は裁 判所の裁定 に よらねば な ら
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また,「 死刑」(刑 法48条 ～51条)は,「 そ れ を少 数 に とどめ ,そ の濫用
を厳 禁 し,誤 った死刑 を防止す る こ とに努 め」,死 刑 の 「執行 猶予」(刑
法50条 ・51条)の 要件 につ き論 じて いる。
第四 に,「 罰金」(刑 法52条 ・53条)は,主 刑 ではな く 「付 加刑」 と し
て定め られてい るが,そ の根 拠 について は論 じられてい ない(な お,刑
法34条2項 に よれば,付 加刑 は独立 適用 もな しうる)。 中国刑 法 での罰
金は,主 に 「経済犯 罪お よび利 欲性 のあ る犯罪 の ほか,社 会 の管理秩 序
を妨 害す る罪」 に適用 され,新 刑 法 では適用範 囲が 「単位 犯罪」等 に拡
大 された とい う。 また,r財 産没収」 は,「 犯罪者個 人の所 有財産 の一部
または全部 を無 償で国庫 に納 入す るこ とを強制す る」 もので,本 来的 に
犯罪者 の所有 に属 さない 「違法所得 の追徴」 お よび 「禁制 品の没収 」 と
は異 なる とされ る。
第五 に,「 非刑罰 的処理 方法」(刑 法36条 ～37条)と しての(1)「 経 済
的損 害賠 償」 は,「 刑 罰 を科 す と同時 に,そ の犯罪 行為 が被 害者 に与 え
た経済 的損 害の程 度 に基づ いて情状 を酌量 し,被 害者 に一定額の金銭賠
償 を言渡す」 ものであ り,(2)「 損害賠償」 は 「刑 を科す必 要が ない犯罪
者 に被 害者へ の一定額 の金銭支払 い を命 じて被 害者の犯罪被 害 を填補す
る」 ものであ る。 さらに,「 訓戒」・「改俊 の誓約」・「謝罪」 に よる事件
処理が ある とされてい る。
5第21章 「量刑」(魏 克家 ・中国政法大学教授 執筆)で は,「定罪 は,
量刑の基礎 と前提 をなす。定罪 なければ量刑 な く,定 罪 を誤れ ば必然 的
に量刑 も不 当 にな る」i「適切 な量刑 はr社 会主義法制度 を擁護 して国家
と人民 の利益 を保 障す るこ と,打 撃 を少 数の犯罪者 に止 めて孤 立 させ る
こ と,多 数の犯罪者が 罪 を認め て法 に服従 し改造 を受容 して新 たな人生
を歩 む こ と,さ らに人民大衆 の犯罪闘争へ の積極性 を引 き出す こ とに と
って重要 な意義 を有 す る」 と論 じる。
「量 刑 の 一般 原 則」(刑 法61条)と な る 「犯 罪事 実 を根 拠 とす る量
刑 」 ・ 「刑法 を基準 とす る量刑 」 を基礎 と して,(1)四 つの 「法 定情状」
(軽微 ・比 較的軽小 ・重大 ・特 に重大 な情 状)に よる重罰軽罰(刑 法62
(632) 何叢松編 著 ・刑 法教科書(総 論編19章 ～23章 〉 5
の不安 的分子の犯罪防止 は,主 に総 合的統 治,社 会主義 の物 質文 明 ・精
神 文明の建設 に依拠す る」 と論 ず る点が,注 目に値す る。 また,こ れ ら
の刑罰 の 「直接 目的」 と区別 され る 「間接 目的」 と して,「 問題点 の是
正 や犯 罪誘発条件 の 除去」 が指摘 されて い る。 さらに,「 刑 罰適用 の結
果 が刑 罰 目的 と合致す る程度 」 の問題 として,「 刑罰 の効 果」 につい て
論 じる。
4第20章 「刑 罰 の体 系 と種 類 」(醇 瑞麟 教 授 執 筆)で は,「 主刑 」
(刑法32条 ・33条)として 「管制 ・拘留 〈拘 役 〉 ・有期懲役 〈有期徒刑 〉 ・
無 期懲役 〈無期徒刑 〉 ・死刑 」,「付加刑」(刑 法34条)と して 「罰 金 ・
政治 的権 利剥奪 ・財 産没 収」 お よび 「外 国人 の国外 追放」(刑 法35条)
さらに 「非刑 罰的処理方法」(刑 法36条)に ついて論 じる。
第一 に,中 国の刑 罰体 系の特徴 は,「 懲罰寛大結合政策」 に由来 して,
(1)「処分個 別化原則 」,(2)「 党 の指 導下 に専 門機 関 ・人民大衆 一体 の犯
罪 闘争 方針」お よび(3)「 社 会主義 人道 主義 の精神 」 の体現 が掲 げ られ,
「肉体刑」,「恥辱刑」 を用 いず,「 すべ て懲 罰 と改造 ・教育 ・労働 とを結
合す る原則が貫徹 され」,獄 中労働 参加者 には 「その労働 に応 じた賃金」
が支払 われ る。 「管制」 に処せ られた者 には 「その労働 に応 じた賃金が」
支払 われ(刑 法39条2項),「 拘留 」 に処せ られた者 には酌量 によ り報酬
支給 の ほか 「毎 月1日 ～2日 の帰 宅」 が許 され る(刑 法43条2項),と
論ず る。
第二 に,中 国 の刑罰 体系 中で最 も軽 い 「主刑」 であ る 「管制 」(刑 法
38条 ～41条)は,「 拘 禁す る必 要 のない犯罪者 を管制 に処 して被拘 禁者
を少数 に とどめ るこ とに よ り,犯 罪者 の労働 ・家庭生活 に支障が ない よ
うに し」,「大衆 の監督機能 が充分 に発揮 され る ことで,犯 罪者 の犯罪継
続 も防止 しうる」 とい う。
第三 に,「 無期 懲役」(刑 法46条 ～47条)は,「 重 大 な刑事 犯罪 の防止
に効果 を発揮す る一方,死 刑 と有期 懲役の 隙間 を埋 め られ るので,死 刑
の適用 を少 数 に とどめ るこ とがで きる」が,「 犯罪者が真 摯 に改 造 を受
け て悔 い改 めれば,そ の 自由 を回復 す る希望 が残 され てい る」 とす る。
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第21章 量刑(魏 克家)









第3節 仮 釈 放




3第19章 「刑罰 の概 念」(醇 瑞麟 ・中 国政 法 大学教 授 執筆)で は
,
「刑 罰 は,犯 罪者 の権益 を強制 的 に剥奪(な い し行使 を制 限)す る措 置
で ある。強制措 置 の適 用 は,犯 罪者 に法律 の尊 重 を迫 る。」,「刑罰 の階
級 的本質」が強調 され 「刑 罰 とは,社 会が その条件 に反す る行為 に対 処
す るため の 自衛 手段 の 一種 で あ る」(マ ル クス)と され る。 す な わ ち,
「刑 罰の法的本質 は懲罰 の峻厳性 にある」 が,「 社会主義 国家」 の本質 か
ら して 「各種 の(刑 罰 を含 めた)全 強制 的措 置が教育 的属性 の包含 を決
定づ け られ る」,ま た 「わが国 の刑 罰権 の根 拠 はr人 民 の利益 を擁護 し
て犯罪 による侵 害 を回避 す るこ とにある」 とされる。
「刑 罰 の機能」 は,(1)「 犯 罪者 に対 す る機 能」(剥 奪 制限 ・個 別的威
嚇 ・感 化の機 能),(2)「 被 害者 に対す る機能」(慰 問 ・補償 の機 能) ,(3)
「その他 の社会構成員 に対 す る機 能」(一 般威 嚇 ・教育促進 の機 能)に 区
別 され てい る。
「刑 罰の特別予 防」 目的 として 「わが 国は再犯 率が もっ とも低 い国家
の一つであ り,6%～8%の 水準 を長年 にわた り維持 してい る」,「刑罰
の一般予 防」 目的 と して 「刑罰 の威嚇作 用 を肯定 で きると して も
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第4節 刑 罰の 目的
第5節 刑 罰の効 果
第20章 刑罰 の体系 と種類(醇 瑞麟)
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第4節 非刑 罰的処 理方法
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刑法概論(何 乗松)(以 上,神 奈川法学33巻1号)
刑法 の指導思想(何 乗松)
刑 法の基本原則(何 乗松)
刑法の体 系 と解釈(何 乗松)
刑法 の効力(何 乗松)
犯罪概論(何 乗松)




犯罪 の客観面(何 乗松)(以 上,神 奈川法学33巻3号)




刑事責任(何 乗松)(以 上,神 奈 川法学34巻1号)
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罰要求の声が高 まるばか りである。
欧米先進国の刑法 ・少年法 に既 に導入 されて いる 「加害者 ・被害者 の
修復 的司法」 とい う第三 の波か らも,わ が 国は と り残 され ようと してい
る。 い うまで もな く,行 為無価値論 と結果 無価値論 との零細 な解釈論 的
調整 のみが,刑 法学 の課題 なのでは ない。
こう した 日本の現状 にお いて,被 害者 の救 済 ・損 害 回復 お よび犯人の
再社会化 を含め て 日本 の刑罰体系 は,抜 本的 に再検討 され ねばなる まい。
この意味 において,中 国の刑 法 と刑 法学 に対 して も一層 大 きな関心 が向
け られるべ きよ うに思 われ る。
2今 回の翻訳 は,日 本法へ の関心 と理 解 も深 く,中 国独 自の 「犯罪
構成系統論」 の樹 立者 と して高 名であ り,常 に第一線 に立 って活躍 され
てい る何乗松教授(中 国政法大学)が 主著 として編集 された 『刑法教 科
書 』(1997年 刑法 改訂版,中 国法 政 出版社)の 総論 編 第19章 か ら第23章
まで を訳 出 した もの であ るが,実 際 には前回 よ り同書の上巻(2000年 版)
に依拠 して いる。そ の第1章 か ら第18章 までは,「 中国刑 法学 と新 刑法
概論」 ・ 「中国刑法 の指導思想」 ・ 「中国刑法 における犯 罪の主体 ・客
体 と主観面 ・客観面」 お よび 「中国刑法 にお ける一元 的犯罪論体 系」 と
題 して,既 に本 誌 に分割掲 載 したので,併 せ て参照 いただければ幸いで
あ る。
各章の初訳 は,従 来通 り中国法 を学 んでい る学 生諸君(後 掲)の 努 力
の所 産であ る。 これ を法学 部資料 室担 当の高 島哲朗氏 が入力保存 した原
稿 に基づ いて,本 学大学 院博士 課程 の藤井学氏が検討 して再訳 を重 ねた
もの に,さ らに全面補正 を加 えて本稿 が完成 した。
なお,本 文 中の()は 原 著者 に よる もので あ るが,〈 〉は訳 者が
中国語表 記 を付 した もの であ り,〔 〕 は中国語が 日本の専 門用語 ・語
法 ・語義 と異 なる場合 に訳者が類語 を付 した ものであ る。
本 号 を もって 『刑法教 科書』総論編 の翻訳掲 載 を終了 し,次 号 よ り同








1中 国刑 法 にお ける 「死刑 の執行 猶予制度」 は,わ が 国で もよ く知
られ高い評価 を受 けてい る。それのみで な く,1997年 の中国新刑法典 は,
多様 な刑罰 の体系 ・量定 お よび執行方法 を備 えてお り,懲 罰 と寛大 とを
結合 した刑事 政策 を基礎 と して,犯 罪 と犯 人 に応 じた刑 罰 ・処分の個別
化 のため に 「非刑 罰的」方法(例 えば,被 害 者の ための 「経済 的損害賠
償」 ・ 「謝罪」 の命令)を 含 めて多彩 な制度 を誇 ってい る。
これ に対 して,日 本刑法 は,明 治40年 以来の古 く硬直 した刑罰体 系 を
今 なお温存 してい る。 明治40年 刑 法 は,た だ ドイツ刑法 のみ を継受 した
もの ではな く,広 く外 国の刑 法 を参照 しつつ,古 き律令 以来の 日本の伝
統 との調和 を図った もの として,そ の制定 当初 は世界 に誇 りうる先端的
内容 を有 していた。その犯罪規定 は,戦 後 の民 主主義憲法 と合致 しうる
よう部分 改正 され,変 容す る社会 の要請 に即 して何 度かの小改正 お よび
特別刑 法 ・行 政刑 法 の拡充 を進 めて きた。 とはい え,戦 後 にお ける新派
教 育刑 論の退潮 と共 に,死 刑 の合憲判例 に よ り実務 での応報刑論へ の退
行化 が進 んだ ようで もあ る。 昭和49年 の改正刑法草案 において も死刑 ・
懲役 ・禁鋼 ・罰金 ・拘留 ・科料 の単純 な刑罰体系 が維持 されi保 安処 分
も同草案 と同 じく立 法化の見込みが な く,精 神保健福祉 法の措 置入院制
度 につ いて も具体 的な代 替案が未 だ提 示 されてい ない。それ ゆえ充分 な
救 済 もな く放置 され る被 害者側 か らは,少 年法改正 に見 られる ような厳
